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サプレッション・プール水温度が上昇した場合の高圧炉心スプレイ系の機能維持 

 

 

サプレッション・プール水温度が上昇した場合の高圧炉心スプレイ系の機能維

持について，本評価における扱いについて以下に示す。 

 

1．事故シーケンスグループにおけるＴＢＷシーケンスの整理 

ＴＢＷシーケンス（外部電源喪失発生時の崩壊熱除去機能喪失）は，高圧炉心

スプレイ系非常用ディーゼル発電機による給電により，高圧炉心スプレイ系を用

いた原子炉注水には成功するが，原子炉格納容器除熱に失敗するシーケンスであ

り，事故シーケンスグループとしては，崩壊熱除去機能喪失（ＴＷ）に整理して

いる。 

 

2．ＴＢＷシーケンスにおける高圧炉心スプレイ系の機能維持 

ＴＢＷシーケンスにおけるサプレッション・プール水位及びサプレッション・

プール水温度を第１図に示す。ＴＢＷシーケンスにおいては，事象発生後約

時間後にサプレッション・プール水位高の信号により，水源が復水貯蔵タンクか

らサプレッション・プールに切り替わる。サプレッション・プールを水源として

高圧炉心スプレイ系による注水を継続する場合，サプレッション・プール水温度

の上昇によって，高圧炉心スプレイ系が機能喪失に至る可能性がある。 

しかしながら，サプレッション・プール水温度の上昇により高圧炉心スプレイ

系が機能喪失に至る前に，水源を再度復水貯蔵タンクに切り替えた場合，高圧炉

心スプレイ系が機能喪失することはない。水源を再度復水貯蔵タンクに切り替え

ることにより，高圧炉心スプレイ系は原子炉格納容器が崩壊熱除去機能喪失によ

る過圧破損に至るまで，高圧炉心スプレイ系の機能は維持される。よって，ＴＢ

Ｗシーケンスは崩壊熱除去機能喪失（ＴＷ）に整理される。 

 

3．事故シーケンスグループの整理を変更した場合の感度解析 

ＴＢＷシーケンス（炉心損傷頻度：4.4×10－７／炉年）の事故シーケンスグル

ープをＴＢに整理した結果を第１表及び第２図に示す。 

感度解析の結果，ＴＢによる炉心損傷頻度は２桁程度増加し，外部電源喪失起

因で高圧炉心スプレイ系継続注水失敗にて炉心損傷に至る事故シーケンスがＴ

Ｂとして主に寄与するが，抽出される事故シーケンスグループは変わらない。 
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第 1図 ＴＢＷシーケンスにおけるサプレッション・プール水位 

及びサプレッション・プール水温度 
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第 1表 ＴＢＷシーケンスをＴＢに変更した場合の炉心損傷頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 図 ＴＢＷシーケンスをＴＢに変更した場合の 

事故シーケンスグループ別の炉心損傷割合 

 

事故シーケンス 

グループ 

炉心損傷頻度（／炉年） 

ＴＢＷをＴＷに 

含めた場合 

ＴＢＷをＴＢに 

含めた場合 

崩壊熱除去機能喪失 
6.2E-06 

(約 100%) 

5.8E-06 

(93%) 

全交流動力電源喪失 
2.7E-09 

(<0.1%) 

4.5E-07 

(7.2%) 

ＴＢＷをＴＷに含めた場合 ＴＢＷをＴＢに含めた場合 

全交流動力 

電源喪失 
<0.1％ 

崩壊熱除去機能喪失 

約 100％ 

崩壊熱除去機能喪失 

約 93％ 

全交流動力 

電源喪失 
7.2％ 
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起因事象から除外している事象の考え方 

 

 

1．はじめに 

今回のＰＲＡでは，発生頻度，プラントへの影響などの観点から，ＰＲＡの対

象とすることの必要性は低いと考え，設計基準事故のうち，いくつかの事象を起

因事象から除外している。 

ここでは，発生した場合に炉心又は燃料プールの燃料に影響を与えると考えら

れる以下の事象について，その除外理由を補足する。 

 

・原子炉冷却材流量の部分喪失（原子炉再循環ポンプ１台トリップ） 

・燃料プールでの放射性物質の放出 

・燃料集合体の落下 

・制御棒落下 

・放射性気体廃棄物処理施設の破損 

・計装用空気系故障 

・主蒸気管破断 

・原子炉圧力容器破損 

 

2．起因事象から除外している事象の考え方 

(1) 原子炉冷却材流量の部分喪失（原子炉再循環ポンプ１台トリップ） 

原子炉冷却材流量の部分喪失は，原子炉スクラムに至らず，炉心損傷防止

の観点から影響が限定されることから，本事象は起因事象から除外している。

ただし，原子炉を手動停止した場合は，手動停止の起因事象として分類する。 

(2) 燃料プールでの放射性物質の放出 

燃料プールでの燃料損傷（放射性物質の放出に関わるリスク）については，

プラントの運転に直接影響する事象ではないこと及びプラント運転中の燃料

プール内の燃料の崩壊熱が低く，燃料プールに十分な量の冷却材が保有され

ているため，対応の余裕時間が十分にあること等の理由から，本事象は起因

事象から除外している。 

なお，燃料プール内の燃料損傷のリスクについては，燃料プール内の使用

済燃料の崩壊熱が大きいプラント停止時について，停止時レベル１ＰＲＡを

実施している。 

また，燃料プールでの燃料損傷に至るシーケンスについては，停止時ＰＲ

Ａに基づき，プラント停止時の重要事故シーケンスの選定において考慮して

いる。 

(3) 燃料集合体の落下 

燃料集合体の落下については，運転中では燃料集合体の移送作業中におけ

る落下が考えられるが，落下した場合でもプラント運転には影響がない。ま
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補足 1.1.1.b-1-2 

た，燃料取替機の燃料把握機は二重のワイヤや燃料集合体を確実につかんで

いない場合には吊上げができない等のインターロックを設け，圧縮空気が喪

失した場合にも，燃料集合体が外れない設計としている等，燃料集合体の落

下事象が発生する可能性は小さいと考えられる。また，原子炉設置許可申請

書の安全評価の中で，燃料取替作業に際し炉心上部で取扱中の燃料集合体が

落下し燃料集合体が破損する事象を想定しており，その評価結果によると周

辺公衆への放射線被ばくのリスクは十分に小さい。これらを考慮し，本事象

は起因事象から除外している。 

(4) 制御棒落下 

出力運転時の制御棒落下事象については，制御棒と駆動軸との接続部は，

十分に信頼性の高い構造となっており，必要な場合以外に分離することがな

い構造となっていることから，発生の可能性は非常に小さいと考えられる。

また，原子炉設置許可申請書の安全評価の中で，制御棒１本が制御棒駆動機

構から分離して炉心から落下する事故が想定しており，その評価結果による

と周辺公衆への放射線被ばくのリスクは十分に小さい。これらを考慮し，本

事象は起因事象から除外している。 

(5) 放射性気体廃棄物処理施設の破損 

配管破断により主復水器から気体廃棄物処理系に流入する放射性物質が漏

えいする事象であるが，破断箇所を隔離する弁が多重に設置されており，事

象を収束できかつ外部への影響も小さく，また，直ちに原子炉への外乱に至

ることはないため，炉心損傷防止の観点ではその影響が限定されることから，

本事象は起因事象から除外している。 

(6) 計装用空気系故障 

計装用圧縮空気系故障は，国内プラントでは発生していないが，同事象が

発生し系統の機能に重大な影響が生じた際は，プラントを手動停止すること

が考えられるが，手動停止の起因事象として取り扱うこととなるため，本事

象は起因事象から除外している。 

(7) 主蒸気管破断 

a. 主蒸気管破断の発生頻度 

主蒸気管を隔離するような破断の事例はないため，ＬＯＣＡの発生頻度

をもとに評価した。ＬＯＣＡの発生頻度を評価しているＮＵＲＥＧ－1829

では，口径の大きさに応じて発生頻度を評価しており，島根原子力発電所

２号炉の主蒸気管(600A)の発生頻度は 1.0×10－５／炉年以下になると推定

される。そこで，今回のＰＲＡでは主蒸気管４本の破断発生頻度を 1.0×

10－５／炉年とした。 

b．主蒸気隔離弁による隔離弁閉失敗確率 

主蒸気隔離弁による隔離弁閉に失敗する確率について以下に示す。 

(a) 主蒸気隔離弁の隔離信号故障確率 

主蒸気管には主蒸気管周囲温度高，主蒸気管流量大等による自動隔離
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機能及び運転員による手動隔離操作に期待できる。今回のＰＲＡでは保

守的に運転員による手動隔離操作には期待せず，自動隔離機能のみを考

慮する。主蒸気隔離弁の隔離信号故障率は，検出器から最終リレーまで

に含まれる機器の故障率が国内故障率データにおいて 1.0×10－10 から

1.0×10－７未満の範囲のため１チャンネルの故障率を 1.0×10－７／時間

とする。試験間隔を１年間，隔離信号が 1 out of 2 twice であること

を考慮すると，隔離信号故障確率は 5.0×10－７／要求時となる。 

１チャンネルの信号故障確率 

＝１チャンネルの故障率×１年間／２ 

＝5.0×10－４／要求時（切上げ） 

隔離信号故障確率（1 out of 2 twice） 

＝(１チャンネルの信号故障確率×１チャンネルの信号故障確率)×２ 

＝5.0×10－７／要求時 

(b) 主蒸気隔離弁の機械故障確率 

主蒸気隔離弁の機械故障確率には，国内故障率データより空気作動弁

の作動失敗の故障率 1.1×10－７／時間を用いる。主蒸気隔離弁は定期試

験を１週間ごとに行っているため，１弁あたりの故障確率は，9.2×10－

６／要求時となる。主蒸気隔離弁は，原子炉格納容器の内側と外側に１

弁ずつあるため，弁の共通原因故障（β＝0.13）を考慮すると，２弁あ

たりの機械故障確率は，1.2×10－６／要求時となる。 

主蒸気隔離弁１弁機械故障確率 

＝空気作動弁の故障率×１週間／２ 

＝9.2×10－６／要求時／弁 

主蒸気隔離弁２弁機械故障確率 

＝１弁故障確率×１弁故障確率＋１弁故障確率×β値 

＝1.2×10－６／要求時／２弁 

(c) 主蒸気管の隔離弁閉失敗確率 

主蒸気管の隔離弁閉失敗確率は，主蒸気管が４本あるため４本すべて

の隔離弁閉に成功する必要があると想定し，隔離信号故障と主蒸気隔離

弁の機械故障の和をとると，内側主蒸気隔離弁のみに期待する場合の主

蒸気管隔離弁閉失敗確率は 3.7×10－５／要求時，外側主蒸気隔離弁にも

期待する場合の主蒸気管隔離弁閉失敗確率は 5.3×10－６／要求時となる。 

内側主蒸気隔離弁による隔離弁閉失敗確率 

＝主蒸気隔離弁１弁機械故障確率×４本＋隔離信号故障確率 

＝3.7×10－５／要求時 

内側及び外側主蒸気隔離弁による隔離弁閉失敗確率 

＝主蒸気隔離弁２弁機械故障確率×４本＋隔離信号故障確率 

＝5.3×10－６／要求時 

(d) 主蒸気管破断時の隔離弁閉失敗確率 



 

補足 1.1.1.b-1-4 

主蒸気管破断時の隔離弁閉失敗確率は，主蒸気管破断の確率及び主蒸

気管の隔離弁閉失敗確率より，内側主蒸気隔離弁のみに期待する場合の

主蒸気管破断時隔離弁閉失敗確率は 3.7×10－10／要求時，外側主蒸気隔

離弁にも期待した場合の主蒸気管破断時隔離弁閉失敗確率は 5.3×10－11

／炉年となる。 

内側主蒸気隔離弁による主蒸気管破断時隔離弁閉失敗確率 

＝主蒸気管破断確率×内側主蒸気隔離弁による隔離弁閉失敗確率 

＝3.7×10－10／炉年 

内側及び外側主蒸気隔離弁による主蒸気管破断時隔離弁閉失敗確率 

＝主蒸気管破断確率×内側及び外側主蒸気隔離弁による隔離弁閉失敗

確率 

＝5.3×10－11／炉年 

c．主蒸気管破断が発生したときの起因事象の分類 

主蒸気管破断の発生箇所の概要図を第 1 図に示す。主蒸気管破断がいず

れの箇所で発生したときの起因事象も，今回のＰＲＡからは除外又は他の

起因事象に包絡している。各破断箇所による起因事象の除外又は他の起因

事象への包絡の理由について以下に示す。 

(a) 隔離に成功した場合 

第 1図の①，②，③の箇所で主蒸気管破断が発生し内側又は外側主蒸

気隔離弁による隔離に成功した場合は，隔離事象と同様のシーケンスに

なる。主蒸気破断の発生後に隔離に成功する確率は約 1.0×10－５／炉年

となり，隔離事象の発生頻度 2.7×10－２／炉年に比べて十分に低いため，

隔離事象の起因事象に包絡される。第 1図の④の箇所で主蒸気管破断が

発生した場合は，主蒸気隔離弁による隔離に期待できず下記(b)④の状

態となる。 

(b) 隔離に失敗した場合 

① 外側主蒸気隔離弁からタービン側の区間 

第 1 図の①の箇所で主蒸気管破断が発生した場合は，格納容器バイ

パスが発生する。隔離失敗確率は内側及び外側の主蒸気隔離弁に期待

でき，内側及び外側主蒸気隔離弁による主蒸気管破断時隔離弁閉失敗

確率より，5.3×10－11／要求時となる。隔離失敗による格納容器バイ

パスの発生頻度は十分に低いため，本事象は起因事象から除外してい

る。 

② ＰＣＶから外側主蒸気隔離弁までの区間 

第 1 図の②の箇所で主蒸気管破断が発生した場合は，格納容器バイ

パスが発生する。しかし，格納容器貫通部に主蒸気隔離弁が直接接続

されており，主蒸気管破断の発生頻度は 1.0×10－５よりも更に低いと

考えられる。仮に主蒸気管破断頻度を 1.0×10－５とした場合，内側主

蒸気隔離弁にしか期待できず，主蒸気管破断による格納容器バイパス
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の発生頻度は，内側主蒸気隔離弁による主蒸気管破断時隔離弁閉失敗

確率より，3.7×10－10／炉年となる。この仮定においても隔離失敗に

よる格納容器バイパスの発生頻度は十分に低いため，本事象は起因事

象から除外している。 

③ 内側主蒸気隔離弁から原子炉格納容器までの区間 

第 1 図の③の箇所で主蒸気管破断が発生し，内側主蒸気隔離弁の隔

離に失敗した場合は下記④と同様になる。 

④ ＲＰＶから内側主蒸気隔離弁までの区間 

第 1 図の④の箇所で主蒸気管破断が発生した場合は，原子炉格納容

器内での破断となり，起因事象としては大破断ＬＯＣＡに分類される。

シーケンスも大破断ＬＯＣＡと同様になる。大破断ＬＯＣＡは，ＮＵ

ＲＥＧ－1829では，破断口径が125Aより大きな破断を想定しており，

島根原子力発電所２号炉の主蒸気管(600A)も大破断ＬＯＣＡの発生

頻度に包絡されている。そのため，今回のＰＲＡでは大破断ＬＯＣＡ

の起因事象に含めて評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1図 主蒸気管配管破断の位置 

 

(8) 原子炉圧力容器破損 

原子炉圧力容器破損については，原子炉圧力容器は，過渡・事故を想定し

た保守的な設計を行っていること，使用前検査で有意な欠陥のないこと及び

耐圧試験で十分な耐性を有していることを確認していること，供用期間中検

査により有意な欠陥やき裂のないことを定期的に確認していること等から，

決定論的に既に十分な対応がとられており，大きな残留リスクになるとは考

えられない。また，原子炉圧力容器破損の頻度はＷＡＳＨ－1400や確率論的

破壊力学（ＰＦＭ）により試算されており，それぞれ 1.0×10－７／炉年，1.0

×10－８／炉年となっており，原子炉格納容器からの放射性物質の放出という

観点からは，無視しうると判断されるため，本事象は起因事象から除外して

いる。 

 

内側主蒸気隔離弁 外側主蒸気隔離弁 

原子炉圧力容器 原子炉格納容器 

① ② ③ ④ 
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運転時ＰＲＡにおいて通常停止を起因事象として取扱う考え方 

 

 

1．運転時ＰＲＡの対象範囲 

運転時ＰＲＡの対象範囲は，「レベル１ＰＳＡ学会標準」において，ＢＷＲで

は第 1 図に示すとおり，「制御棒引抜開始」から「復水器真空破壊」までとされ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1図 運転時ＰＲＡ及び停止時ＰＲＡの対象範囲（ＢＷＲ） 

 

第１図において，(1)出力降下開始～全制御棒全挿入，(2)全制御棒全挿入～復

水器真空破壊，(3)制御棒引抜開始～定格出力の各期間は次の理由により，運転

時ＰＲＡに含めて評価するのが適当であると判断している。 

 

(1) 出力降下開始～全制御棒全挿入 

緩和設備は給水系を除いて定格出力運転時とほぼ同等の構成となること及

び定格出力運転中の期間と比べ当該期間は極めて短いことを考慮すると，  

ＰＲＡの観点から定格出力運転時と同等に扱うことは適当であると考える。

また，原子炉圧力／出力が低下した状態では，プラント運用のため以下の原

子炉スクラム信号がバイパスされるが，これは燃料健全性を確保するうえで，

以下のインターロックによる原子炉スクラムの必要がない状況に移行したこ

とによるものであり，(1)の期間中の厳密なモデル化の有無がＰＲＡの観点か

ら有意なものではない。 

・原子炉圧力の低下に伴う「主蒸気隔離弁閉」による原子炉スクラム 

・原子炉熱出力の低下に伴う「主蒸気止め弁閉」及び「蒸気加減弁急速閉」

による原子炉スクラム 

 

(2) 全制御棒全挿入～復水器真空破壊 

緩和設備は給水系を除いて定格出力運転時とほぼ同等の構成であること及

び当該期間は定格出力運転期間と比べ，極めて短いことを考慮すると，   

ＰＲＡの観点から定格出力運転時と同等に扱うことは適当であると考える。 

 

停止時 PRA 
運転時 PRA (1)運転時 PRA 

に包含 

運転時 PRA (2)運転時 PRA 

に包含 

(3)運転時 PRA 

に包含 

原
子
炉
熱
出
力 

経過時間 

出力降下開始 全制御棒 
全挿入 

復水器 
真空破壊 

制御棒引抜開始 定格出力到達 
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(3) 制御棒引抜開始～定格出力 

緩和設備は給水系を除いて定格出力運転時とほぼ同等の構成であること及

び当該期間は定格出力運転期間と比べ，極めて短いことを考慮すると，   

ＰＲＡの観点から定格出力運転時と同等に扱うことは適当であると考える。 

 

2．通常停止を起因事象として取り扱う考え方 

島根原子力発電所２号炉のレベル１ＰＲＡにおいては，定期事業者検査など前

もって計画されているプラント停止の他，機器からの漏えいなど比較的軽微な故

障による計画されないプラント停止について，通常停止として，起因事象の一つ

として取り扱っている。 

通常停止は，それ自体が炉心損傷に至る可能性は十分低いと考えられるが，年

に１回程度の頻度で行うプラント状態の変更を伴う事象であり，その際，崩壊熱

除去機能等の緩和機能が喪失した場合の炉心損傷頻度は，過渡事象等が発生する

場合の炉心損傷頻度と比較して，ある程度の寄与となる可能性がある。 

このため，従来から定期安全レビュー（ＰＳＲ）等の機会に実施しているレベ

ル１ＰＲＡと同様に，通常停止を起因事象の一つとして考慮している。 

なお，通常起動については，停止後の時間経過及び新燃料の装荷により崩壊熱

レベルが低く，定期事業者検査後のため緩和機能の信頼性も高いと考えられるこ

とから，従来から起因事象として取り扱っていない。 
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「起動操作」を起因事象に含めないことの考え方 

 

 

今回実施した内部事象運転時レベル１ＰＲＡでは，起因事象(通常の運転状態を

妨げる事象であって，炉心損傷及び格納容器損傷に波及する可能性のある事象)と

して「手動停止(計画停止及び軽微な故障による計画外停止)」を考慮している。

一方で，起動操作そのものは起因事象として考慮していない。これは，起動時の

プラントの状態に関する以下の点を考慮し，起動時のリスクが小さく，運転時の

評価に包絡されると考えたためである。 

・起動時のプラントの状態は運転時とほぼ同じであること。 

・原子炉停止後の時間経過及び新燃料の装荷により崩壊熱レベルが低いこと。 

・起動前には安全系などが点検されているため，ランダム故障の確率が低減さ

れていると考えられること。 

 

なお，起動操作の期間について，レベル１ＰＳＡ学会標準では，運転時のＰＲ

Ａの対象とする期間を制御棒引抜開始から復水器真空破壊までとしており，この

期間に生じたトラブル事象はすべて起因事象として考慮している。このため，プ

ラント起動中に生じたトラブル事象も起因事象として考慮している。 
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主蒸気隔離弁の部分閉鎖を隔離事象に分類する考え方について 

 

 

主蒸気隔離弁の閉鎖について，出典としたＥＰＲＩ報告書（ＮＰ－2230）の定

義「主蒸気隔離弁の部分閉鎖」を隔離事象に分類していることの根拠，「主蒸気隔

離弁の部分閉鎖」が「主蒸気隔離弁の１弁閉鎖」と起因事象が異なる理由を以下

に示す。 

ＥＰＲＩ報告書（ＮＰ－2230）では様々な過渡事象が示されており，主蒸気隔

離弁の１弁閉鎖，部分閉鎖は下表のように定義されている。 

 

第 1表 ＥＰＲＩ報告書（ＮＰ-2230）での定義 

６．主蒸気隔離弁の１弁閉鎖 

運転員の過誤又は機器故障により，主蒸気隔離弁の

１つだけが閉鎖する過渡事象，残りの主蒸気隔離弁

は開状態である。 

７．主蒸気隔離弁の部分閉鎖 

運転員の過誤又は機器故障により，１つないし，そ

れ以上の主蒸気隔離弁が部分閉鎖する過渡事象で

ある。 

 

主蒸気隔離弁の１弁閉鎖は，ＥＰＲＩ報告書（ＮＰ－2230）の定義より，１弁

は閉鎖しているものの残りの弁は問題なく開いている状態であり，復水器による

除熱が可能であるため非隔離事象に分類している。 

一方，主蒸気隔離弁の部分閉鎖は，ＥＰＲＩ報告書（ＮＰ－2230）の定義より，

１弁若しくはそれ以上の弁が部分閉鎖している状態であり，閉鎖の程度によって

は復水器による除熱ができなくなると想定し，保守的に隔離事象と分類している。 

なお，主蒸気隔離弁の部分閉鎖の事象は国内では発生しておらず，この分類が

起因事象発生頻度に与える影響はない。 
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補足 1.1.1.b-5-1 

起因事象の発生頻度におけるＥＦの設定の妥当性について 

 

 

1．ＥＦの設定について 

ＥＦの設定について，レベル１ＰＳＡ学会標準では，以下のように記載されて

いる。 

 

【レベル１ＰＳＡ学会標準より抜粋】 

「起因事象の発生頻度を評価し，10.3.3に示す方法や工学的判断により不確実

さを設定する。」 

 

本評価では学会標準に基づき，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－4550の起因事象発生頻度の

ＥＦの設定（第1表参照）をもとに，工学的判断によりＥＦを３としている。 

なお，原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ）については参照した文献値に基いた不確

実さ幅から，インターフェイスシステムＬＯＣＡについてはＬＯＣＡの不確実さ

幅を参考に，起因事象発生頻度のＥＦを設定している。 

 

2．起因事象発生頻度のＥＦに対する感度解析 

起因事象発生頻度の不確実さによる全炉心損傷頻度の不確実さへの影響を確

認するため，ＥＦを変更した場合の感度解析を以下のとおり行った。 

(1) ＥＦの設定 

国内ＢＷＲにおける発生経験の有無により，起因事象を以下のように分類

し，感度解析ケースでは，これらに対して第2表に示すとおりに起因事象発生

頻度のＥＦを変更した。 

・国内ＢＷＲで発生経験がある起因事象 

・国内ＢＷＲで発生経験がなく，発生件数を0.5件とした起因事象 

（逃がし安全弁誤開放，原子炉補機冷却系故障，交流電源故障，直流電源

故障，タービン・サポート系故障） 

(2) 感度解析結果 

全炉心損傷頻度における平均値，ＥＦのベースケースとの比較を第3表及び

第1図に示す。 

感度解析ケース１及び２において，起因事象のＥＦを増加させた場合に，

全炉心損傷頻度のＥＦが増加しているが，平均値への影響は小さいことが分

かる。 
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補足 1.1.1.b-5-2 

第1表 ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－4550のＥＦ 

起因事象 ＥＦ 

直流母線喪失による過渡事象 ３ 

交流母線喪失による過渡事象 ３ 

オフサイト電源喪失による過渡事象 ３ 

電力変換系の喪失以外を起因とする過渡事象 ３ 

電力変換系の喪失を起因とする過渡事象 ３ 

不注意による逃がし弁の開操作 ３ 

※ ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－4550では，扱っているすべての起因事象のＥＦを”３”

としている。 

 

第2表 起因事象発生頻度におけるＥＦの設定 

 
ベースケース 

感度解析 

ケース１ 

感度解析 

ケース２ 

ＥＦ 

国内ＢＷＲで発生経験

がある起因事象 
３ ３ 10 

国内ＢＷＲで発生経験

がない起因事象 
３ 10 10 

 

 

第3表 全炉心損傷頻度における平均値，ＥＦのベースケースとの比較 

 ベースケース 
感度解析 

ケース１ 

感度解析 

ケース２ 

炉心損傷頻度（平均値） 

（／炉年） 
6.2E-06 6.2E-06 6.2E-06 

ＥＦ 3.0 3.2 4.2 
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第1図 全炉心損傷頻度に対する不確実さの比較 



 

補足 1.1.1.b-6-1 

起因事象発生頻度の評価における考え方 

 

 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡに用いる起因事象の抽出は，以下の手順で実施

している。 

○ 過渡事象 

設置許可申請書添付書類十で評価されている原子炉の異常な過渡変化及び

事故について分析，発生後のプラント挙動を考慮し，７つの起因事象にグル

ープ化 

○ 従属性を有する起因事象 

設置許可申請書添付書類八等に記載されている，原子炉の運転に係わる設

備についての機能喪失時の影響を検討，補機冷却系の故障，電源の故障等の

７つの起因事象を抽出 

○ 原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ） 

破断規模によりプラント応答が異なることを考慮し，大破断ＬＯＣＡ，中

破断ＬＯＣＡ，小破断ＬＯＣＡの３事象に分類 

これに手動停止を加え，内部事象運転時レベル１ＰＲＡにおける起因事象とし

て用いている。 

 

抽出した起因事象の発生頻度は，基本的に以下の考え方及び①～③の優先順位

に基づいて評価している。 

① 国内ＢＷＲの運転経験データにおいて，発生が報告されている事象につい

ては，発生件数を国内ＢＷＲプラントの総運転炉年等で除した値とした。 

【対象事象】過渡事象（ＳＲＶ誤開放を除く），手動停止 

② 国内ＢＷＲの運転経験データにおいて，発生が報告されていない事象であ

っても，発生頻度等の評価に活用可能な文献等を参照可能な事象については，

それらを参照・検討し，値を設定した。 

【対象事象】原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ），インターフェイスシステムＬ

ＯＣＡ 

③ 国内ＢＷＲの運転経験データでは発生が報告されておらず，発生頻度の評

価に活用可能な文献等が確認できない事象については，国内での発生件数を

0.5件とし，これを国内ＢＷＲプラントの総運転炉年等で除した値とした。 

【対象事象】ＳＲＶ誤開放，従属性を有する起因事象 
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補足 1.1.1.b-7-1 

起因事象の発生頻度評価に用いるデータベースの適用性について 

 

 

起因事象発生頻度のデータベースは，メーカ及びエンジニアリング会社によっ

て，以下の情報を対象に起因事象発生件数を調査し，その結果を事業者が確認す

る枠組みで定期的に更新している。 

・原子炉施設運転管理年報 

・原子力安全推進協会により運営されているＮＵＣＩＡ 

・電気事業者によるプレスリリース 

平成 20年度末までの起因事象発生頻度データは上記の枠組みによるデータベー

スの更新が完了している。その後，当社内において，定期安全レビュー（ＰＳＲ）

でＰＲＡを実施したために平成 23年度末までの実績を反映したデータベースを作

成している。 

以上の状況を踏まえ，本評価においては，ＰＲＡ評価開始時において利用可能

な最新のデータとして，平成 23年度末までの運転状況を反映した起因事象発生頻

度のデータを使用した。 
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補足 1.1.1.b-8-1 

起因事象「外部電源喪失」の発生頻度の算出に用いる運転実績 

 

 

外部電源喪失の起因事象発生頻度については，原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ）

を除く他の起因事象と同様，ＢＷＲプラントにおける発生実績に基づき算出して

いる。 

外部電源喪失の発生頻度について，ＢＷＲ，ＰＷＲ，ＢＷＲ及びＰＷＲの各ケ

ースで計算した結果を第 1 表及び第 2 表に示すが，ほぼ同等の値となっており，

評価結果に与える影響は小さいと考えられる。 

 

第 1表 運転時レベル１ＰＲＡ 「外部電源喪失」の発生頻度 

計算ケース ＢＷＲ※１ ＰＷＲ※２ ＢＷＲ＋ＰＷＲ 

発生件数 

（件） 
３ ３ ６ 

運転時間 792.7炉年 621炉年 1,413.7炉年 

発生頻度 

（／炉年） 
3.8E-03 4.8E-03 4.2E-03 

外部電源喪失 

（／炉年） 
5.2E-07 ― 5.7E-07 

炉心損傷頻度 

（／炉年） 
6.2E-06 ― 6.3E-06 

※１ 島根原子力発電所２号炉安全審査資料（データ期間：2012年 3月 31日まで） 

※２ 川内原子力発電所１，２号炉安全審査資料（データ期間：2011年 3月 31日

まで） 

 

第 2表 停止時レベル１ＰＲＡ 「外部電源喪失」の発生頻度 

計算ケース ＢＷＲ※１ ＰＷＲ※２ ＢＷＲ＋ＰＷＲ 

発生件数 

（件） 

４ 

３ ７ 出力運転時

３ 

停止時 

１ 

運転時間 792.7 炉年 83,830日 621炉年 1,643.2炉年 

発生頻度 

（／時間） 

4.3E-07 5.0E-07 
5.5E-07 4.9E-07 

9.3E-07 

外部電源喪失 

（／定期事業

者検査） 

6.0E-06 ― 3.2E-06 

炉心損傷頻度 

（／定期事業

者検査） 

6.0E-06 ― 3.2E-06 

※１ 島根原子力発電所２号炉安全審査資料（データ期間：2012年 3月 31日まで） 

※２ 川内原子力発電所１，２号炉安全審査資料（データ期間：2011年 3月 31日

まで） 

補足説明資料 1.1.1.b－8 



 

 

 

補足 1.1.1.b-9-1 

起因事象ＬＯＣＡの発生頻度算定の考え方 

 

 

1．事象の分類定義 

ＬＯＣＡでは，バウンダリからの冷却材の流出規模によりプラント応答や成功

基準が異なるため，流出規模に応じて事象分類を定義する。ＮＵＲＥＧ－1150の

定義と同様に漏えい，小破断ＬＯＣＡ，中破断ＬＯＣＡ，大破断ＬＯＣＡ及び設

計基準事故（ＤＢＡ）超過ＬＯＣＡに事象を分類した。各事象の分類定義や等価

破断径，流出流量について第 1表に示す。 

なお，「漏えい」については常用系のポンプによる冷却材の補給可能範囲であ

り，事象が発生しても重大な原子炉への外乱に発展する可能性は小さく，またタ

ービン系への影響も軽微と考えられることから手動停止に含めている。 

「ＤＢＡ超過ＬＯＣＡ」はＮＵＲＥＧ－1829をもとに検討しており，その発生

頻度は 1.0×10－８／年以下となっている。ＤＢＡ超過ＬＯＣＡは原子炉圧力容器

破損が主な要因であり，原子炉圧力容器破損は補足 1.1.1.b-1に示す理由により

起因事象から除外する。 

 

第 1表 ＬＯＣＡ関連事象の分類定義 

事象分類 状態定義 等価破断径 流出流量 

漏えい 

常用系(制御棒駆動水

圧ポンプ等)で補給可

能な範囲 

小破断ＬＯＣＡ 
原子炉隔離時冷却系で

注水可能な範囲 

中破断ＬＯＣＡ 
小破断ＬＯＣＡと大破

断ＬＯＣＡの中間範囲 

大破断ＬＯＣＡ 
事象発生により原子炉

が減圧状態になる範囲 

ＤＢＡ超過ＬＯＣＡ 
設計基準事象でのＬＯ

ＣＡを超える範囲 
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補足 1.1.1.b-9-2 

2．発生頻度の設定 

ＬＯＣＡは日米ともに発生経験がなく，かつ原子炉冷却材バウンダリの設計及

び運転管理において日米で大きな差異がないため，その起因事象発生頻度の評価

には，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5750 とＮＵＲＥＧ－1829 の文献データを用いた。調

査に用いた文献の概要については以下に示す。 

 

(1) ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5750 

Rates of Initiating Events at U.S. Nuclear Power Plants:1987-1995 

/ February 1999 

・米国原子力発電所の起因事象発生頻度を評価したもの 

・ＬＯＣＡ関係は 1969年から 1997 年の実績で検討 

・ＬＯＣＡの発生経験はないため，配管の貫通クラックの発生経験から破断

に進展する確率を乗じて評価，小破断ＬＯＣＡを除きＥＦは 10を設定 

・ＬＯＣＡの分類定義はＮＵＲＥＧ－1150に同様の大・中・小３段階 

・経年変化（Trend）は一定とし，プラント間の相違もないとの位置づけ 

・配管以外の寄与については評価対象外 

 

(2) ＮＵＲＥＧ－1829(Draft Report for Comment) 

Estimating Loss of Coolant Accident(LOCA) Frequencies Through the 

Elicitation Process / June 2005 

・リスク情報活用規制の一環としての設計基準ＬＯＣＡ見直しのため，ＮＲ

ＣがＬＯＣＡ発生頻度を評価したもの 

・専門家パネル(Expert Elicitation)により不確定性を含めた検討を実施 

・配管からの寄与のほか，非配管からの寄与として，原子炉圧力容器や蒸気

発生器などの機器も考慮 

・ＬＯＣＡ時の流出流量(等価破断径)により６段階に分類 

・25 年運転想定での発生頻度と，ライセンス切れの頃(40 年運転想定)の評

価を実施，ＢＷＲでは両者にほとんど差はない結果 

・原子炉圧力容器については，確率論的破壊力学(ＰＦＭ)による評価も参照

しつつ，破損頻度を検討 

・ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5750との結果比較があり，中破断ＬＯＣＡ部分を除き

おおむね一致 

 

両文献より，プラント間や経年変化での差異は小さいと考えられることから，

これらのデータはプラントによらず使用できると考えられる。なお，不確定性が

比較的大きいデータであることから，基本的に有効数字１桁として扱い，第２表

に示すように評価値を検討した。 

・ＮＵＲＥＧ－1829 とＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5750 の両文献データ(超過頻度・暦

年ベース)を用いる。 



 

 

 

補足 1.1.1.b-9-3 

・事象の分類定義に従い，各分類境界での５％下限値と 95％上限値を次のよう

に設定する。 

 

 

   

 

 

 

 

以上より，ＬＯＣＡ発生頻度を検討した結果を第１図にまとめる。 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

 

 

補足 1.1.1.b-9-4 

第 2表 ＬＯＣＡ発生頻度の検討 

(１/暦年) 

状態定義 
常用系での補

給超過 

ＲＣＩＣ注水

能力超過 

原子炉 

減圧状態 

 

 

 

 

 

 

事象分類 
小破断 

ＬＯＣＡ 

中破断 

ＬＯＣＡ 

大破断 

ＬＯＣＡ 

等価破断径 

流出流量(運転圧) 

平均値 3E-04 2E-04 2E-05 

ＥＦ 10 20 20 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

 

 

補足 1.1.1.b-9-5 

 

事象分類 

（格納容器内破断） 
状態定義 

等価 

破断径 

流出流量 

（運転圧） 
検 討 

漏えい 

常用系（ＣＲＤ

ポンプ等）で補

給可能な範囲 

小破断ＬＯＣＡ 
ＲＣＩＣで注水

可能な範囲 

中破断ＬＯＣＡ 

小破断ＬＯＣＡ

と大破断ＬＯＣ

Ａの中間範囲 

大破断ＬＯＣＡ 

事象発生により

原子炉が減圧状

態になる範囲 

ＤＢＡ超過 

ＬＯＣＡ 

設計基準事象で

のＬＯＣＡを超

える範囲 

 

 

 

第 1 図 ＬＯＣＡ事象分類と発生頻度検討のまとめ 
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補足 1.1.1.b-10-1 

具体的破断箇所を想定した場合のＬＯＣＡ後の炉心損傷頻度 

 

 

今回のＰＲＡにおける起因事象のＬＯＣＡの考え方では，具体的な破断箇所は

設定せず，ＬＯＣＡの発生頻度について検討されている海外の文献を参考に，大

破断ＬＯＣＡ，中破断ＬＯＣＡ，小破断ＬＯＣＡそれぞれに相当する大きさの破

断の発生頻度を設定している。 

これに対し，本評価では，破断が原子炉圧力バウンダリの溶接箇所で生じると

想定したうえで，破断がＥＣＣＳ配管で生じた場合には当該ＥＣＣＳの緩和に期

待できないものとして，炉心損傷頻度を算出した。評価の結果，今回のＰＲＡで

のＬＯＣＡ後の炉心損傷頻度と本評価でのＬＯＣＡ後の炉心損傷頻度は同等とな

った。 

 

1．ＥＣＣＳ及びその他の系統でのＬＯＣＡ発生頻度の算出 

系統別のＬＯＣＡ発生頻度は，式（1）で算出した。算出に用いた溶接線数と

発生頻度の結果を第 1表に示す。今回のＰＲＡでは，破断口径 25A未満を小破断

ＬＯＣＡ，25A 以上-125A 未満を中破断ＬＯＣＡ，125A 以上を大破断ＬＯＣＡと

しているが，本評価では，破断口径 100A 以上を大破断ＬＯＣＡ，100A 未満を中

破断ＬＯＣＡとし，原子炉隔離時冷却系の緩和機能に期待しないものとした。 

また，各ＬＯＣＡ発生頻度は，今回のＰＲＡで用いた値とした。 

 

着目する系統の配管破断発生頻度 

 

＝                    ×ＬＯＣＡ発生頻度・・・式(1) 

 

 

  

補足説明資料 1.1.1.b－10 

着目する系統の溶接線数 

原子炉圧力バウンダリでの全溶接線数 
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第 1表 各系統の配管口径別の溶接線数と系統当たりのＬＯＣＡ発生頻度 

 

溶接線数※１ 配管破断発生頻度 

100A以上 100A未満 
大破断 

  ＬＯＣＡ※２ 

中破断 

  ＬＯＣＡ※３ 

原子炉隔離時冷却系 

高圧炉心スプレイ系 

低圧炉心スプレイ系 

残留熱除去系（Ａ） 

残留熱除去系（Ｂ） 

残留熱除去系（Ｃ） 

その他の 

原子炉圧力容器 

冷却材バウンダリ 

合計 

※１ 溶接線数は，クラス 1機器の検査カテゴリ B-F及び B-Jから抽出した。 

※２ 大破断ＬＯＣＡ発生頻度 2.0E-05／炉年 

※３ 中破断ＬＯＣＡ発生頻度 2.0E-04／炉年 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2．ＬＯＣＡ発生後の炉心損傷頻度 

具体的破断箇所を想定した場合のＬＯＣＡ後の炉心損傷頻度は，式(2)で算出

した。算出に用いた値と算出結果を第 2表に示す。 

なお，起因事象発生頻度を 1.0とした条件付炉心損傷確率は，崩壊熱除去機能

喪失が支配的なため，ＥＣＣＳ配管破断による注水系機能喪失の影響は小さく，

すべて同等の結果となった。 

 

ＬＯＣＡ後の炉心損傷頻度 

＝Σ（系統 iでのＬＯＣＡ発生頻度） 

×（系統 iに期待できない場合の条件付炉心損傷確率）・・・式(2) 

 

第 2表 各系統でのＬＯＣＡ後の条件付炉心損傷確率と炉心損傷頻度(１／２) 

 

条件付炉心損傷確率 

大破断ＬＯＣＡ 中破断ＬＯＣＡ 

原子炉隔離時冷

却系 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.7E-09 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.9E-09 

原子炉停止機能喪失 2.9E-09 原子炉停止機能喪失 2.9E-09 

高圧炉心スプレ

イ系 

崩壊熱除去機能喪失 1.6E-05 

1.8E-05 

崩壊熱除去機能喪失 1.6E-05 

1.8E-05 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.5E-06 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.7E-06 

原子炉停止機能喪失 2.9E-09 原子炉停止機能喪失 2.9E-09 

低圧炉心スプレ

イ系 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 8.3E-09 ＬＯＣＡ時注水失敗 8.8E-09 

原子炉停止機能喪失 2.9E-09 原子炉停止機能喪失 2.9E-09 

残留熱除去系

（Ａ） 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.8E-09 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 2.0E-09 

原子炉停止機能喪失 2.9E-09 原子炉停止機能喪失 2.9E-09 

残留熱除去系

（Ｂ） 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.7E-09 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 2.0E-09 

原子炉停止機能喪失 2.9E-09 原子炉停止機能喪失 2.9E-09 

残留熱除去系 

（Ｃ） 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.7E-09 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 2.0E-09 

原子炉停止機能喪失 2.9E-09 原子炉停止機能喪失 2.9E-09 

その他の 

原子炉圧力容器 

冷却材バウンダ

リ 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.7E-09 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.9E-09 

原子炉停止機能喪失 2.9E-09 原子炉停止機能喪失 2.9E-09 

 

  

i 
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第 2表 各系統でのＬＯＣＡ後の条件付炉心損傷確率と炉心損傷頻度(２／２) 

 

炉心損傷頻度（／炉年） 

大破断ＬＯＣＡ 中破断ＬＯＣＡ 

原子炉隔離時冷

却系 

崩壊熱除去機能喪失 1.4E-11 

1.4E-11 － － － ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.3E-15 

原子炉停止機能喪失 2.2E-15 

高圧炉心スプレ

イ系 

崩壊熱除去機能喪失 1.1E-11 

1.2E-11 － － － ＬＯＣＡ時注水機能喪失 9.7E-13 

原子炉停止機能喪失 1.9E-15 

低圧炉心スプレ

イ系 

崩壊熱除去機能喪失 1.2E-11 

1.2E-11 － － － ＬＯＣＡ時注水機能喪失 5.4E-15 

原子炉停止機能喪失 1.9E-15 

残留熱除去系

（Ａ） 

崩壊熱除去機能喪失 1.6E-11 

1.6E-11 － － － ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.6E-15 

原子炉停止機能喪失 2.6E-15 

残留熱除去系

（Ｂ） 

崩壊熱除去機能喪失 1.5E-11 

1.5E-11 － － － ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.5E-15 

原子炉停止機能喪失 2.4E-15 

残留熱除去系

（Ｃ） 

崩壊熱除去機能喪失 1.7E-11 

1.7E-11 － － － ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.7E-15 

原子炉停止失敗 2.8E-15 

その他の 

原子炉圧力容器 

冷却材バウンダ

リ 

崩壊熱除去機能喪失 2.7E-10 

2.7E-10 

崩壊熱除去機能喪失 3.6E-09 

3.6E-09 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 2.6E-14 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 3.9E-13 

原子炉停止失敗 4.4E-14 原子炉停止機能喪失 5.8E-13 

合計 

崩壊熱除去機能喪失 3.6E-10 

3.6E-10 

崩壊熱除去機能喪失 3.6E-09 

3.6E-09 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.0E-12 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 3.9E-13 

原子炉停止機能喪失 5.8E-14 原子炉停止機能喪失 5.8E-13 
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3. 評価結果 

ＬＯＣＡ後の炉心損傷頻度について，今回のＰＲＡの結果と本評価の結果を第

3 表に示す。評価結果の比較から，今回のＰＲＡでのＬＯＣＡ後の炉心損傷頻度

は崩壊熱除去失敗が支配的なため，ＥＣＣＳ配管破断の炉心損傷頻度への影響は

小さく，本評価でのＬＯＣＡ後の炉心損傷頻度は同等となった。 

 

第 3表 今回のＰＲＡの結果と本評価結果の比較 

事故シーケンスグループ 
大破断ＬＯＣＡ 

（／炉年） 

中破断ＬＯＣＡ 

（／炉年） 

ベースケースの 

炉心損傷頻度 

崩壊熱除去機能喪失 3.6E-10 3.6E-09 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 3.4E-14 3.9E-13 

原子炉停止機能喪失 5.8E-14 5.8E-13 

合計 3.6E-10 3.6E-09 

本評価 

崩壊熱除去機能喪失 3.6E-10 3.6E-09 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.0E-12 3.9E-13 

原子炉停止機能喪失 5.8E-14 5.8E-13 

合計 3.6E-10 3.6E-09 
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インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生箇所の考え方 

 

 

インターフェイスシステムＬＯＣＡは，原子炉圧力容器接続配管の高圧設計部

と低圧設計部のインターフェイスにおいて隔離機能が喪失することにより，低圧

設計部に設計圧以上の圧力がかかり機器破損を引き起こして，原子炉冷却材が原

子炉格納容器外に流出する事象である。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生頻度は以下のように評価する。 

原子炉から原子炉格納容器外に接続する主な系統の配管のうち，高圧バウンダ

リのみで構成されている系統は対象としない。また，発生頻度の観点から，３弁

以上の弁で隔離されている系統は評価の対象としない。 

以上より，評価対象の配管は次の４通りとなる。 

 

・低圧注水系注入配管 

・低圧炉心スプレイ系注入配管 

・残留熱除去系原子炉停止時冷却モード戻り配管 

・残留熱除去系原子炉停止時冷却モード吸込み配管 

 

評価対象配管のうち隔離弁が２弁のものについての発生頻度は，低圧配管への

異常な過圧の発生頻度とこの時の配管の破損確率に加え，運転員による隔離操作

を考慮する。 

第 1 表に隔離弁に想定する故障モードをまとめて示す。弁の故障率等には，内

部リークや誤開に加えて運転中に開閉試験を実施する弁については，試験時開操

作，試験後の閉め忘れと閉失敗を考慮する。第 2 表に，評価で用いる機器の故障

率と人的過誤確率を示す。機器故障率（λ）については，国内故障率を基に作成

する。人的過誤確率（Ｈ）については，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5124 で記載されてい

る値を用いる。電動弁故障状態における過圧発生時の認知・隔離及び外側隔離弁

内部リーク検出は保守的に考慮しない。低圧配管の過圧状態での破損確率（Ｐｒ）

は，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5124（表Ｅ．２）の低圧配管破損確率の最大値を参考に

破損確率を とする。 

 

① 低圧注水系注入配管における発生頻度 

低圧注水系のＡ系，Ｂ系，Ｃ系の３系統を考慮する。評価対象とした配管の

概略図を第 1 図に示す。低圧注水系注入配管の高圧設計部分の隔離弁構成は，

試験可能逆止弁（以下，逆止弁という）と電動弁で構成されている。これらの

弁に対し，１ヶ月に１回試験を行う。 

故障モードの組合せは，逆止弁４種と電動弁４種の組合せの以下の計 10通り

となる。 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（a）内部リークと内部リークの組合せ 

（b）内部リークと誤開故障の組合せ 

（c）内部リークと試験時開操作の組合せ 

（d）内部リークと試験後の開放置の組合せ 

（e）誤開故障と誤開故障の組合せ 

（f）誤開故障と試験時開操作の組合せ 

（g）誤開故障と試験後の開放置の組合せ 

（h）試験時開操作と試験時開操作の組合せ 

（i）試験時開操作と試験後の開放置の組合せ 

（j）試験後の開放置と試験後の開放置の組合せ 

 

第 3表に発生頻度の評価式をまとめて示す。 

 

② 低圧炉心スプレイ系注入配管における発生頻度 

低圧炉心スプレイ系の１系統を考慮する。評価対象とした配管の概略図を第

2 図に示す。低圧炉心スプレイ系注入配管の高圧設計部分の隔離弁構成は，逆

止弁と電動弁で構成されている。これらの弁に対し，１ヶ月に１回試験を行う。

これは低圧注水系の弁構成と同様のため，本配管のインターフェイスシステム

ＬＯＣＡの発生頻度の評価式は，低圧注水系のものと同様となる。 

 

③ 残留熱除去系原子炉停止時冷却モード戻り配管における発生頻度 

残留熱除去系原子炉停止時冷却モード戻り配管のＡ系，Ｂ系の２系統を考慮

する。評価対象とした配管の概略図を第 3 図に示す。残留熱除去系原子炉停止

時冷却モード戻り配管の高圧設計部分の隔離弁構成は，逆止弁と電動弁で構成

されている。これらの弁は，運転中に試験を行わない。 

故障モードの組合せは，試験起因の弁開事象を除いた２種（内部リーク，誤

開故障）の組合せである。逆止弁の誤開故障は考慮しないことから，組合せは

下記の２通りとなる。 

 

（a）内部リークと内部リークの組合せ 

（b）内部リークと誤開故障の組合せ 

 

第 4表に発生頻度の評価式をまとめて示す。 

 

④ 残留熱除去系原子炉停止時冷却モード吸込み配管における発生頻度 

Ａ系，Ｂ系に共通の残留熱除去系原子炉停止時冷却モード吸込み配管１ライ

ンを考慮する。評価対象とした配管の概略図を第 4 図に示す。これらの弁は，

運転中に試験を行わない。残留熱除去系原子炉停止時冷却モード吸込み配管の

高圧設計部分の隔離弁構成は，電動弁と電動弁で構成されている。 
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故障モードの組合せは，試験起因の弁開事象を除いた２種（内部リーク，誤

開故障）の組合せであるので計３通りとなる。 

 

（a）内部リークと内部リークの組合せ 

（b）内部リークと誤開故障の組合せ 

（c）誤開故障と誤開故障の組合せ 

 

第 5表に発生頻度の評価式をまとめて示す。 

 

上記の評価方法によるインターフェイスシステムＬＯＣＡの発生頻度の評価

結果を第 6 表に示す。これよりインターフェイスシステムＬＯＣＡの発生頻度

は約 8.1×10－８／炉年となる。 
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第 1表 隔離弁に想定する故障モードのまとめ 

隔離弁のタイプ 逆止弁 電動弁 

想定故障モード 

内部リーク 

誤開故障※１ 

試験時開操作 

試験後の開放置 

内部リーク 

誤開故障 

試験時開操作 

試験後の開放置※２ 

※１ 背圧が掛かっている状態での逆止弁の誤開故障は生じ得ない。ここで

は，組合せを考えるうえで用いるため，仮に記載している。 

※２ 電動弁の開放置は考慮しない。ここでは，組合せを考えるうえで用い

るため，仮に記載している。 
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第 2表 評価で用いる機器故障率と人的過誤確率 

略号 定義 機器故障率 単位 出展 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 3表 低圧注水系注入配管のインターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ発生頻度の評価式(１／３) 

区

分 

原子炉格納容器

内側隔離弁 

(逆止弁） 

原子炉格納容器 

外側隔離弁 

（電動弁） 

各項の式 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 3表 低圧注水系注入配管のインターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ発生頻度の評価式(２／３) 

区

分 

原子炉格納容器 

(逆止弁） 

原子炉格納容器 

（電動弁） 
各項の式 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 3表 低圧注水系注入配管のインターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ発生頻度の評価式(３／３) 

区

分 

原子炉格納容器 

内側隔離弁 

(逆止弁） 

原子炉格納容器 

外側隔離弁 

（電動弁） 

各項の式 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.1.b-11-9 

第 4表 残留熱除去系原子炉停止時冷却モード戻り配管のインターフェイス 

システムＬＯＣＡ発生頻度の評価式 

区

分 

原子炉格納容器 

内側隔離弁 

(逆止弁） 

原子炉格納容器 

外側隔離弁 

（電動弁） 

各項の式 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.1.b-11-10 

第 5表 残留熱除去系原子炉停止時冷却モード吸込み配管のインターフェイス 

システムＬＯＣＡ発生頻度の評価式 

区分 原子炉格納容器 

内側隔離弁 

(電動弁） 

原子炉格納容器 

外側隔離弁 

（電動弁） 

各項の式 

 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.1.b-11-11 

第 6表 インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生頻度の評価結果 

評価対象配管 
対象 

配管数 

隔離弁構成 発生頻度（／炉年） 

第１弁 

（高圧側） 

第２弁 

（低圧側） 

インターフェイス 

システムＬＯＣＡ 

低圧注水系注入配管 ３ 逆止弁 電動弁 6.0E-08 

低圧炉心スプレイ系

注入配管 
１ 逆止弁 電動弁 2.0E-08 

残留熱除去系原子炉

停止時冷却モード戻

り配管 

２ 逆止弁 電動弁 5.8E-10 

残留熱除去系原子炉

停止時冷却モード吸

込み配管 

１ 電動弁 電動弁 2.1E-10 

合  計 ７ ― ― 8.1E-08 

 

  



補足 1.1.1.b-11-12 

第 1図 インターフェイスシステムＬＯＣＡの評価対象配管 

（低圧注水系注入配管） 

低圧⇔高圧 高圧⇔低圧

原
子
炉
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力
容
器
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：評価対象配管

原子炉格納容器 



補足 1.1.1.b-11-13 
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補足 1.1.1.b-11-14 

第 3図 インターフェイスシステムＬＯＣＡの評価対象配管 

（残留熱除去系原子炉停止時冷却モード戻り配管） 

原
子
炉
圧
力
容
器

A-ポンプ B-ポンプ C-ポンプ

格納容器

低圧⇔高圧 高圧⇔低圧

：評価対象配管

原子炉格納容器 



 

補足 1.1.1.b-11-15 

 

 

第 4図 インターフェイスシステムＬＯＣＡの評価対象配管 

（残留熱除去系原子炉停止時冷却モード吸込み配管） 
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補足 1.1.1.b-12-1 

インターフェイスシステムＬＯＣＡの評価に関する海外（米国）との違い 

 

 

今回のＰＲＡにおけるインターフェイスシステムＬＯＣＡの評価は，ＮＵＲＥ

Ｇ／ＣＲ－5124（Interfacing Systems LOCA:Boiling Water Reactors）と同様な

評価手法で実施している。ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5124で報告されているＢＷＲ－５

のインターフェイスシステムＬＯＣＡの評価は，Nine-Mile Point-2原子力発電所

に対するものである。インターフェイスシステムＬＯＣＡの評価は，低圧配管へ

の異常な過圧の発生頻度，過圧時の低圧配管の破損確率，運転員による隔離操作

失敗等を考慮して評価されている。 

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5124のNine-Mile Point-2の評価結果及び島根原子力発電所

２号炉の評価結果を第1表に示す。第1表において，Nine-Mile Point-2において寄

与割合の大きい残留熱除去系蒸気凝縮配管は，島根原子力発電所２号炉では設備

として設置されていないため，評価対象外としている。原子炉隔離時冷却系は，

配管が高圧配管のみで構成されるため評価対象外としている。高圧炉心スプレイ

系，原子炉圧力容器頂部スプレイ及び給水系配管の注水ラインは，原子炉圧力容

器から低圧配管まで３弁以上の弁で隔離されているため，評価対象外としている。 

また，Nine-Mile Point-2における評価と島根原子力発電所２号炉の評価では，

使用している機器故障率が異なっている。このため，島根原子力発電所２号炉の

評価において，米国の機器故障率を用いて炉心損傷頻度を算出した結果を，第1表

に合わせて示す。これより，機器故障率の違いが評価結果に大きく影響している

ことが分かる。 

以上より，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5124と島根原子力発電所２号炉のインターフェ

イスシステムＬＯＣＡの評価結果の違いは，機器故障率の違いによる影響が大き

く，評価対象とした配管の違いによっても差異が生じているが，評価結果につい

ては妥当であると考えられる。 

 

  

補足説明資料 1.1.1.b－12 



 

 

補足 1.1.1.b-12-2 

第1表 配管別の炉心損傷頻度評価結果 

配管 
Nine-Mile Point-2 

（／炉年） 

島根原子力発電所 

２号炉 

（国内故障率） 

（／炉年） 

島根原子力発電所 

２号炉 

（米国機器故障率） 

（／炉年） 

残留熱除去系 

蒸気凝縮配管 
8.8E-06   -※１   -※１ 

原子炉隔離時 

冷却系 
-   -※２   -※２ 

給水系 1.2E-09   -※３   -※３ 

原子炉圧力容器 

頂部スプレイ配管 
2.2E-10   -※３   -※３ 

高圧炉心 

スプレイ系 
5.3E-11   -※３   -※３ 

低圧炉心注水系 1.0E-08 1.9E-09 4.5E-07 

停止時冷却系 

戻り配管 
6.6E-09 5.8E-10 2.6E-07 

残留熱除去系 

吸込配管 
4.2E-09 2.1E-10 3.2E-09 

低圧炉心 

スプレイ系 
3.4E-10 6.3E-10 1.5E-07 

合計 8.8E-06 3.3E-09 8.6E-07 

※１ 島根原子力発電所２号炉には設置されていない系統であるため，対象外とする。 

※２ 高圧バウンダリのみで構成される配管であるため，対象外とする。 

※３ ３弁以上の隔離弁で構成される配管であるため，対象外とする。 

 

  



 

 

補足 1.1.1.b-12-3 

補足資料 

 

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ-5928におけるインターフェイスシステムＬＯＣＡの評価との

比較について 

 

 

今回のＰＲＡにおけるインターフェイスシステムＬＯＣＡの評価は，ＮＵＲＥ

Ｇ／ＣＲ-5124（Interfacing Systems LOCA:Boiling Water Reactors）の評価手

法で実施したが，ここではＮＵＲＥＧ／ＣＲ-5928（ISLOCA Research Program）

の評価手法との比較，検討を行った。 

 

1．ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5928におけるインターフェイスシステムＬＯＣＡ評価の概

要 

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5928 では，米国のＢＷＲ４プラントを対象とした評価を実

施している。 

(1) 評価結果 

対象ＥＣＣＳ配管のインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生頻度 

・ＲＣＩＣ，ＨＰＣＩ ：発生頻度が非常に小さいため評価対象外 

・ＣＳ   ：1.7×10－９／年 

・ＬＰＣＩ注入配管 ：2.7×10－８／年 

・ＳＨＣ吸込み配管 ：3.7×10－８／年 

(2) 評価手法 

ＲＨＲ停止時冷却吸込み配管の評価例（第 1図参照） 

・低圧部への過圧の発生頻度 

＝（F009内部リーク＋F608内部リーク）×F008 内部リーク×故障時間×

評価期間 

＝（1.0×10－７／h＋1.0×10－７／h）×1.0×10－７／h×8760／２ h×8760 

h／年 

＝ 7.7×10－７／年 

・F006 の電動弁について，開状態と閉状態を各々50％の確率と仮定してお

り，これに基づき，インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生頻度を以

下のように評価している。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生頻度 

＝ 低圧部への過圧の発生頻度×配管破損確率 

＝ 7.7×10－７／年 ×（0.5×0.074＋0.5×0.023） 

＝ 3.7×10－８／年 

 



 

 

補足 1.1.1.b-12-4 

2．今回のＰＲＡにおけるインターフェイスシステムＬＯＣＡ評価の概要 

今回のＰＲＡでは，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ-5124 と同様な手法で，インターフェイ

スシステムＬＯＣＡの評価実施している。 

(1) 評価結果 

対象ＥＣＣＳ配管のインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生頻度 

・原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系 ：発生頻度が非常に小さい 

ため評価対象外 

・低圧スプレイ系                   ：2.0×10－10／年 

・低圧注水系注入配管               ：6.0×10－９／年 

・残留熱除去系停止時冷却戻り管     ：5.8×10－10／年 

・残留熱除去系停止時冷却吸込み配管 ：2.1×10－10／年 

(2) 評価手法 

残留熱除去系停止時冷却モード吸込み配管の評価例 

・低圧部への過圧の発生頻度 

 

  

 

 

  

なお，残留熱除去系原子炉停止時冷却モード吸込み配管の電動弁の誤開

は，中央制御室に弁の開閉状態がランプで表示されるため，２弁のうち電

動弁１弁が誤開した場合は，運転員による検出／対応操作が期待できる。

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5124 を参考に，隔離操作失敗確率を 3.0×10－３／要求

時と設定している。 

・低圧部への過圧が発生した場合の配管の破損確率 

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5124 を参考に，保守的に と設定した。

残留熱除去系の原子炉停止時冷却モード吸込み配管のインターフェイスシ

ステムＬＯＣＡの発生頻度は以下のように評価している。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生頻度 

＝  ＝ 2.1×10－10／年 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

 

補足 1.1.1.b-12-5 

3．インターフェイスシステムＬＯＣＡ評価に関するＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5928との

比較 

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5928と本ＰＲＡの比較として，残留熱除去系停止時冷却モ

ード吸込み配管におけるインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生頻度評価の比較

を第 1表に示す。 

 

第 1表 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生頻度評価の比較 

（残留熱除去系停止時冷却モード吸込み配管） 

項目 
ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－

5928 

島根原子力発電所 

２号炉 

（国内故障率） 

島根原子力発電所 

２号炉 

(ＮＵＲＥＧ／ＣＲ

-5928) 

評価対象機器 電動弁 電動弁 電動弁 

①機器故障率（評価対

象故障モード） 

内部リーク 

（1.0E-07／h） 

 

 

②配管破損確率 
0.074(24 インチ) 

0.023(20 インチ) 

③インターフェイスシ

ステムＬＯＣＡ発生前

隔離操作失敗確率 

考慮していない  

④系統構成 電動弁２つ（直列） 

インターフェイスシス

テムＬＯＣＡ発生頻度 
3.7E-08 

 

第 1表に示すとおり，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5928の評価及び本ＰＲＡの評価を比

較すると以下のインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生頻度の増加要因及び減少

要因が考えられる。 

(1) インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生頻度の増加要因 

本ＰＲＡでは，弁の定期試験に伴うインターフェイスシステムＬＯＣＡを

考慮しており，発生頻度は増加している。 

また，本ＰＲＡで用いる配管破損確率は，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5928 よりも

大きく，発生頻度は増加している。 

(2) インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生頻度の減少要因 

本ＰＲＡで用いる機器故障率は，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5928 よりも小さく，

発生頻度は低下した。 

 

以上より，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5928と島根原子力発電所２号炉のインターフェ

イスシステムＬＯＣＡの評価結果の違いは，機器故障率の違いにより差異が生じ

ているが，評価結果については妥当であると考えられる。 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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補足 1.1.1.c-1-1 

ＰＲＡにおける炉心損傷の定義としての燃料被覆管の酸化率の扱い 

 

 

「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有効

性評価に関する審査ガイド」では，炉心損傷防止の要件として以下が挙げられて

いる。 

(1) 燃料被覆管の最高温度が1,200℃以下であること（温度制限）。 

(2) 燃料被覆管の酸化量は，酸化反応が著しくなる前の被覆管厚さの15％以下で

あること（酸化量制限）。 

 

これらの要件については，以下のように考えることができる。 

(1)の温度制限は，事故進展の過程において，燃料被覆管温度が1,200℃に達し

た場合の急激な金属－水反応による酸化反応の進行と，それに伴う反応熱の発生

による被覆管脆化及び燃料の損傷の防止によって炉心損傷を防ぐことを目的とし

た要件と考えられる。 

一方，(2)の酸化量制限は，事故進展の過程において蒸気冷却によって一定の冷

却が達成され，燃料被覆管温度は1,200℃以下であるものの，高温の状態が長期間

継続することで被覆管脆化が進行する状態について，これを防止し，燃料の損傷

を防ぐことを目的とした要件と考えられる。なお，参考として(2)の酸化量制限に

到達する燃料被覆管温度と蒸気冷却継続時間の関係を第1表に示す。 

これまでのＰＲＡ評価では，上記の(1)を十分満足できるだけの注水能力を有す

る設備に限定して，期待する緩和設備を設定しており，本ＰＲＡで考慮する注水

系の注水能力では第1表から(2)が満足されることは明らかであることから，炉心

損傷防止の要件として(1)のみを設定していた。したがって，今回のＰＲＡ評価に

おいては上記に基づき，炉心損傷の定義をレベル１ＰＳＡ学会標準と同様に(1)の

みとした。 

なお，今回新たに成功基準解析を実施した結果，燃料被覆管の酸化量について

は，有効性評価の判断基準である「被覆管厚さの15％以下であること」を満足す

ることも確認している。 

 

第1表 燃料被覆管温度と酸化量制限に至る蒸気冷却継続時間の関係 

燃料被覆管温度 
酸化量制限に至る 

蒸気冷却継続時間 

1,200℃ 13分 

1,000℃ ３時間 

900℃ 12時間 

800℃ 74時間 

 

補足説明資料 1.1.1.c－1 



 

 

補足 1.1.1.c-2-1 

成功基準設定の考え方 

 

1．成功基準の保守性 

レベル１ＰＳＡ学会標準の 6.1.4節「熱水力解析・構造解析による成功基準の

同定」に以下の記載があるように，ＰＲＡで設定する成功基準の同定は「最確推

定」を原則としており，現実的な評価の観点から解析条件を設定している。 

 

【レベル１ＰＳＡ学会標準より抜粋】 

 6.1.4 熱水力解析・構造解析による成功基準の同定 起因事象のグループ化と

事故シーケンスのモデル化との詳細さのバランスを考慮し，熱水力解析又は構

造解析を用いて成功基準を同定する。成功基準の設定に用いる熱水力解析や構

造解析では，対象とする事故シナリオを精度よく解析することが確証・検証さ

れている解析コードによって，当該プラントの状態に対応したモデルや入力デ

ータを用いて実施する。熱水力解析又は構造解析は最確推定を原則とする。た

だし，ＰＳＡの目的によっては保守的なモデルやデータを用いた解析を用いる

こともできる。原子炉設置許可申請書や同型プラントに関するＰＳＡにおいて，

当該プラントに適用することが可能な成功基準がある場合にはこれを用いても

よい。 

 

今回のＰＲＡでは，設置変更許可申請書において設計が確認された設備を安全

機能として設定している。 

したがって，成功基準の設定においては，上記レベル１ＰＳＡ学会標準の要件

を踏まえて，主に設置変更許可申請書及び先行ＰＲＡの情報を基にしている。参

考として，炉心冷却機能を対象とした，成功基準設定に係わる検討内容及び結果

を第１表及び第２表に示す。 

また，成功基準に関する解析例として「過渡事象時における，原子炉減圧後の

低圧注水系の炉心冷却機能に関する熱水力解析」について示す。成功基準解析の

結果，燃料被覆管温度は約 ℃，酸化率は約 ％に達するが，判断基準である

「燃料被覆管の最高使用温度が 1,200℃以下であること」及び燃料被覆管の酸化

量については，「被覆管厚さの 15％以下であること」を満足することが確認され

た。解析条件を第３表に，解析結果を第 1－1図から第 1－3図に示す。 

なお，今回のＰＲＡにおいて，原子炉冷却機能に関する成功基準の同定の際に

ＳＡＦＥＲコードを用いたため，参考として，その解析条件と原子炉設置許可申

請において同コードを使用している原子炉冷却材喪失に関する解析条件の比較

を同表に示す。成功基準の設定のための解析においては，原子炉熱出力，炉心流

量など，多くの項目で通常状態を模擬した現実的な解析をしている。 

 

2．余裕時間の設定根拠 

今回のＰＲＡ評価において期待している手動操作として「原子炉を手動減圧し，

補足説明資料 1.1.1.c－2 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

 

補足 1.1.1.c-2-2 

低圧注水系にて炉心冷却を行う操作」について，その操作までの余裕時間を以下

のとおり設定した。 

(1) 過渡事象時 

過渡事象時の「原子炉の手動減圧後の低圧注水」の余裕時間は，高圧注水

に失敗するケースをＳＡＦＥＲコードで解析した。解析シナリオとして，過

渡事象（全給水喪失）の発生後，注水は行われず，原子炉の減圧も自動では

行われないものとし，炉心損傷に至るまでの時間に余裕を見込んだ時間とし

て事象発生から 分後にＳＲＶを１個使用し，原子炉の手動減圧後，低圧注

水系１系統にて注水が行われるシナリオを想定し，「１．成功基準の保守性」

で示すように炉心損傷防止の判断基準である 1,200℃に達しないことを確認

した。 

したがって，事象発生後 分で原子炉の手動減圧に成功すれば，低圧注水

系にて炉心冷却され，炉心損傷しないことを確認できたため，余裕時間を

分とした。 

(2) ＬＯＣＡ時 

ＬＯＣＡ時は，原子炉冷却材の流出による原子炉水位低信号又は格納容器

圧力高信号など多様化された計装により自動で減圧されることが高い可能性

で期待できる又はＬＯＣＡが発生していることを必ず認知できると想定され

ることから，ＬＯＣＡ時の原子炉減圧の手動操作の余裕時間については，認

知失敗を考慮する必要はない。 

ＬＯＣＡ時の原子炉減圧の非信頼度は，認知に必ず成功している分だけ過

渡時の原子炉減圧の非信頼度よりも非信頼度が低下する傾向があるが，保守

的に過渡時の原子炉減圧の非信頼度で代表して評価に用いている。 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

 

補足 1.1.1.c-2-3 

第 1表 炉心冷却機能に係る成功基準設定の検討結果 

成功基準解析 確認内容 

ＬＯＣＡ時におけるＥＣＣＳの炉心

冷却機能に関する熱水力解析 

ＥＣＣＳの１つの系統において，炉

心冷却が達成されることを確認し

た。 

過渡事象時における，原子炉減圧後

の低圧ＥＣＣＳ（低圧炉心スプレイ

系，低圧注水系）の炉心冷却機能に

関する熱水力解析 

原子炉を手動で減圧して，低圧ＥＣ

ＣＳの１つの系統において，炉心冷

却が達成されることを確認した。 

 

第 2表 使用した解析コード 

使用コード コード検証 

ＳＡＦＥＲ 

原子炉施設の許認可審査で十分な実

績を有しており，検証が行われてい

る。 
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第 3表 ＰＲＡの成功基準同定のための解析条件と原子炉設置許可申請解析条件 

項 目 ＰＲＡ成功基準解析 原子炉設置許可申請解析 

原子炉熱出力 2,436MW（定格出力） 2,540MW（定格の約 105％） 

原子炉ドーム圧力 6.93MPa[gage]（定格圧力） 

7.17MPa[gage] 

（定格主蒸気流量の 105％相当に

余裕をみた値） 

炉心流量 35.6×10３ t/h（定格流量） 37.4×10３ t/h（定格の 105％） 

原子炉初期水位 通常運転水位 スクラム水位 

原子炉スクラム信号 原子炉水位低（レベル３）スクラム 原子炉水位低（レベル３）スクラム 

崩壊熱 ANSI/ANS-5.1-1979（平均） GE（平均）+３σ 

燃料 ９×９燃料（Ａ型） 同左 

燃料棒最大線出力密度 44.0kW/m 44.0kW/m×1.02 

ＳＲＶ設定点 

逃がし弁機能を仮定 

第１段 7.58MPa[gage]×２個 

第２段 7.64MPa[gage]×３個 

第３段 7.71MPa[gage]×３個 

第４段 7.78MPa[gage]×４個 

安全弁機能を仮定 

第１段 8.13MPa[gage]×２個 

第２段 8.20MPa[gage]×３個 

第３段 8.27MPa[gage]×３個 

第４段 8.34MPa[gage]×４個 

ＳＲＶ，自動減圧系流量 
367t/h/個 

（7.58MPa[gage]において） 

363t/h/個 

（7.58MPa[gage]において） 

高圧炉心スプレイ系流量 
定格値 1,050 m３/h（1.38MPa[gage]に

おいて） 
同左 

低圧炉心スプレイ系流量 
定格値 1,050 m３/h（0.78MPa[gage]に

おいて） 
同左 

低圧注水系流量 

定格値 1,136 m３/h 

（ポンプ 1台当たり,0.14MPa[gage]に

おいて） 

同左 

原子炉隔離時冷却系流量 
定格値 91 m３/h 

（約 8.21～0.74MPa[gage]において） 
考慮しない 
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第１-１図 給水流量の全喪失， 分後ＳＲＶ１弁手動起動後低圧注水系１系統作動時の 

原子炉圧力変化 

第１-２図 給水流量の全喪失， 分後ＳＲＶ１弁手動起動後低圧注水系１系統作動時の 

原子炉水位変化 

第１-３図 給水流量の全喪失， 分後ＳＲＶ１弁手動起動後低圧注水系１系統作動時の 

燃料被覆管温度変化 

 
本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

補足 1.1.1.c-3-1 

事象進展解析結果を踏まえた成功基準の設定例 

 

 

1．成功基準設定と事象進展解析の活用の考え方 

今回のＰＲＡでは，設置変更許可申請書において設計が確認された設備を安全

機能として設定している。したがって，設置変更許可申請書の設計情報をもとに

成功基準を設定しているほか，過去のＰＲＡの情報（先行例）についても参照し，

成功基準の設定に活用している。 

一方，成功基準の設定に際して詳細化の余地があると考えられる点については

必要に応じて事象進展解析を実施し，成功基準とする系統あるいは機器の数を決

定している。ここでは，事象進展解析結果を踏まえた成功基準設定の例として，

全給水喪失後に手動減圧して低圧炉心スプレイ系又は低圧注水系で注水する際，

炉心損傷に至ることなく炉心を冷却するために必要なＳＲＶの最少の開放弁数

及び余裕時間の確認結果を示す。 

 

2．解析条件及び解析結果と成功基準の設定 

解析に用いた条件を第1表に，解析結果を第2表に，解析結果の例を第1図に示

す。解析コードは，ＳＡＦＥＲを用いた。第2表のとおり，全給水喪失発生後に

ＳＲＶによって減圧し，低圧炉心スプレイ系又は低圧注水系１系列によって注水

する場合，ＳＲＶが事象発生 分以内に１個開放されれば，減圧から注水までの

過程における燃料温度の上昇は，炉心損傷となる1,200℃以下に抑えられること

が確認された。この結果から，全給水喪失発生後に減圧して低圧炉心スプレイ系

又は低圧注水系１系列で注水する場合のＳＲＶの最少の開放弁数は１個，余裕時

間を 分とした。 

補足説明資料 1.1.1.c－3 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

補足 1.1.1.c-3-2 

第1表 主な解析条件（全給水喪失） 

項目 条件 

原子炉熱出力 2,436MW 

原子炉圧力 6.93MPa 

原子炉水位 通常運転水位 

原子炉スクラム 原子炉水位低（レベル３） 

 

 

第2表 解析結果（全給水喪失） 

解析ケース 燃料被覆管最高温度[℃] 

30分後ＳＲＶ１個減圧＋低圧炉心スプレイ系注水 

30分後ＳＲＶ１個減圧＋低圧注水系１系列注水 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第1図 全給水喪失後の燃料被覆管温度等の推移 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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島根原子力発電所２号炉 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡ 

イベントツリー集 

補足説明資料 1.1.1.d－1 



 

補足 1.1.1.d-1-2 

目  次 

 

第1図 大破断ＬＯＣＡに対するイベントツリー 

第2図 中破断ＬＯＣＡに対するイベントツリー 

第3図 小破断ＬＯＣＡに対するイベントツリー 

第4図 非隔離事象に対するイベントツリー 

第5図 隔離事象に対するイベントツリー 

第6図 全給水喪失に対するイベントツリー 

第7図 水位低下事象に対するイベントツリー 

第8図 原子炉保護系誤動作等に対するイベントツリー 

第9図 外部電源喪失に対するイベントツリー 

第10図 ＳＲＶ誤開放に対するイベントツリー 

第11図 手動停止に対するイベントツリー 

第12図 サポート系喪失（非常用区分１交流電源故障）に対するイベントツリー 

第13図 サポート系喪失（非常用区分２交流電源故障）に対するイベントツリー 

第14図 サポート系喪失（非常用区分１直流電源故障）に対するイベントツリー 

第15図 サポート系喪失（非常用区分２直流電源故障）に対するイベントツリー 

第16図 サポート系喪失（非常用区分１原子炉補機冷却系故障）に対するイベン

トツリー 

第17図 サポート系喪失（非常用区分２原子炉補機冷却系故障）に対するイベン

トツリー 

第18図 サポート系喪失（タービン・サポート系故障）に対するイベントツリー 

 

【PDS#凡例】 【略語】 

 QUV     ：高圧・低圧注水機能喪失  RPS     ：原子炉保護系 

 QUX     ：高圧注水・減圧機能喪失  S／R 弁，SRV  ：逃がし安全弁 

 B，BU，BP，BD：全交流動力電源喪失  HPCS     ：高圧炉心スプレイ系 

 W，BW    ：崩壊熱除去機能喪失  RCIC     ：原子炉隔離時冷却系 

 C      ：原子炉停止機能喪失  RHR     ：残留熱除去系 

 AE，S1E，S2E ：ＬＯＣＡ時注水機能喪失  PCS      ：復水器による除熱 

 OK      ：事象収束  DG     ：非常用ディーゼル発電機 

  AC      ：交流電源 

  DC      ：直流電源 
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各ヘディングの概要 

 

 

イベントツリーで設定している各ヘディングについて，以下にその概要を示す。 

 

1．原子炉停止機能喪失 

(1) 反応度停止 

原子炉スクラムが発生するイベントツリーで設定している。原子炉保護系に

ついてのヘディングであり，信号系等についてフォールトツリーを用いて非信

頼度を定めている。 

(2) 反応度停止（スクラム機械系） 

外部電源喪失のイベントツリーで設定している。原子炉スクラムに関する機

械側の失敗確率を設定している。制御棒とスクラム排出容器廻りの故障につい

てフォールトツリーを用いて非信頼度を定めている。 

制御棒の故障として，隣接４本の制御棒の挿入に失敗すると未臨界を確保で

きないという過去の知見を基に隣接４本の制御棒の挿入に失敗する確率を算

出している（制御棒の失敗確率及び詳細は補足説明資料 1.1.1.e－2参照）。 

 

2．原子炉圧力制御 

(1) ＳＲＶ開放 

過渡事象発生後の原子炉圧力制御に関するヘディングである。 

原子炉スクラム成功後のイベントツリーでは，ＳＲＶが１個でも開放されれ

ば原子炉圧力制御に成功するものとし，ＳＲＶ（12個）の開放に失敗する（１

個も開放に成功しない）確率は非常に低いと考えられることから，非常に小さ

い失敗確率を割り当てている。 

(2) ＳＲＶ再閉鎖 

過渡事象発生後の原子炉圧力制御に関するヘディングである。 

ＳＲＶ開放後の再閉鎖については，

した値を用いている。ＳＲＶの閉失敗確率（5.6×10－８／

時間）と試験間隔（8,760時間）を用いて１個当たりの閉失敗確率を求め，全

弁の閉失敗確率  としている。 

 

3．原子炉注水 

(1) 給水系 

主復水器で主蒸気を凝縮し，給水として原子炉に注水する機能をモデル化し

ている。高圧注水及び原子炉からの除熱を同時に達成するヘディングであり，

給復水機能（給水ポンプ，高圧／低圧復水ポンプ等）故障及びサポート系故障，

復水器ホットウェルの水位制御等についてフォールトツリーでモデル化し，非

信頼度を定めている。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(2) 高圧ＥＣＣＳ 

原子炉に高圧で注水する原子炉隔離時冷却系及び高圧ＥＣＣＳである高圧

炉心スプレイ系をモデル化している。 

a．原子炉隔離時冷却系 

原子炉隔離時冷却系による注水について，原子炉隔離時冷却系に関連する

機械（ポンプ）及び弁等，信号，制御電源故障についてフォールトツリーで

モデル化し，非信頼度を定めている。ＳＲＶ再閉鎖に失敗した場合や大破断

ＬＯＣＡ及び中破断ＬＯＣＡでは期待できないものとしている。 

b．高圧炉心スプレイ系 

高圧炉心スプレイ系による注水について，高圧炉心スプレイ系に関連する

機械（ポンプ及び弁等），信号，サポート系（補機冷却系，電源系，空調）故

障，系統間の共通原因故障等についてフォールトツリーでモデル化し，非信

頼度を定めている。 

(3) 原子炉減圧 

原子炉減圧機能について，逃がし弁機能による減圧失敗（手動起動失敗，電

磁弁開放用直流電源故障）及び自動減圧系による減圧失敗（自動減圧系電磁弁

信号故障等）についてフォールトツリーでモデル化し，非信頼度を定めている。

大破断ＬＯＣＡでは破断口から原子炉が低圧状態まで速やかに減圧されるも

のと考え，ヘディングを設定していない。 

(4) 低圧ＥＣＣＳ 

原子炉に低圧で注水する復水器，低圧ＥＣＣＳである低圧炉心スプレイ系及

び低圧注水系をモデル化している。 

a．復水系 

復水器ホットウェルを水源として，復水系により原子炉に低圧で注水する

機能をモデル化しており，復水系に関連する機械（ポンプ及び弁等），サポー

ト系故障，復水器ホットウェルの水源確保等についてフォールトツリーでモ

デル化し，非信頼度を定めている。 

b．低圧炉心スプレイ系 

低圧炉心プレイ系による注水について，低圧炉心スプレイ系に関連する機

械（ポンプ及び弁等），信号，サポート系（補機冷却系，電源，空調）故障，

共通原因故障等をフォールトツリーでモデル化し，非信頼度を定めている。 

c．低圧注水系 

低圧注水系による注水について，低圧注水系に関連する機械（ポンプ及び

弁等），信号，サポート系（補機冷却系，電源，空調）故障，共通原因故障等

をフォールトツリーでモデル化し，非信頼度を定めている。 

 

4．原子炉格納容器除熱 

(1) ＰＣＳ 

主復水器で主蒸気を凝縮し，復水系（低圧系）を用いて原子炉に注水する機
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能をモデル化している。主蒸気隔離弁の再開放失敗，復水器の機能喪失（気体

廃棄物処理系，循環水系の機能喪失等）及び復水器からの送水機能の喪失（低

圧復水ポンプの故障等）等についてフォールトツリーでモデル化し，非信頼を

定めている。 

 

(2) ＲＨＲ 

残留熱除去系による原子炉格納容器の除熱について，残留熱除去に関連する

機械（ポンプ及び弁等），起動操作，サポート系（補機冷却系，電源，空調）

故障，系統間の共通原因故障等をフォールトツリーでモデル化し，非信頼度を

定めている。 

 

5．電源 

(1) ＤＣ電源喪失 

外部電源喪失事象のイベントツリーで設定している。直流による電源供給の

失敗について，蓄電池，充電器，系統間の共通原因故障等をフォールトツリー

でモデル化し，非信頼度を定めている。 

(2) ＤＧ－Ａ，ＤＧ－Ｂ 

外部電源喪失のイベントツリーで設定している。外部電源喪失後の非常用デ

ィーゼル発電機での電源供給について，非常用ディーゼル発電機に関連する機

械（本体及びサポート系）故障，起動失敗，共通原因故障等についてフォール

トツリーでモデル化し，非信頼度を定めている。 

 

6．その他 

(1) 同時メンテナンス禁止 

プラント運転中のメンテナンスについて，保安規定により同時メンテナンス

が制限されている系統の組合せが存在する。このようなメンテナンス事象の組

合せのフォールトツリーを作成し，評価から除外されるように計算している。 
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第 1 図 大破断ＬＯＣＡに対するイベントツリー 
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第 2 図 中破断ＬＯＣＡに対するイベントツリー 
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第 3図 小破断ＬＯＣＡに対するイベントツリー 
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第 4図 非隔離事象に対するイベントツリー 
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第 5図 隔離事象に対するイベントツリー 
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第 6図 全給水喪失に対するイベントツリー 
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第 7図 水位低下事象に対するイベントツリー 
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第 8図 原子炉保護系誤動作等に対するイベントツリー 

 



 

補足 1.1.1.d-1-14 

第 9図 外部電源喪失に対するイベントツリー（１／８） 
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第 9図 外部電源喪失に対するイベントツリー（２／８） 
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第 9図 外部電源喪失に対するイベントツリー（３／８） 
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第 9図 外部電源喪失に対するイベントツリー（４／８） 
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第 9図 外部電源喪失に対するイベントツリー（５／８） 
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第 9図 外部電源喪失に対するイベントツリー（６／８） 
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第 9図 外部電源喪失に対するイベントツリー（７／８） 
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第 9図 外部電源喪失に対するイベントツリー（８／８） 
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第 10図 ＳＲＶ誤開放に対するイベントツリー 
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第 11図 手動停止に対するイベントツリー 
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第 12図 サポート系喪失（非常用区分１交流電源故障）に対するイベントツリー 
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第 13図 サポート系喪失（非常用区分２交流電源故障）に対するイベントツリー 
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第 14図 サポート系喪失（非常用区分１直流電源故障）に対するイベントツリー 

 



 

補足 1.1.1.d-1-27 

第 15図 サポート系喪失（非常用区分２直流電源故障）に対するイベントツリー 
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第 16図 サポート系喪失（非常用区分１原子炉補機冷却系故障）に対するイベントツリー 
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第 17図 サポート系喪失（非常用区分２原子炉補機冷却系故障）に対するイベントツリー 
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第 18図 サポート系喪失（タービン・サポート系故障）に対するイベントツリー 

 



補足 1.1.1.d-2-1 

逃がし安全弁の開固着を想定する考え方 

 

 

起因事象発生後に，１個以上のＳＲＶの開固着が発生した場合には，原子炉の

減圧及び原子炉冷却材の一次系からの放出が起きる。その影響によって，第 1 表

に示すように成功基準が変化する。 

 

1．原子炉の減圧 

１個以上のＳＲＶの開固着により原子炉圧力が低圧系の作動圧力まで減圧す

る。このため，原子炉隔離時冷却系による炉心冷却が不能になるとともに，手動

による原子炉の減圧は不要となる。 

 

2．原子炉冷却材の一次系からの放出 

ＳＲＶより，一次系の外に冷却材が流出することによって，復水器ホットウェ

ル水バランスが崩れ（系外への流出分だけ給復水系によるホットウェルからの冷

却材の持ち出しが多くなる），復水器ホットウェル水位が低下するため，給復水

系を使用して原子炉注水を継続する場合は，復水器ホットウェルへの水の補給が

必要となる。 

また，原子炉と復水器を含む閉ループの確立と復水器の冷却（真空度維持）が

困難であるため，復水器による除熱は不能になる。 

 

上記のように，ＳＲＶの開固着が発生した場合は，ＳＲＶが正常動作した場合

と比較して，期待可能な緩和設備が異なり（成功基準が異なり），その後の対応

にも影響を与えることから，ＳＲＶの開固着をイベントツリーのヘディングとし

て考慮している。 

ＳＲＶ開放後の再閉鎖については，

した値を用いている。ＳＲＶの閉失敗確率（5.6×10－８／時間）

と試験間隔（8,760 時間）を用いて１個あたりの閉失敗確率を求め，全弁の閉失

敗確率 としている。 
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全交流動力電源喪失時において原子炉隔離時冷却系の８時間継続運転が 

可能であることの妥当性及び実力評価について 

 

 

1．原子炉隔離時冷却系の８時間継続運転の妥当性 

今回のＰＲＡでは，全交流動力電源喪失時において原子炉隔離時冷却系が８時

間継続運転することを想定している。 

全交流動力電源喪失時には，残留熱除去系の機能喪失により，原子炉格納容器

内の温度，圧力が上昇し，また，空調換気系の機能喪失により，原子炉隔離時冷

却ポンプ室温度，中央制御室温度が上昇する。これらの要因が，原子炉隔離時冷

却系の継続運転に影響を及ぼす可能性があることから，以下の観点から影響を評

価した。 

・サプレッション・プール水温上昇 

・サプレッション・チェンバ圧力上昇 

・原子炉隔離時冷却ポンプ室温度上昇 

・中央制御室温度上昇 

第1表に示すとおり，上記の事象は原子炉隔離時冷却系の８時間継続運転の妨

げとならないことから，全交流動力電源喪失時における原子炉隔離時冷却系の８

時間継続運転の想定は妥当と考えられる。なお，原子炉隔離時冷却系の運転制御

に必要な直流電源についても，８時間の電源供給が可能である。 

 

2．原子炉隔離時冷却系の運転継続時間の実力評価について 

(1) 福島第一原子力発電所事故における原子炉隔離時冷却系の継続運転に対す

る知見 

福島第一原子力発電所事故に関する報告書である「福島原子力事故におけ

る未確認・未解明事項の調査・検討結果～第３回進捗報告～」によると，福

島第一原子力発電所３号機の原子炉隔離時冷却系については約20時間程度運

転を実施した実績がある。原子炉隔離時冷却系関連操作について，以下を時

系列に示す。 

【福島第一原子力発電所３号機原子炉隔離時冷却系関連操作と観測事実】 

平成23年３月11日（金） 

14:46 東北地方太平洋沖地震発生。第３非常事態を自動発令 

14:47 原子炉自動スクラム，主タービン手動トリップ 

14:48 非常用ディーゼル発電機自動起動 

15:05 原子炉隔離時冷却系手動起動 

15:25 原子炉隔離時冷却系自動停止（原子炉水位高） 

15:27 津波第一波到達 

15:35 津波第二波到達 

15:38 全交流電源喪失 

補足説明資料 1.1.1.d－3 
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16:03 原子炉隔離時冷却系手動起動 

 

平成23年3月12日（土） 

11:36 原子炉隔離時冷却系自動停止 

上記時系列のとおり，約20時間程度原子炉隔離時冷却系を継続運転してい

るが，その際には以下の対応を実施している。 

・蓄電池節約のため，監視計器や制御盤，計算機について，監視及び運転制

御に最低限必要な設備を除き，負荷の切離しを実施。 

・監視計器については，Ａ系Ｂ系と二重化されていることから片系ずつ使用

し蓄電池消費量の低減を図った。 

・中央制御室の非常灯や時計の負荷切離しや，別室の蛍光灯を抜く等も実施。 

また，福島第一原子力発電所２号炉の原子炉隔離時冷却系がサプレッショ

ン・プールを水源として２日以上（平成23年３月12日５時から14日９時）運

転していたと考えられており，平成23年３月14日７時に計測されたサプレッ

ション・プールの温度は146℃であったことから，原子炉隔離時冷却系は，サ

プレッション・プールの温度が100℃を超える温度にあった場合においても運

転を継続できる可能性があると考えられる。 

 

(2) 蓄電池の給電継続時間 

今回のＰＲＡでは，全交流動力電源喪失時の原子炉隔離時冷却系の運転継

続時間として，蓄電池の給電継続時間の８時間を想定している。蓄電池の実

力として，従来の蓄電池における給電継続時間の実力を以下のとおり評価し

た。 

a．評価方法 

ある時間の給電に必要な蓄電池の容量は，電池工業会規格SBA S 0601「据

置蓄電池の容量算出法」に準じて次の式を用いて評価できる。なお，蓄電池

特性については蓄電池メーカ提示のものを用いる。 

 

Ｃ＝ 〔Ｋ１Ｉ１＋Ｋ２（Ｉ２－Ｉ１）＋Ｋ３（Ｉ３－Ｉ２）＋・・・ 

＋Ｋｎ（Ｉｎ－Ｉｎ－１）〕 

 

ここで， 

Ｃ：＋10℃における定格放電率換算容量（Ah） 

Ｌ：保守率（0.8） 

Ｋ：放電時間，蓄電池の最低温度（＋10℃）及び許容できる最低電圧

（1.75V／セル）によって決められる容量換算時間（時）※１ 

Ｉ：放電電流（A） 

サフィックス１，２，３，・・・，ｎ：放電電流の変化の順に付番 

 

１ 

Ｌ 
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＜対象蓄電池＞ 

115V蓄電池Ｂ系：1,200Ah（10時間率）※２ 

230V蓄電池    ：3,500Ah（10時間率）※２ 

 

＜負荷抑制の操作＞ 

全交流動力電源喪失後30分でＣＶＣＦ等の原子炉隔離時冷却系の運転

継続に必要な負荷以外の切離しを仮定 

 

※１ 放電時間を 10時間としたときの容量換算時間 

115V 蓄電池Ｂ系： K1:11.7，K2:11.7，K3:11.2 

230V 蓄電池    ： K1:13.2，K2:13.2，K3:12.7 

※２ 今回の評価に用いた設備は今回の申請における対策実施前の状態 

 

b．評価結果 

1) 115V蓄電池Ｂ系 

事象発生10時間後まで第1図の負荷電流を供給するために必要となる

蓄電池容量は算出式より約640Ahとなる。115V蓄電池Ｂ系の設計容量は

1,200Ahであり，必要容量が設計容量を上回るため，約10時間以上直流電

圧を供給することが可能である。 

2) 230V蓄電池 

事象発生10時間後まで第2図の負荷電流を供給するために必要となる

蓄電池容量は算出式より約1,300Ahとなる。230V蓄電池の設計容量は

3,500Ahであり，必要容量が設計容量を上回るため，約10時間以上直流電

圧を供給することが可能である。 

 

以上より，負荷積上げの余裕を考慮するとともに，事象発生30分後に原子

炉隔離時冷却系の運転継続に必要な負荷以外を切り離す場合を想定すると，

原子炉隔離時冷却系は10時間以上の運転継続が可能である。 

なお，今回の申請においては，以下のとおり所内常設蓄電式直流電源設備

を整備することとしている。 

・原子炉隔離時冷却系の電動弁等は，230V原子炉隔離時冷却系用直流電源

設備から受電できる設計としている。 

・原子炉隔離時冷却系タービン制御盤，原子炉隔離時冷却系流量計は，115V

－Ｂ系所内用直流電源設備及び115V－Ｂ系所内用直流電源設備（ＳＡ）

から受電できる設計としている。 

 

原子炉隔離時冷却系の運転に必要な直流電源は，上述の所内常設蓄電式直

流電源設備を整備することにより，電動弁においては負荷切離しを実施せず

24時間にわたり，運転継続に必要な電力を供給できる蓄電池容量としている。



補足 1.1.1.d-3-4 

また，原子炉隔離時冷却系タービン制御盤，原子炉隔離時冷却系流量計にお

いては，負荷切離しを実施せずに８時間，その後，必要な負荷以外を切離し

て16時間の合計24時間にわたり，運転継続に必要な電力を供給できる蓄電池

容量としている。 

直流電源設備を第3図に示す。 
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あ
る
た
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，
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ャ
ビ
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ー
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ョ
ン
は
発
生
し
な
い
。
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た
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水
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上
昇
に
伴
う
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滑

油
温
度
上
昇
は
，
最
大
で

も
約
1
1
0
℃
ま
で
で
あ
り
，
こ
の
温
度
で
は
軸
受
の
油
膜
形
成
に

影
響
は
な
く
，
油
膜
切
れ

に
よ
る
軸
受
の
焼
付
き
は
発
生
し
な
い
（
許
容
温
度

約
1
2
5℃

）。

し
た
が
っ
て
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
上
昇
に
よ
っ
て
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
の

８
時
間
継
続
運
転
は
阻
害

さ
れ
な
い
。
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隔
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圧
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ョ
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

補足 1.1.1.d-3-6 

 
※１ 今回の評価に用いた設備は今回の申請における対策実施前の状態。 

※２ ディーゼル発電機初期励磁電流は，遮断器操作と重なって操作されることがなく，かつディーゼル発電機初期励

磁電流は遮断器操作より小さいため蓄電池容量計算上は含めない。 

※３ 全交流動力電源喪失 30分後に，ＲＣＩＣ制御電源，ＲＣＩＣ計器電源，ＡＤＳ論理逃がし安全弁回路，工学安

全施設トリップ設定器及び非常用照明以外の負荷を切り離すと仮定。 

 

第 1 図 115V蓄電池Ｂ系の時間当たりの負荷電流※１ 

 

 

 
※１ 今回の評価に用いた設備は今回の申請における対策実施前の状態。 

※２ 全交流動力電源喪失 30分後に，RCIC真空ポンプ，RCIC復水ポンプ，RCIC電動弁以外の負荷を切り離す。 

 

第2図 230V蓄電池の時間当たりの負荷電流※１ 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



  

補足 1.1.1.d-3-7 
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補足 1.1.1.d-3-8 

 

全交流動力電源喪失時における原子炉隔離時冷却ポンプ室及び中央制御室の 

室温評価について 

 

1．温度上昇の評価方法 

(1) 評価の流れ 

全交流動力電源喪失時には，換気空調系停止による除熱が行われないため，

評価対象の部屋の温度変化は，タービンや配管等の室内の熱源から受ける熱

量（室内熱負荷）と隣の部屋への放熱（躯体放熱）のバランスによって決定

される（第1図参照）。 

換気空調系停止後，室温が上昇を始め，最終的には室内熱負荷と躯体放熱

のバランスにより平衡状態となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1図 室温評価における温度分布と熱の移動の概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価する部屋の温度 

盤や照明等 

による発熱 

評価対象の部屋（高温側） 隣接する部屋（低温側） 

隣接する部屋の温度 

コンクリート壁 

空気→コンクリート 

間における熱伝達 

コンクリート内部に

おける熱伝導 

コンクリート→空気 

間における熱伝達 

補足資料 



 

補足 1.1.1.d-3-9 

 

(2) 評価条件 

評価条件を以下にまとめる。 

ａ．評価対象とする部屋の条件：第1表参照 

ｂ．評価対象の部屋に隣接する部屋の温度 

・一般エリア       ：40℃ 

・屋外          ：32℃（夏季設計外気温） 

・トーラス室       ：75℃（有効性評価全交流動力電源喪失

時の想定温度） 

・その他二次格納施設内  ：66℃ 

・地中          ：18℃ 

ｃ．壁－空気の熱伝達率（無換気状態）[出展:日本機械学会 伝熱工学資料] 

・鉛直壁面        ：  W/m2・℃ 

・天井面         ：  W/m2・℃ 

・床面          ：  W/m2・℃ 

ｄ．コンクリート熱伝導率：1.6 W/m・℃[出展:空気調和衛生工学便覧] 

 

 

第1表 評価する部屋の条件 

 中央制御室 ＲＣＩＣポンプ室 

発熱負荷[W]  

容積[m3] 

熱容量[kJ/℃]  

初期温度[℃] 26 40 

 

(3) 評価結果 

全交流電源喪失時において，事象発生後８時間の原子炉隔離時冷却ポンプ

室最高温度は約60℃，中央制御室の最大温度は約34℃となり，設計で考慮し

ている温度を超過しないため，原子炉隔離時冷却系の運転継続に与える影響

はない。 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.1.d-4-1 

常用系と非常用系で共用しているサポート系において 

常用系機能喪失と常用系隔離失敗（隔離弁故障等）が重畳する場合の取り扱い 

 

 

原子炉補機冷却系の冷却対象として常用補機及び非常用補機があり，区分Ⅰ又

は区分Ⅱにより常用補機，区分Ⅰ及び区分Ⅱによりそれぞれ独立して非常用補機

を冷却している。非常時には，常用側と隔離され非常用補機のみ冷却する設計と

なっている。第 1図に原子炉補機冷却設備系統概要図（区分Ⅰ，区分Ⅱ）を示す。 

今回のＰＲＡでは，起因事象「従属性を有する機器の機能喪失」において原子

炉補機冷却系又は原子炉補機海水系の１系列の機能喪失を考慮しているほか，シ

ステム信頼性解析においても原子炉補機冷却系をモデル化することで，事故シー

ケンスを評価している。 

以下に，起因事象及びシステム信頼性解析における，常用系と非常用系の間の

隔離弁の扱いを含めた原子炉補機冷却系の取扱いについて述べる。 

 

1．起因事象における扱い 

(1) 原子炉補機冷却系非常用補機の機能喪失 

原子炉補機冷却系非常用補機の冷却機能が喪失した場合，当該区分のＥＣＣ

Ｓが待機除外となるが，常用補機の冷却機能は確保でき，過渡事象に至ること

はない。この場合，運転員により手動停止することとしている。起因事象の同

定においては，当該区分の広範な緩和設備が機能喪失に至ることを考慮し，原

子炉補機冷却系の機能喪失を「従属性を有する機器の機能喪失」として抽出し，

起因事象発生頻度として評価している。従属性を有する起因事象の同定につい

て第 1表，同定の結果を第 2表に示す。 

原子炉補機冷却系が機能喪失した場合，この発生頻度は，国内実績をもとに

評価することとしているが，非常用系の原子炉補機冷却系については発生した

事例がないことから，0.5回として起因事象発生頻度を算出している。 

(2) 原子炉補機冷却系常用補機の機能喪失 

原子炉補機冷却系の機能喪失として，常用補機からの冷却材の流出等が生じ

た場合，常用補機と非常用補機の間の隔離弁によって隔離が行われる。隔離に

失敗した場合は，非常用補機の機能喪失となり，発生した事例が確認されてい

ないものの，上記の発生実績に計上され，起因事象発生頻度に反映される事に

なる。 

隔離に成功した場合は，原子炉再循環ポンプのトリップ等に至るが，プラン

トは原子炉自動スクラムに至ることはなく，運転手順書に基づき運転員により

手動停止される。したがって，原子炉補機冷却系による常用補機の冷却が喪失

した場合であっても過渡事象に至ることはなく，手動停止の起因事象として整

理している。 

 

補足説明資料 1.1.1.d－4 



補足 1.1.1.d-4-2 

(3) 原子炉スクラムに至る可能性 

原子炉補機冷却系の故障では，運転員による手動停止までに種々のプラント

状態の確認及び他の機器の操作があり，一定の余裕時間があると想定される。

そのため，本事象を含む第 2表で示した従属性を有する起因事象では原子炉停

止までに一定の余裕時間があり，原子炉停止をイベントツリーのヘディングに

設定していない。 

仮に，原子炉補機冷却系１系故障のイベントツリーに原子炉停止のヘディン

グを設定した場合，原子炉停止失敗により炉心損傷に至るシーケンスを展開す

ることとなる。しかしながら，原子炉補機冷却系１系故障の発生頻度が 6.6×

10－４／炉年であり，原子炉補機冷却系１系故障を起因とするシーケンスの炉

心損傷頻度が 3.9×10－７（区分Ⅰ），3.1×10－７（区分Ⅱ）であることに対し，

原子炉停止失敗のヘディングがある起因事象の中で，最も発生頻度の高い非隔

離事象（1.6×10－１／炉年）において，原子炉停止失敗による炉心損傷頻度が

4.6×10－10／炉年になることから，原子炉補機冷却系１系故障後に，原子炉停

止失敗した場合の炉心損傷頻度は無視できる値になると考える。 

 

2．システム信頼性解析における扱い 

今回のＰＲＡでは，システム信頼性解析において，原子炉補機冷却系の区分Ⅰ

及び区分Ⅱの隔離弁をモデル化している。 

非常時には，常用補機は隔離され非常用補機のみ冷却する設計となっているた

め，ＥＣＣＳ起動時には，隔離弁によって常用補機が隔離された状態となり，常

用補機からの流出等が生じた場合でも原子炉補機冷却系への影響はない。原子炉

停止時冷却モード起動時には常用補機に通水しており，常用補機からの流出等が

生じた場合，緊急遮断弁によって常用補機が隔離される。このとき，隔離失敗が

生じた場合には原子炉補機冷却系が機能喪失するものとしている。 

 

 



  

補足 1.1.1.d-4-3 

第
1
表
 

従
属
性

を
有

す
る
起
因

事
象
の

同
定

（
１
／

３
）

 
項
 
目
 

（
申
請
書
添
付
八
）

 

設
 
備
 

(申
請
書
添
付
八
) 

設
備
概
要
 

（
申
請
書
添
付
八
等
）
 

機
能
喪
失
時
の
影
響

 
起
因
事
象
と
し
て
の

扱
い

 

1.
プ
ラ
ン
ト
配
置

 
建
物
及
び
構
築
物
 

原
子
炉
建
物
，
タ
ー
ビ
ン
建
物
，
制
御
室
建
物
（

島
根
原
子

力
発
電
所
１
号
及
び
２
号
炉
で
共
用
）
，
廃
棄
物
建
物
，
サ

イ
ト
バ
ン
カ
建
物
（

島
根
原
子
力
発
電
所
１
号
及
び
２
号
炉

で
共
用
）
，
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
所
（

島
根
原
子
力
発
電
所
１

号
及
び
２
号
炉
と
共
用
）
，
排
気
筒
，
純
水
装
置
建
物
（

島

根
原
子
力
発
電
所

１
号
及
び
２
号
炉
で
共
用
）
，
取
水
口
，

取
水
管
及
び
取
水
槽
，
放
水
口
及
び
放
水
路
，
開
閉
所
，
管

理
事
務
所
（
島
根
原
子
力
発
電
所

１
号
及
び
２
号
炉
で
共
用
） 

－
 

2.
原
子
炉
及
び
炉
心

 
燃
 
料
 

燃
料
棒
及
び
燃
料
集
合
体

 
起
因
事
象
対
象
外

 
炉
内
構
造
物
 

気
水
分
離
器
，
蒸
気
乾
燥
器
，
ジ
ェ
ッ
ト

・
ポ
ン
プ
 

制
御
棒
及
び
制
御
棒
駆
動

系
 

制
御
棒
，
制
御
棒
駆
動
機
構
，
制
御
棒
駆
動
水
圧
ポ
ン
プ
，

水
圧
制
御
ユ
ニ
ッ
ト

 

過
渡
事
象

で
考
慮
済

み
 

ほ
う
酸
水
注
入
系
 

ほ
う
酸
水
貯
蔵
タ
ン
ク
，
ポ
ン
プ
，
テ
ス
ト
タ
ン
ク
，
配
管

弁
 

 
手
動
停
止
に
含
入

 

3.
原
子
炉
冷
却
設
備

 
原
子
炉
圧
力
容
器
 

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
等

 

起
因
事
象
対
象
外

 

原
子
炉
再
循
環
系
 

原
子
炉
再
循
環
ポ
ン
プ
，

原
子
炉
再
循
環
ポ
ン
プ
Ｍ
Ｇ
セ
ッ

ト
，
原
子
炉
再
循
環
配
管

 
過
渡

事
象
 

（
主
蒸
気
管
破
断
は

起
因
事
象
対
象

外
）

 

主
蒸
気
系
 

主
蒸
気
流
量
制
限
器
，
主
蒸
気
隔
離
弁
，

Ｓ
Ｒ
Ｖ
，
主
蒸
気

隔
離
弁
漏
え
い
制
御
系

 

4.
工
学
的
安
全

施
設

 

原
子
炉
格
納

施
設
 

原
子
炉
格
納
容
器
 

原
子
炉
格
納
容
器
本
体
，
ベ
ン
ト
管
，
ベ
ン
ト
ヘ
ッ
ダ
及
び

ダ
ウ
ン
カ
マ
，
真
空
破

壊
装
置
，
原
子
炉
格
納
容
器

貫
通
部
，

隔
離
弁
 

起
因
事
象
対
象
外

 

格
納
容
器
内
ガ
ス
濃
度
制

御
系
 

可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
系
，
窒
素
ガ
ス

置
換
系
 

起
因
事
象
対
象
外

 

格
納
容
器
冷
却
系
 

残
留
熱
除
去
系
に
同
じ

 
－

 

原
子
炉
棟
 

建
物
，
扉
，
エ
ア

・
ロ
ッ
ク
 

起
因
事
象
対
象
外

 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
 

湿
分
除
去
装
置
，
排
気
フ
ァ
ン
，
フ
ィ
ル
タ
装
置
（
高
性
能

粒
子
フ
ィ
ル
タ
，
チ
ャ
コ
ー
ル
フ
ィ
ル
タ
等
）
，
排
気

管
 

起
因
事
象
対
象
外

 

Ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

電
動
機
駆
動
ポ
ン
プ
１
，
炉
心
上
部
ス
パ
ー
ジ
ャ
，
配
管
弁

類
，
計
測
制
御
装
置

 

起
因
事
象
対
象
外

 

低
圧
注
水
系
 

電
動
機
駆
動
ポ
ン
プ
３
，
配
管
弁
類
，
計
測
制
御
装
置

 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

電
動
機
駆
動
ポ
ン
プ
１
，
ス
パ
ー
ジ
ャ
，
配
管
弁
類
，
計
測

制
御
装
置
 

自
動
減
圧
系
 

3.
主
蒸
気
系
 
Ｓ
Ｒ
Ｖ

と
同
じ
 

5.
原
子
炉
補
助
施
設

 
燃
料
取
扱
及
び
貯
蔵
設
備
 
燃
料
取
替
機
，
原
子
炉
建
物
天
井
ク
レ
ー
ン
，
新
燃
料
貯
蔵

庫
，
燃
料
プ
ー
ル
，
輸
送
容
器
除
染
ピ
ッ
ト
，
燃
料
プ
ー
ル

冷
却
系
，
破
損
燃
料
検
出
装
置

 

原
子
炉
浄
化
系
 

再
生
熱
交
換
器
，
非
再
生
熱
交
換
器
，
補
助
熱
交
換
器
，
混

床
式
脱
塩
装
置
，
ポ
ン
プ
，
ろ
過
脱
塩
装
置

 
 

起
因
事
象
対
象
外

 

残
留
熱
除
去
系
 

ポ
ン
プ
，
熱
交
換
器
，
配
管
弁
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
，
低

圧
注
水
，
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
冷
却
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

プ
ー
ル
水
冷
却
，
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
）

 
手
動
停
止
に
含
入

 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
 

ポ
ン
プ
，
蒸
気
駆
動
タ
ー
ビ
ン
，
配
管
弁

 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 

冷
却
水
ポ
ン
プ
，
海
水
ポ
ン
プ
，
熱
交
換
器
（
常
用
補
機
冷

却
，
非
常
用
補
機
冷
却

，
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
補

機
冷
却
）
 

 

手
動
停
止
に
含
入

  

［
常
用
］

 

 
従
属
性
を
有
す
る

起
因
事
象

 

  
［
非
常
用
］

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



  

補足 1.1.1.d-4-4 

第
1
表
 

従
属
性

を
有

す
る
起
因

事
象
の

同
定

（
２
／

３
）

 
項

 
目
 

（
申
請
書

添
付
八
）
 

設
 
備
 

(申
請

書
添
付
八
) 

設
備
概
要
 

（
申
請
書
添
付
八
等
）

 
機
能
喪
失
時
の
影
響
 

起
因
事
象
と
し
て
の
扱
い

 

6.
タ
ー
ビ
ン
設
備

 
蒸
気
タ
ー
ビ
ン
及

び
付
属
設
備
 

蒸
気
タ
ー
ビ
ン
，
タ
ー
ビ
ン
制
御
系
，
潤
滑
油
系
，
タ
ー
ビ
ン
グ
ラ
ン
ド
蒸
気
系
，
タ
ー
ビ

ン
・
バ
イ
パ
ス
系
 

過
渡
事
象
で
考
慮
済
み

 
復
水
器
及
び
循
環

水
系
 

復
水
器
，
空
気
抽
出
器
，
復
水
器
空
気
抽
出
系
，
循
環
水
ポ
ン
プ

 

復
水
・
給
水
系
 

復
水
ポ
ン
プ
，
復
水
昇
圧
ポ
ン
プ
，
復
水
脱
塩
装
置
，
給
水
加
熱
器
，
給
水
ポ
ン
プ

 

タ
ー
ビ
ン
補
機
冷

却
系
及
び
タ
ー
ビ

ン
補
機
海
水
系
 

冷
却
水
ポ
ン
プ
，
熱
交
換
器
，
海
水
ポ
ン
プ
，
配
管
弁

 

従
属
性
を
有
す
る
起
因
事
象

 

7.
計
測
制
御
設
備

 
安
全
保
護
系
 

原
子
炉
保
護
系
，
後
備
原
子
炉
保
護
系
，
工
学
的
安
全
施
設
作
動
回
路
，
モ
ー
ド
・
ス
イ
ッ

チ
，
ケ
ー
ブ
ル
，
電
線
管
及
び
計
測
配
管

 

 
過
渡
事
象
で
考
慮
済
み

 

中
央
制
御
室
 

計
測
制
御
装
置
，
中
央
制
御
室
換
気
系
，
中
央
制
御
室

遮
蔽
，
通
信
連
絡
及
び
証
明
設
備
，

中
央
制
御
室
外
原
子
炉
停
止
装
置
 

原
子
炉
制
御
系
 

反
応
度
制
御
系
，
原
子
炉
圧
力
制
御
系
，
タ
ー
ビ
ン
・
バ
イ
パ
ス
制
御
系
，
原
子
炉
水
位
制

御
系
 

原
子
炉
中
性
子
計

装
系
 

中
性
子
源
領
域
計
装
，
中
間
領
域
計
装
，
出
力
領
域
計
装
，
制
御
棒
引
抜
監
視
装
置

 

原
子
炉
プ
ラ
ン

ト
・
プ
ロ
セ
ス
計
装

系
 

圧
力
容
器
計
装
，
原
子
炉
再
循
環
系
計
装
，
給
水
系
及
び
主
蒸
気
系
計
装
，
制
御
棒
駆
動
系

計
装
，
格
納
容
器
内
雰
囲
気
計
装
，
漏
え
い
検
出
系
計
装
等

 

運
転
監
視
補
助
装

置
 

制
御
棒
引
抜
阻
止
回
路
，
監
視
計
算
装
置
，
制
御
棒
価
値
ミ
ニ
マ
イ
ザ

 
 

起
因
事
象
対
象
外

 

8.
電
気
設
備

 
送
電
線
 

22
0k
V
送
電
線
２
回
線
（
島
根
原
子
力
発
電
所

１
号
，
２
号
及
び
３
号
炉
共
用
）
，
66
kV

送

電
線
（
島
根
原
子
力
発
電
所
１
号
及
び
２
号
炉
共
用
）

 

従
属
性
を
有
す
る
起
因
事
象

 

発
電
機
 

横
軸
円
筒
回
転
界
磁
３
相
同
期
発
電
機
，
固
定
子
，
回
転
子

 

変
圧
器
 

主
変
圧
器
，
所
内
変
圧
器
，
動
力
用
変
圧
器
，
起
動
変
圧
器
，
予
備
変
圧
器
（

島
根
原
子
力

発
電
所
１
号
及
び
２
号
炉
共
用
）
 

開
閉
所
 

22
0k
V
開
閉
所
（
島
根
原
子
力
発
電
所

１
号
，
２
号
及
び
３
号
炉
共
用
）
，
66
kV

起
動
用
開

閉
所
（
島
根
原
子
力
発
電
所
１
号
及
び
２
号
炉
共
用
）

 

所
内
母
線
 

常
用
高
圧
母
線
（
6.
9k
V
母
線
）
，
非
常
用
高
圧
母
線（

6.
9k
V
母
線
）
，
常
用
低
圧
母
線
（

46
0V
）
，

非
常
用
低
圧
母
線
（
46
0V
）
 

 
従
属
性
を
有
す
る
起
因
事
象

 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電

機
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
２
，
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
１

 

燃
料
貯
蔵
設
備
 

手
動
停
止
に
含
入

 

直
流
電
源
設
備
 

充
電
池
，
蓄
電
池
，
分
電
盤
等
（

11
5V

非
常
用
電
源
母
線
２
，
11
5V

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系

電
源
母
線
１
，
23
0V

常
用
電
源
母
線
１
，
中
性
子
モ
ニ
タ
用
母
線
２
，

±
24
V
原
子
炉
中
性

子
計
装
直
流
用
電
源
母
線
２
）
 

 
従
属
性
を
有
す
る
起
因
事
象

 

計
測
制
御
用
電
源

設
備
 

10
5V

原
子
炉
保
護
系
母
線
２
，
10
5V

原
子
炉
保
護
系
交
流
発
電
機
２
，
10
5V

計
装
用
無
停

電
交
流
電
源
装
置
２
，
10
5V

計
装
用
無
停
電
交
流
電
源
母
線
２
，
21
0V

計
算
器
用
無
停
電
交

流
電
源
装
置
，
10
5V

一
般
計
装
交
流
電
源
設
備

 

過
渡
事
象
で
考
慮
済
み

 

通
信
連
絡
設
備
及

び
照
明
設
備
 

指
令
電
話
，
構
内
連
絡
用
電
話
，
局
加
入
電
話
，
電
力
保
安
通
信
用
電
話
，
所
内
非
常
灯

 
起
因
事
象
対
象
外

 

ケ
ー
ブ
ル
及
び
電

線
路
 

ケ
ー
ブ
ル
，
ケ
ー
ブ
ル
・
ト
レ
イ
，
電
線
管
等

 
起
因
事
象
対
象
外

 

9.
放
射
線
防
護
設

備
及
び
放
射
線
管

理
設
備

 

放
射
線
防
護
設
備
 

遮
蔽
設
備
，
換
気
系
（
換
気
系
は
発
電
所
補
助
設
備
に
記
載
。
）

 
起
因
事
象
対
象
外

 

放
射
線
管
理
設
備
 

出
入
管
理
設
備
，
試
料
分
析
・
測
定
設
備
，
分
析
設
備
，
個
人
管
理
用
測
定
設
備
及
び
測
定

機
器
（
島
根
原
子
力
発
電
所
１
号
及
び
２
号
炉
と
共
用
）
，
放
射
線
計
測
器
の
点
検
較
正
設

備
（
島
根
原
子
力
発
電
所
１
号
及
び
２
号
炉
と
共
用
）

 

過
渡
事
象
で
考
慮
済
み

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



  

補足 1.1.1.d-4-5 

第
1
表
 

従
属
性

を
有

す
る
起
因

事
象
の

同
定

（
３
／

３
）

 
項
 
目
 

（
申
請
書
添
付
八
）
 

設
 
備
 

(申
請
書
添
付
八
) 

設
備
概
要
 

（
申
請
書
添
付
八
等
）
 

機
能
喪
失
時
の
影
響
 

起
因
事
象
と
し
て
の
扱
い

 

10
.放

射
性
廃
棄
物
廃
棄
設
備

 
気
体
廃
棄
物
処
理
系
 

排
ガ
ス
予
熱
器
，
排
ガ
ス
再
結
合
器
，
排
ガ
ス
復
水
器
，
除
湿
冷
却
器
，
活

性
炭
式
希
ガ
ス
ホ
ー
ル

ド
・
ア
ッ
プ
塔
，
空
気
抽
出
器
排
ガ
ス
・
フ
ィ
ル
タ
，

排
ガ
ス
抽
出
器
及
び
排

ガ
ス
ブ
ロ
ア
，
グ
ラ
ン
ド
蒸
気
排
ガ
ス
・
フ
ィ
ル
タ
，

排
気
筒
 

起
因
事
象
対
象
外

 
液
体
廃
棄
物
処
理
系
 

タ
ン
ク
，
フ
ィ
ル
タ
，
ろ
過
脱
塩
器
，
ろ
過
器
，
濃
縮
器
（
機
器
ド
レ
ン
系
，

床
ド
レ
ン
，
再
生
廃
液
系
，
床
ド
レ
ン
，
化
学
廃
液
系
，
ラ
ン
ド
リ
・
ド
レ

ン
系
，
シ
ャ
ワ
・
ド
レ

ン
系
）

 

固
体
廃
棄
物
処
理
系
 

タ
ン
ク
（
濃
縮
廃
液
タ
ン
ク
等
）
，
ド
ラ
ム
詰
装
置

，
雑
固
体
廃
棄
物
焼
却

設
備
，
雑
固
体
廃
棄
物

処
理
設
備
，
減
容
機
，
サ
イ
ト
バ
ン
カ
貯
蔵
プ
ー
ル
，

固
体
廃
棄
物
移
送
容
器

，
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
所

 

11
.発

電
所
補
助
設
備

 
補
給
水
系
 

貯
水
槽
，
ろ
過
装
置
，
ろ
過
水
タ
ン
ク
，
除
染
ポ
ン
プ
，
純
水
装
置
，
純
水

タ
ン
ク
，
補
給
水
ポ
ン

プ
 

起
因
事
象
対
象
外

 

復
水
輸
送
系
 

復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
，
補

助
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
，
復
水
輸
送
ポ
ン
プ

 

 
起
因
事
象
対
象
外

 

所
内
ボ
イ
ラ
 

補
助
ボ
イ
ラ
等
（

島
根
原
子
力
発
電
所
１
号
及
び
２
号
炉
共
用
）
 

過
渡
事
象
で
考
慮
済
み

 

換
気
系
 

原
子
炉
棟
換
気
系
，
タ

ー
ビ
ン
建
物
換
気
系
，
廃
棄
物
処
理
建
物
換
気
系
，

中
央
制
御
室
換
気
系
，

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
冷
却
装
置

 
手
動
停
止
に
含
入

 

圧
縮
空
気
系
 

計
装
用
圧
縮
空
気
系
（

Ｉ
Ａ
）
，
所
内
用
圧
縮
空
気
系
（
Ｈ
Ａ
）

 

 

手
動
停
止
に
含
入

 

試
料
採
取
系
 

フ
ー
ド
付
試
料
採
取
盤

，
発
信
器
ラ
ッ
ク
，
試
料
調
整
ラ
ッ
ク
，
現
場
採
取

シ
ン
ク
等
 

起
因
事
象
対
象
外

 

消
火
設
備
 

火
災
検
出
装
置
，
水
消
火
装
置
，
不
燃
性
ガ
ス
消
火
装
置
，
泡
消
火
装
置
及

び
消
火
器
 

 
起
因
事
象
対
象
外

 

ト
ー
ラ
ス
水
受
タ
ン
ク
 

島
根
原
子
力
発
電
所

１
号
及
び
２
号
炉
共
用
 

 
起
因
事
象
対
象
外

 

発
電
所
緊
急
時
対
策
所
 

島
根
原
子
力
発
電
所

１
号
及
び
２
号
炉
共
用
 

 
起
因
事
象
対
象
外

 

 

 

 

第
2
表
 

従
属
性

を
有

す
る
起
因

事
象
の

同
定

結
果

 
区
 
 
分
 

事
 
 

象
 

事
象
の
定
義
 

事
象
分
類
 

従
属
性
を
有
す
る
起
因
事
象

 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
（
非
常
用
）
の
機
能
喪
失
時
の
手
動
停
止

 
原
子
炉
補
機
冷
却
系
が
機
能
喪
失
し
，
当
該
安
全
区
分
の
設
備
に
期
待
で
き
な
い
状
態
で
の
原
子
炉
手
動
停
止
。

 
 
原
子
炉
補
機
冷
却
系
故
障

 

 （
非
常
用
）

 

所
内
高
圧
電
源
（
非
常
用
）
の
機
能
喪
失
時
の
手
動
停
止

 
交
流
母
線
や
下
流
の
電

源
設
備
（
非
常

用
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機

を
除
く
）
が

機
能
喪
失
し
，

当
該
安
全
区

分
の
設
備
に
期
待
で
き

な
い
状
態
で
の
原

子
炉
手
動
停
止
。
 

 
交
流
電
源
故
障

 

 （
非
常
用
）

 

直
流
電
源
設
備
（
非
常
用
）
の
機
能
喪
失
時
の
手
動
停
止

 
直
流
母
線
や
下
流
の
電
源
設
備
が
機
能
喪
失
し
，
当
該
安
全
区
分
の
設
備
に
期
待
で
き
な
い
状
態
で
の
原
子
炉
手
動
停
止
。

 
 
直
流
電
源
故
障

 

 （
非
常
用
）

 

タ
ー
ビ
ン
・
サ
ポ
ー
ト
系
の
機
能
喪
失
時
の
手
動
停
止

 
タ
ー
ビ
ン
設
備
の
サ
ポ
ー
ト
系
が
機
能
喪
失
し
，
タ
ー
ビ
ン
設
備
に
期
待
で
き
な
い
状
態
で
の
原
子
炉
手
動
停
止
。

 
タ
ー
ビ
ン
・
サ
ポ
ー
ト
系
故
障

 

 

 
 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



  

補足 1.1.1.d-4-6 

                      

 

第
1
図
 

原
子
炉

補
機

冷
却

系
系

統
概
要

図
（

区
分
Ⅰ

，
区

分
Ⅱ

）
 

 



 

補足 1.1.1.d-5-1 

事故シーケンスの最終状態の分類の考え方 

 

 

イベントツリーによって抽出された炉心損傷事故シーケンスは，機能の喪失状

況，プラントの状態に与える影響によって分類し，「事故シーケンスグループ」

としてまとめている。 

機能の喪失状況は，起因事象が発生した場合に，炉心損傷防止のために必要な

安全機能として「原子炉停止機能」，「原子炉冷却機能（高圧注水，原子炉減圧，

低圧注水）」，「除熱機能」に着目している。また，プラントの状態に与える影

響については，起因事象が発生した場合に期待できる安全機能，事象進展過程に

おける原子炉圧力の状態，及び事象進展の速さ等に着目している。 

 

1．原子炉停止機能 

過渡事象又はＬＯＣＡ事象の発生後，原子炉停止機能を喪失した場合に，原子

炉を未臨界状態にできず炉心損傷（格納容器先行破損）に至る場合を１つの事故

シーケンスグループとして分類する（原子炉停止機能喪失／ＴＣ）。 

 

2．原子炉冷却機能 

原子炉停止に成功した場合でも，炉心の冷却が行われなければ炉心損傷に至る。

冷却手段として，高圧注水機能，原子炉減圧機能及び低圧注水機能があり，これ

らの機能の喪失状況及びプラントの状態（原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性

等）に応じて以下の事故シーケンスグループに分類する。 

(1) 過渡事象発生後や手動停止の際に高圧注水機能と低圧注水機能を喪失し，

炉心損傷に至る場合を１つの事故シーケンスグループとして分類する（高

圧・低圧注水機能喪失／ＴＱＵＶ）。 

(2) 過渡事象発生後や手動停止の際に高圧注水機能と原子炉減圧機能を喪失し，

炉心損傷に至る場合を１つの事故シーケンスグループとして分類する（高

圧注水・減圧機能喪失／ＴＱＵＸ）。 

(3) ＬＯＣＡが発生した後，注水機能を喪失し，炉心損傷に至る場合を１つの

事故シーケンスグループとして分類する（ＬＯＣＡ時注水機能喪失） 

なお，原子炉冷却材圧力バウンダリの破損規模等に応じてプラントの状

態が異なることから以下のグループに細分化する。 

ａ．大ＬＯＣＡ：事象発生により原子炉が低圧状態となるため低圧注水

の際に原子炉減圧が不要（大破断ＬＯＣＡ／ＡＥ）。 

ｂ．中ＬＯＣＡ：冷却材の流出規模が大きく原子炉隔離時冷却系による

注水には期待できないが，低圧注水のための原子炉減圧は必要（中

破断ＬＯＣＡ／Ｓ１Ｅ）。 

ｃ．小ＬＯＣＡ：冷却材の流出規模が小さく原子炉隔離時冷却系による

注水に期待可能（小破断ＬＯＣＡ／Ｓ２Ｅ）。 

補足説明資料 1.1.1.d－5 



 

補足 1.1.1.d-5-2 

(4) 格納容器をバイパスし，冷却材が格納容器外に漏えいする場合（インター

フェイスシステムＬＯＣＡ）については，漏えい箇所を隔離したうえでの

炉心冷却が必要となるが，隔離機能が喪失し，漏えいの継続により炉心損

傷に至る場合を１つの事故シーケンスグループとして分類する（格納容器

バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ／ＩＳＬＯＣＡ））。 

 

3．除熱機能 

原子炉冷却（注水）に成功している場合でも，格納容器熱除去機能を喪失した

場合には，格納容器が原子炉からの水蒸気によって過圧され，破損に至る。格納

容器が先行破損した後は安全機能が十分に機能しない場合も考えられることか

ら，これを炉心損傷に至る１つの事故シーケンスグループとして分類する（崩壊

熱除去機能喪失／ＴＷ）。 

 

4．安全機能のサポート機能 

外部電源喪失の発生後，非常用電源などの電源の確保に失敗し，炉心損傷に至

る場合を１つの事故シーケンスグループとして分類する（全交流動力電源喪失／

ＴＢ）。 

なお，全交流動力電源喪失は，事象進展速度，原子炉圧力状態等を考慮して

以下のグループに細分化する。 

(1) 非常用ディーゼル発電機２台及び高圧炉心スプレイ系が機能喪失した

状態で，原子炉隔離時冷却系により原子炉注水は継続しているが，一定

時間経過後に蓄電池の直流電源供給能力が枯渇し，炉心損傷に至る場合

（長期ＴＢ）。 

(2) 非常用直流電源の機能喪失により非常用ディーゼル発電機２台と原子

炉隔離時冷却系の起動に失敗し，短時間で炉心損傷に至る場合（ＴＢＤ）。 

(3) 非常用ディーゼル発電機２台及び高圧炉心スプレイ系が機能喪失し，さ

らに原子炉隔離時冷却系が機能喪失した場合で，原子炉が高圧状態で炉

心損傷に至る場合（ＴＢＵ）。 

(4) 非常用ディーゼル発電機２台及び高圧炉心スプレイ系が機能喪失し，さ

らに逃がし安全弁再閉鎖に失敗することにより原子炉隔離時冷却系が

機能喪失した場合で，原子炉が低圧状態で炉心損傷に至る場合（ＴＢＰ）。 

 

以上より，イベントツリーの最終状態を第1表に示す事故シーケンスグループ

に分類する。 



 

補足 1.1.1.d-5-3 

第1表 炉心損傷シーケンスグループの分類 

炉心損傷事故シーケンス 事故シーケンスグループ 

ＬＯＣＡ発生後の炉心冷却失敗 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

 大破断ＬＯＣＡ後の炉心冷却失敗  大破断ＬＯＣＡ（ＡＥ） 

 中破断ＬＯＣＡ後の炉心冷却失敗  中破断ＬＯＣＡ（Ｓ１Ｅ） 

 小破断ＬＯＣＡ後の炉心冷却失敗  小破断ＬＯＣＡ（Ｓ２Ｅ） 

過渡事象発生後の高圧注水及び低圧注

水による炉心冷却失敗 
高圧・低圧注水機能喪失（ＴＱＵＶ） 

過渡事象発生後の高圧注水による炉心

冷却失敗かつ減圧失敗 
高圧注水・減圧機能喪失（ＴＱＵＸ） 

外部電源喪失後の電源喪失 全交流動力電源喪失 

 

非常用ディーゼル発電機２台及び高

圧炉心スプレイ系が機能喪失状態

で，原子炉隔離時冷却系により炉心

冷却を継続するが，蓄電池が枯渇し

炉心損傷 

 

長期ＴＢ 

 

蓄電池の直流電源供給能力が喪失

し，非常用ディーゼル発電機２台の

起動に失敗し炉心損傷 

 

ＴＢＤ 

 

非常用ディーゼル発電機２台及び高

圧炉心スプレイ系の起動に失敗し，

さらに原子炉隔離時冷却系が機能喪

失し，原子炉が高圧で炉心損傷 

 

ＴＢＵ 

 

非常用ディーゼル発電機２台及び高

圧炉心スプレイ系の起動に失敗し，

さらにＳＲＶ再閉鎖により原子炉隔

離時冷却系が機能喪失し，原子炉が

低圧で炉心損傷 

 

ＴＢＰ 

過渡事象又はＬＯＣＡ発生後の原子炉

格納容器からの熱除去失敗 
崩壊熱除去機能喪失（ＴＷ） 

過渡事象又はＬＯＣＡ発生後の原子炉

停止失敗 
原子炉停止機能喪失（ＴＣ） 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発

生後の破断箇所隔離失敗 

格納容器バイパス 

（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

 



補足 1.1.1.e-1-1 

サポート系が一部故障している場合の評価 

 

 

サポート系が一部故障した場合にフロントライン系へ与える影響について，以

下に例示する。 

 

1．サポート系の一部故障により機能喪失する例（第 1図） 

高圧炉心スプレイ系の機能喪失に係るフォールトツリーを第 1図に示す。高圧

炉心スプレイ系の動作にはサポート系として，駆動用電源の区分Ⅲ交流電源，制

御用電源の区分Ⅲ直流電源，高圧炉心スプレイ系補機冷却系を必要とする。 

高圧炉心スプレイ系は，これらのうちが１つでも機能喪失すると高圧炉心スプ

レイ系機能喪失となる。 

 

2．サポート系の一部故障により機能喪失しない例（第 2図） 

自動減圧系の機能喪失に係るフォールトツリーを第 2図に示す。第 2図に示す

とおり，自動減圧系の動作にはサポート系として，区分Ⅰ直流電源（自動減圧系

Ｓ１信号用電源），区分Ⅱ直流電源（自動減圧系Ｓ２信号用電源）のいずれかの

電源を必要とする。 

したがって，自動減圧系の直流電源の両区分が機能喪失した場合には自動減圧

系が機能喪失するが，いずれか一方が機能維持していれば動作可能である。 

補足説明資料 1.1.1.e－1 



  

補足 1.1.1.e-1-2 

                    

第
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第
2
図
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起
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自
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減
圧
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自
動
起
動
信
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故
障
 

自
動
減
圧
系

 

Ｓ
１
起
動
リ
レ
ー

 

故
障
 

区
分
Ⅰ
直
流
電
源
 

機
能
喪
失
 

自
動
減
圧
系
 

Ｓ
２
自
動
起
動
信
号
 

故
障
 

自
動
減
圧
系
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２
起
動
リ
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故
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区
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直
流
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機
能
喪
失
 

Ｏ
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Ｏ
Ｒ
 

Ａ
Ｎ

Ｄ
 



補足 1.1.1.e-2-1 

スクラム系（機械系）における原子炉停止失敗の定義 

 

 

今回のＰＲＡでは，スクラム（機械系）故障の定義を「原子炉を未臨界状態に

できないこと」としている。そのため，制御棒挿入の失敗については，隣接４本

（４本直列を除く）の制御棒の挿入に失敗すると未臨界を確保できないという評

価に基づき，隣接する４本以上の制御棒の挿入に失敗する確率としている。隣接

４本の制御棒挿入失敗確率について以下に示す。 

 

1．制御棒１本当たりの故障確率 

制御棒の挿入失敗確率は，6.5×10－９（／時間）であり，２週間ごとに実施さ

れる制御棒挿入引抜試験により機能確認されるため，制御棒１本当たりの故障確

率 PCRDは以下となる。 

PCRD＝制御棒挿入失敗確率×試験間隔／２ 

＝6.5×10－９（／時間）×336（時間）／２ 

＝1.1×10－６（／要求時） 

 

2．共通原因故障 

共通原因故障率に関しては，ＷＡＳＨ－1400の制御棒共通原因故障確率推定に

用いられた考えを基に，故障のうち 10％が共通原因故障に関連するものとする。

そのうちの 10％が解析対象とする共通原因故障であるとする。これにより，β値

は 0.01 となる。高次の共通原因故障ファクタについては，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－

4550で使用されている以下の式を用いる。 

βi＝（１＋βi－１）／２ 

上記の式により，β2＝0.01，β3＝0.51，β4＝0.75となる。よって，制御棒４

本挿入失敗の共通原因故障ファクタは，以下の値となる。 

Πi＝２βi＝β２×β３×β４ 

＝0.01×0.51×0.75 

＝3.8×10－３ 

 

3．βファクタ補正係数 

特定の制御棒１本挿入失敗時における制御棒４本の挿入失敗確率は，島根２号

炉の 137本の制御棒のうちその特定の１本を除く，（137－１）本の制御棒のうち，

制御棒（４－１）本の組合せ 137－１Ｃ４－１通りとなる。制御棒４本の挿入失敗の

全組合せが 137Ｃ４通りあるため，βファクタ補正係数は以下の式になる。 

βファクタ補正係数＝137Ｃ４／137－１Ｃ４－１ 

 

4．隣接４本制御棒挿入失敗の組合せを勘案した補正係数 

隣接４本制御棒挿入失敗の組合せは，核・熱的に厳しいＬ字型隣接制御棒の組

補足説明資料 1.1.1.e－2 

４ 
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合せに着目し，その他の隣接制御棒の組合せは出力の点で問題ないため除外する

と，第 1図に示すように１本あたり 17通りになる。島根２号炉の制御棒本数 137

本に対し，137本×17 通り＝2,329通りとなる。 

制御棒４本挿入失敗の全組合せは 137Ｃ４通りあるため，隣接４本制御棒挿入失

敗の組合せを勘案した補正係数は以下の値となる。 

Ｃ４＝隣接４本制御棒挿入失敗の組合せを勘案した補正係数 

＝隣接４本制御棒挿入失敗の組合せの割合×βファクタ補正係数 

＝（2,329／137Ｃ４）×（137Ｃ４／137－１Ｃ４－１） 

＝2,329／137－１Ｃ４－１ 

＝2,329／410,040 

＝6.0×10－３（切上げ） 

 

5．隣接制御棒４本挿入失敗確率 

隣接４本制御棒挿入失敗確率は以下の値になる。 

Ｐ４CCF＝隣接４本制御棒挿入失敗の組合せを勘案した補正係数×制御棒４本挿

入失敗の共通原因故障ファクタ×制御棒１本当たりの故障確率 

＝Ｃ４×Πi＝２βi×ＰCRD 

＝6.0×10－３×3.8×10－３×1.1×10－６ 

＝2.5×10－11（／要求時） 

４ 
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第 1 図 隣接制御棒４本のパターン（17 通り） 
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フォールトツリーの作成における仮定について 

 

 

フォールトツリーは，設定された成功基準を基に頂上事象を明確にし，系統の

機能喪失に至る原因を組み合わせることによって作成する。 

フォールトツリー作成に当たっての主な仮定を以下に示す。 

 

○ Ｐ＆ＩＤ等を用いて，系統のバウンダリを明確にする。 

○ 口径比が１／４※ 以下のラインへの流出喪失は考慮しない。 

○ 個別の機器のバウンダリは，国内で一般的に使用されている定義を用いた。 

○ 配管の閉塞を考慮するが，配管及び弁の破損によるリークは考慮しない。 

○ 系統自動起動のバックアップ操作は考慮しない。 

○ ポンプ室空調機を必要とする。（フォールトツリーにおいて評価） 

 

※ 流出流量は十分に小さく，機能喪失には至らないと考えられる口径比（１／４以下（口径

面積比は１／16以下））を設定している。なお，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－6850にはスクリーニ

ング基準の例として流路面積比１／10の記載がある。 
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保安規定上許容されない複数の緩和設備の待機除外を 

評価上除外するモデル化方法について 

 

 

緩和設備のフォールトツリーでは，メンテナンスによる待機除外確率をモデ

ル化しているため，事故シーケンスの定量化の際，保安規定上許容されない複

数の緩和設備を同時に待機除外にする組合せのカットセットが含まれることに

なる。そのため，ＰＲＡの計算において，禁止している同時メンテナンスの組

合せをカットセットの組合せから除外する処理をＷｉｎＮＵＰＲＡにて実施し

ている。同時メンテナンスを除外する処理の概念図を第1図に示す。 
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第 1図 同時メンテナンスを除外する処理の概念図 

 非隔離事象×水位トランスミッタ×ＨＰＳＷポンプ 

 非隔離事象×水位トランスミッタ×ＨＰＣＷ／ＨＰＳＷメンテナンス 

 外部電源喪失×水位トランスミッタ×ＤＧ－Ｈ 
・ 

・ 

・ 

 非隔離事象×ＲＣＩＣメンテナンス×ＨＰＣＳメンテナンス×ＲＨＲ－

Ａポンプ×ＲＨＲ－Ｂポンプ 
・ 

・ 

・ 

 ＲＣＩＣメンテナンス×ＨＰＣＳメンテナンス 

 ＬＰＣＳメンテナンス×ＬＰＣＩ－Ａメンテナンス 

 ＬＰＣＳメンテナンス×ＬＰＣＩ－Ｂメンテナンス 
・ 

・ 

・ 

 非隔離事象×水位トランスミッタ×ＨＰＳＷポンプ 

 非隔離事象×水位トランスミッタ×ＨＰＣＷ／ＨＰＳＷメンテナンス 

 外部電源喪失×水位トランスミッタ×ＤＧ－Ｈ 
・ 

・ 

・ 

 

保安規定上許容されない同時メンテナンスについては運用上実施されず，

プラントの状態として存在しないため，それらを除外したカットセットが

最終的な出力結果となる 

フォールトツリーから求めるカットセットの組合せ 

保安規定上許容されないメンテナンスの組合せにより， 

同時メンテナンスの組合せを除外 
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非常用ディーゼル発電機の故障率について 

 

島根原子力発電所２号炉の適合性審査のＰＲＡにおける機器故障率データは，

広く議論され認知されたものである国内故障率データを使用している。非常用

ディーゼル発電機の機器故障率データに係る次の項目について分析し，その結

果を踏まえて感度解析を実施し，その影響を確認した。 

・非常用ディーゼル発電機機器故障率データについて 

・プレコンディショニング実施状況について 

 

1．非常用ディーゼル発電機機器故障率データについて 

機器故障率データについて，近年の非常用ディーゼル発電機トラブル状況の影

響及び国内故障率データと米国故障率データとの差異について以下のとおり確

認した。 

(1) 近年の非常用ディーゼル発電機トラブル状況の影響について 

2018 年 7 月に設立された「原子力エネルギー協議会」（Atomic Energy 

Association 英語略号：ＡＴＥＮＡ）から発行された技術レポート[１]には，

非常用ディーゼル発電機に係るトラブル等情報の調査分析，課題の検討及び

改善策が取りまとめられている。この非常用ディーゼル発電機不具合事象の

傾向分析にて，2003年４月から 2019 年２月までの傾向を分析しており，非常

用ディーゼル発電機関連の事象発生件数の傾向は福島第一原子力発電所事故

の影響で国内原子力発電所が順次長期停止に入った 2011年度以降において法

令報告事象は数件程度で推移し，2016 年度以降は事故前と同水準の件数で推

移しており，結果として，法令報告事象全体の件数から見た非常用ディーゼ

ル発電機関連の法令報告事象の件数の割合が高くなっているとしている（第 1

図）。 

非常用ディーゼル発電機故障の年度ごとの発生件数は，2007 年度にはピー

クが見られ前後の年度で発生した事象の件数と比較して多くなっているとい

った，若干のばらつきがあるが，おおむね回帰直線の上にのっているため，

故障率の観点では各年度でおおむね同様の傾向を示しているとされている

（第 2図及び第 3図）。 

(2) 米国故障率データ 

米国では，原子力発電運転協会（ＩＮＰＯ）が管理する保守規則，ＭＳＰ

Ｉ及びＲＯＰ等をサポートするデータベースを基に，ＮＲＣが米国故障率デ

ータを公表している。 

国内故障率データと米国故障率データにおける非常用ディーゼル発電機故

障率（起動失敗）は第 1 表のとおりであり，定期試験等の際に機器が供用中

と同じ状態であることが推奨されている米国[２][３]の非常用ディーゼル発電機

故障率は，国内故障率データに対して約２倍となっている。なお，継続運転

失敗については，米国故障率データが起動に失敗したデータと起動成功後に
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故障したデータを区別して計算しているのに対し，国内故障率データではこ

れらを区別せずに計算しており，同等の比較対象とならないと考えられる。 

 

2．プレコンディショニング実施状況について 

(1) 島根原子力発電所２号炉における非常用ディーゼル発電機に係るプレコン

ディショニングの実施状況 

島根原子力発電所２号炉では，非常用ディーゼル発電機の定期試験及び定

期事業者検査において，起動前のプレコンディショニングを実施している。 

(2) プレコンディショニング中に発生した故障の扱い 

プレコンディショニング中に発生した故障事象は，故障の判定基準上，故

障として扱われる仕組みになっており，実際，島根原子力発電所２号炉にお

いてもプレコンディショニング中に生じた不具合事象が故障として収集され，

原子力発電所信頼性データシステムに登録されている。具体的な事例を第 2

表に示す。 

なお，定期検査時の分解点検において故障を発見した時でも供用中に発生

していた場合は，故障が発見された時点に起動又は作動要求があったものと

して故障事象として収集している。 

(3) 島根原子力発電所２号炉における非常用ディーゼル発電機のプレコンディ

ショニングと故障率について 

上記のとおり島根原子力発電所２号炉では非常用ディーゼル発電機の起動

前にプレコンディショニングを実施しているが，国内故障率データにおいて

はプレコンディショニング中の故障件数も計上されるようになっている。ま

た，島根原子力発電所２号炉の非常用ディーゼル発電機故障実績について，

国内故障率データによる非常用ディーゼル発電機の 1.5×10－３（回／デマン

ド）を島根原子力発電所２号炉の故障実績でベイズ更新した場合，故障率は

1.8×10－３（回／デマンド）となり約 1.2倍の値となる。 

 

3．内部事象レベル１ＰＲＡに対する非常用ディーゼル発電機故障率の影響につい

て 

「１．非常用ディーゼル発電機機器故障率データについて」に示すように，

米国故障率データは国内故障率データに対して約２倍となっている。そこで，

島根原子力発電所２号炉の内部事象レベル１ＰＲＡについて非常用ディーゼル

発電機故障率を２倍にした場合の影響を確認するとともに，重要事故シーケン

ス選定への影響を確認した。非常用ディーゼル発電機故障率を２倍とした場合

の事故シーケンス別の炉心損傷頻度を第 3表及び第 4図に示す。 

(1) 内部事象運転時レベル１ＰＲＡの炉心損傷頻度への影響について 

・内部事象運転時レベルｌＰＲＡの炉心損傷頻度(6.2×10－６／炉年）は，非

常用ディーゼル発電機故障率を２倍にしても約 11％の増加（約 6.9×10－６

／炉年）にとどまった。 



補足 1.1.1.f-1-3 

・ 非常用ディーゼル発電機故障率に対して，事故シーケンスグループ別では，

全交流動力電源喪失の増加割合が最も大きく，炉心損傷頻度が約４倍とな

った。その他の事故シーケンスグループにおいても炉心損傷頻度が若干増

加する結果となった。事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に

対する非常用ディーゼル発電機故障率の影響について以下に示す。 

事故シーケンス「外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉

心冷却（ＨＰＣＳ）失敗」，「外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗

＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失

敗」及び「外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却失

敗」の炉心損傷頻度が約４倍となった。これらの事故シーケンスについて，

全交流動力電源喪失に至る主な要因は「非常用ディーゼル発電機（Ａ）,（Ｂ）

の共通原因故障」及び高圧炉心スプレイ系失敗要因としての「非常用ディー

ゼル発電機（Ｈ）の故障」であり，非常用ディーゼル発電機の故障率をそれ

ぞれ２倍としたことで，これらの主要な要因の発生確率が高くなり，炉心損

傷頻度が増加した。 

次に，事故シーケンス「外部電源喪失＋直流電源（区分１，２）喪失＋高

圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗」の炉心損傷頻度が約２倍となった。本事故シ

ーケンスでは，直流電源喪失（蓄電池（Ａ）・（Ｂ）の機能喪失）により非常

用ディーゼル発電機（Ａ）,（Ｂ）が起動不可能となるため，非常用ディーゼ

ル発電機（Ａ）,（Ｂ）の故障は本事故シーケンスの炉心損傷頻度に影響しな

い。高圧炉心スプレイ系について，外部電源喪失状態での高圧炉心スプレイ

系失敗の主な要因は「非常用ディーゼル発電機（Ｈ）の故障」である。非常

用ディーゼル発電機の故障率を２倍とした影響が「非常用ディーゼル発電機

（Ｈ）の故障」に対してのみ影響したため，炉心損傷頻度の増分は全交流動

力電源喪失の他の事故シーケンスとは異なり約２倍にとどまる結果となった。 

(2) 重要事故シーケンスの選定への影響について 

第 3 表に示すとおり，非常用ディーゼル発電機故障率に対して，大きな感

度を有する事故シーケンスグループは全交流動力電源喪失であり，それ以外

の事故シーケンスグループについては感度が小さいことを確認した。以上を

踏まえ，これらの感度を有する事故シーケンスグループについて，重要事故

シーケンス選定に対する影響を整理した。 

【全交流動力電源喪失】 

本事故シーケンスグループでは，機能喪失の状況が異なる４つの事故シー

ケンスすべてを重要事故シーケンスとして選定していることから，重要事故

シーケンス選定上の影響はない。 

【その他の事故シーケンスグループ】 

その他の事故シーケンスグループでは，余裕時間，設備容量，代表性の観

点で重要事故シーケンスを選定しているが，各事故シーケンスにおける炉心

損傷頻度の増加は小さく，また，相対的な大小関係は変わらないため，重要
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事故シーケンス選定上の影響はない。 

 

4．まとめ 

近年の非常用ディーゼル発電機のトラブル状況についてはＡＴＥＮＡの技術

レポートにより，故障率の観点では各年度でおおむね同様の傾向を示しており，

近年を対象として算出された故障率は米国で公開されている同故障率とおおむ

ね同等であることを確認した。島根原子力発電所２号炉では非常用ディーゼル発

電機のプレコンディショニングを実施しているが，国内故障率データにおいては

プレコンディショニング中の故障件数も計上されるようになっていることを確

認し，また国内故障率データに島根原子力発電所２号炉の非常用ディーゼル発電

機故障実績１件を反映した場合の故障率への影響についても確認した。また，島

根原子力発電所２号炉の内部事象レベル１ＰＲＡ及び重要事故シーケンス選定

について，国内故障率データと米国故障率データにおける非常用ディーゼル発電

機故障率の差異が約２倍であることを踏まえ，非常用ディーゼル発電機故障率を

２倍にした感度解析を実施し，影響がないことを確認した。 
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第 1 表 非常用ディーゼル発電機故障率の比較 

機器故障率データ 
国内故障率データ 

（一般機器故障率）[4] 

Component Reliability 

Data Sheet 2015[5] 

非常用ＤＧ故障率 

（回／デマンド） 
1.5E-03 2.9E-03 

 

第 2表 プレコンディショニング中の故障の取り扱い事例 

NUCIA通番「8876」 

 プラント 島根原子力発電所２号炉 

 件名 ２号機Ａ－ディーゼル機関Ｌ－１シリンダからの漏水 

 事象概要 定格電気出力運転中の5月11日定期試験であるＡ－ＤＥＧ発電機手動駆動試験準備でタ

ーニングを実施した際，Ｌ－１シリンダより漏水を確認したため試験を中止し，Ａ－Ｄ

ＥＧ機関を一旦待機除外にして，翌日，点検を行った。その後，手動起動試験を実施し，

漏水がないことを確認した。数日後，ターニング，エアーランニングを実施した際に，

再度霧状の漏水が認められたため，再度，待機除外にしてＬ－１シリンダ給気弁のパッ

キンを修理した。 

NUCIA通番「10689」 

 プラント 志賀原子力発電所２号炉 

 件名 志賀原子力発電所２号機の手動停止について 

 事象概要 志賀原子力発電所２号機は，第２回定期検査中の定格電気出力 1206MWe で調整運転中の

ところ，平成 21年 11月 12日，非常用ディーゼル発電設備Ａ号機の定例試験としてター

ニングを開始したところ，16時 03分にディーゼル機関のＢ列Ｎｏ.３シリンダのインジ

ケータ弁から潤滑油約 100cc が漏れ出したため，試験を中止することとし，同日 16 時

43 分に志賀原子力発電所原子炉施設保安規定に定める運転上の制限を満足していない

と判断した。 

 

第 3表 非常用ディーゼル発電機故障率を２倍とした場合の炉心損傷頻度 

事故シーケンスグループ 

炉心損傷頻度 

①ベースケース 
②感度解析 

(ＤＧ故障率２倍） 
②／① 

1 高圧・低圧注水機能喪失 3.3E-09 3.5E-09 1.1 

2 高圧注水・減圧機能喪失 5.1E-09 5.3E-09 1.0 

3 全交流動力電源喪失 2.7E-09 1.1E-08 4.0 

4 崩壊熱除去機能喪失 6.2E-06 6.8E-06 1.1 

5 原子炉停止機能喪失 6.4E-10 6.4E-10 1.0 

6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 4.3E-13 4.5E-13 1.0 

7 
格納容器バイパス 

（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 
3.3E-09 3.3E-09 1.0 

合計 6.2E-06 6.8E-06 1.1 
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第 4表 非常用ディーゼル発電機故障率を２倍とした場合の炉心損傷頻度

（事故シーケンス別） 

事故シーケンス 

グループ 
事故シーケンス 

炉心損傷頻度 

①ベース 

ケース 

②感度解析 

(ＤＧ故障率２倍) 
②／① 

1 
高圧・低圧注水 

機能喪失 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 3.0E-09 3.3E-09 1.1 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉

心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却失敗 
3.4E-11 3.6E-11 1.0 

手動停止＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 4.7E-13 4.9E-13 1.0 

手動停止＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉

心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却失敗 
1.5E-13 4.7E-13 3.2 

サポート系喪失＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 2.3E-10 2.3E-10 1.0 

サポート系喪失＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋

高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却失敗 
4.0E-12 4.0E-12 1.0 

2 
高圧注水・減圧 

機能喪失 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 4.0E-09 4.2E-09 1.1 

手動停止＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 5.7E-13 5.8E-13 1.0 

サポート系喪失＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 1.1E-09 1.1E-09 1.0 

3 
全交流動力 

電源喪失 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却

（ＨＰＣＳ）失敗 
2.7E-09 1.1E-08 4.0 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋圧力バウンダ

リ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗 
8.2E-12 3.2E-11 3.9 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却

失敗 
1.2E-11 4.5E-11 3.8 

外部電源喪失＋直流電源（区分１，２）失敗＋高圧炉心冷却（Ｈ

ＰＣＳ）失敗 
3.8E-12 6.8E-12 1.8 

4 
崩壊熱除去 

機能喪失 

過渡事象＋崩壊熱除去失敗 4.5E-06 4.6E-06 1.0 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 1.7E-11 1.9E-11 1.1 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋崩壊熱

除去失敗 
3.3E-08 3.3E-08 1.0 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉

心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋崩壊熱除去失敗 
3.6E-11 3.8E-11 1.0 

手動停止＋崩壊熱除去失敗 1.2E-08 1.7E-08 1.5 

手動停止＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 1.1E-14 1.1E-14 1.0 

手動停止＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋崩壊熱

除去失敗 
3.1E-11 4.5E-11 1.5 

手動停止＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉

心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋崩壊熱除去失敗 
1.7E-14 1.9E-14 1.1 

サポート系喪失＋崩壊熱除去失敗 1.2E-06 1.2E-06 1.0 

サポート系喪失＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 1.4E-10 1.4E-10 1.0 

サポート系喪失＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋

崩壊熱除去失敗 
3.8E-09 3.8E-09 1.0 

サポート系喪失＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋

高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋崩壊熱除去失敗 
3.7E-12 3.7E-12 1.0 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去失敗 5.4E-09 5.4E-09 1.0 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除

去失敗 
3.1E-14 3.1E-14 1.0 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去失敗 3.6E-09 3.6E-09 1.0 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除

去失敗 
3.8E-12 3.8E-12 1.0 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去失敗 3.6E-10 3.6E-10 1.0 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除

去失敗 
3.7E-13 3.7E-13 1.0 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗 4.4E-07 1.0E-06 2.3 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋圧力バウンダ

リ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗 
1.3E-09 3.0E-09 2.3 

外部電源喪失＋直流電源（区分１，２）失敗 6.3E-10 6.3E-10 1.0 

5 
原子炉停止 

機能喪失 

過渡事象＋原子炉停止失敗 6.4E-10 6.4E-10 1.0 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋原子炉停止失敗 8.7E-13 8.7E-13 1.0 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋原子炉停止失敗 5.8E-13 5.8E-13 1.0 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋原子炉停止失敗 5.8E-14 5.8E-14 1.0 

6 
ＬＯＣＡ時注水 

機能喪失 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心

冷却失敗 
2.8E-15 2.8E-15 1.0 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減

圧失敗 
5.7E-15 5.7E-15 1.0 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心

冷却失敗 
3.5E-13 3.6E-13 1.0 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減

圧失敗 
3.9E-14 3.9E-14 1.0 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心

冷却失敗 
3.4E-14 3.5E-14 1.0 

7 

格納容器バイパス 

（インターフェイス 

システムＬＯＣＡ） 

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 3.3E-09 3.3E-09 1.0 

合計 6.2E-06 6.8E-06 1.1 
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第 1図 法令報告事象の発生推移[1] 

 

 

第 2図 事象発生年度別推移（１台あたり）[1] 

 

 
第 3図 累積起動デマンド数に対する累積故障件数の傾向[1] 
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第 4図 非常用ディーゼル発電機故障率を２倍とした場合の炉心損傷頻度 

 



補足 1.1.1.f-2-1 

故障率データが整備されていない機器の故障率の扱い 

 

 

フォールトツリー解析の対象としている基事象のうち，機器故障に関するもの

については，機器故障率を入力する必要がある。 

平成４年ＡＭ計画当時のＰＲＡにおいては，海外故障率を採用していたが，そ

の後の国内原子力発電所における機器故障率データの整備状況を踏まえ，今回の

ＰＲＡにおいては，原子力安全推進協会（ＪＡＮＳＩ）の国内故障率データを引

用している。 

ここで，以下に示す機種については，国内故障率データに該当するデータがな

いことから，国内原子力発電所において調達・保守管理が行われている別の機種

の故障率を代用している。代用している機器ごとの代用品選定の考え方を第 1表

に示す。 

 

① 復水器機能喪失 → 熱交換器伝熱管破損 

伝熱管による熱交換部分を有するという機器構造の類似性（第 1図）や，伝熱

管の損傷という代表的な故障モードの類似性，また定期的に開放点検を行い必要

に応じ伝熱管に施栓を行うなどの保守の類似性から，熱交換器の故障率を代用し

ている。 

② 圧縮機起動失敗・継続運転失敗 → ファン／ブロワ起動失敗・継続運転失

敗 

気体を圧送するという機能の類似性，動的な回転部分を有するという機器構造

の類似性，起動失敗・継続運転の失敗といった故障モード，また定期的に分解点

検を行うなどの保守の類似性から，ファン／ブロワの故障率を代用している。 

③ 中性子束検出器機能喪失 → 放射線検出器機能喪失 

放射線を電流に変換してその大きさを測定するという測定原理や機器構造の

類似性，断線などの故障モードの類似性，定期的に機能確認を行うという保守の

類似性から，放射線検出器の故障率を代用させている。 

④ 制御弁（流量調整弁等）故障 → 空気作動弁作動失敗 

圧縮空気を駆動源として弁を動かすという機能の類似性，弁体上部に駆動部を

有するという構造の類似性（第 2図），定期的に分解点検を行うなどの保守の類

似性から空気作動弁の故障率を代用している。 

  

補足説明資料 1.1.1.f－2 



補足 1.1.1.f-2-2 

本評価において，国内故障率データから故障率を代用した機器について，他の

データベースを調査し，故障率の有無及び故障率が掲載されている場合はその代

用の可能性について検討した。調査結果を第 2表に示す。 

圧縮機の故障率について，他のデータベースと今回代用した国内故障率データ

のファン／ブロワの故障率を比較すると，10１～10３倍程度他のデータベースの方

が高い値を示している。データベース間の傾向を確認する観点から，ファン／ブ

ロワの故障率について，他のデータベースと比較すると，10１～10２倍程度他のデ

ータベースの方が高い値を示している。 

同じ機器（ファン／ブロワ）で比較しても他のデータベースの方が高い傾向が

あることから，圧縮機のみ他のデータベースの値を採用することは，全体的なリ

スクの傾向を把握するうえでバランスを欠いた評価となるおそれがあり，適切で

はないと考えられる。 

なお，国内故障率データに該当するデータがない機器については，データの整

備が今後の課題である。現在，原子力安全推進協会（ＪＡＮＳＩ）にて，当該デ

ータの整備に関する取り組みが検討されていることから，本取り組みによるデー

タが得られた際には，その活用を検討する。 
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中性子束検出器のモデル化について 

 

 

原子炉保護系によって原子炉スクラム信号が発せられるが，その信号の一つと

して中性子束高スクラム信号があり，下図に示すとおり平均出力領域計装（ＡＰ

ＲＭ）より発せられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉保護系のフォールトツリーでは，中性子束高スクラム信号に係る失敗要

因として，ＡＰＲＭに代表させることでモデル化し，局部出力領域計装（ＬＰＲ

Ｍ）まではモデル化していない。 

ＡＰＲＭは，ＣＨ－１～６の６チャンネルで構成される。各チャンネルに入力

されているＬＰＲＭ信号は，運転員によって日常的に監視されており，ＬＲＰＭ

に故障が発生した場合には，運転員によって故障したＬＰＲＭをバイパスするこ

とができる。さらに，バイパス可能数を超えるＬＰＲＭの故障が発生したとして

も，ＡＲＰＭのＡ系及びＢ系において１チャンネルのバイパスも可能である。 

このため，ＬＰＲＭの故障が中性子束高スクラム信号に与える影響は小さく，

今回のＰＲＡでは中性子束検出器はモデル化していない。 

補足説明資料 1.1.1.f－3 

ＡＰＲＭ－Ｂ系 

ＣＨ－４，５，６ 
ＬＰＲＭ検出器 

ＬＰＲＭ回路 

14×３ch 

中性子束高 

ＬＰＲＭ検出器 
ＡＰＲＭ－Ａ系 

ＣＨ－１，２，３ 

ＬＰＲＭ回路 

17×３ch 

Ａ系 

Ｂ系 
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保守作業に伴う待機除外の考え方と実績との比較 

 

 

1．保守作業による待機除外確率 

保守作業による待機除外確率は，系統ごとに機器を選定し，下記の式を用いて

評価している。 

 


i

muimuimu Tq )( ・λ  

λmui：試験等によって異常の発見が可能な機器 iの異常発生率（保守頻度） 

Ｔmui：機器 i の平均修復時間 

 

(1) 機器の保守頻度について 

機器の保守頻度λmuiについては，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－2815を参考に，機器

故障率の10倍を用いる。この理由は，機器の故障（機能喪失）だけでなく軽

微の異常（例えば，弁の小リークや油漏れ）でもメンテナンスを行うことが

あり，保守頻度は故障率に比較して高いと考えられるためである。 

(2) 平均修復時間について 

故障率の平均修復時間Ｔmuiについては，第1表に示す時間を使用している。 

(3) 待機除外確率を考慮する機器の考え方 

故障率の保守作業による待機除外確率は，系統ごとに算出している。待機

除外確率の計算に考慮する機器は，ＰＲＡモデルにおいて考慮した機器のう

ち，定例試験にて不具合が発見される可能性のある機器を対象としている。

以下の場合には対象から除外した。 

・プラント運転中の試験にて軽微な異常を検出できない機器（定例試験での

確認対象として明確になっていない機器） 

・該当する機器の故障モードのうち，他の故障モードと比較して故障率が小

さいもの（故障率が大きい故障モードを10倍していることで評価の保守性

は保たれると判断） 

 

2．待機除外を評価するうえで対象とした機器 

(1) 機器の選定方法 

待機除外確率（メンテナンスによる使用不能確率）を求める際に考慮する

機器は以下の方法により選定した。 

・定期試験要領書において，定期試験を実施しているポンプ，電動弁及び試

験可能逆止弁等の試験手順を確認して，対象機器を選定する。なお，プラ

ント運転中の待機除外を前提としているため，原子炉格納容器内の機器及

びプラント継続運転を阻害する機器は除く。 

・開閉試験を実施しない電動弁についても，系統試験を実施する過程で機能

補足説明資料 1.1.1.f－4 



 

 

補足 1.1.1.f-4-2 

を確認できるものは対象とする。また，開閉試験を実施しない電動弁につ

いては駆動部の故障を確認できないため手動弁の機器故障率で計算する。 

・冗長配備により系統を待機除外することなく修復できる機器は，対象から

除く。 

・安全系の機能に直接的な影響を与えない間接関連系の設備は，対象から除

く。 

(2) 具体的な例 

待機除外確率の算出方法に係る具体的な例として，低圧炉心スプレイ系  

（第 1図）の例を以下に示す。算出結果を第 2表に示す。 

・電動ポンプ 

 

・電動弁 

 

 

・逆止弁 

 

・試験可能逆止弁 

  

 

 

・手動弁 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

 

補足 1.1.1.f-4-3 

 

・配管／オリフィス 

 

・ファン／ブロアー 

 

・遮断器 

 

3．保守作業による待機除外確率の妥当性 

1．の評価方法を用いて算出した主な系統の待機除外確率及び国内ＢＷＲ待機

除外データを用いて評価した待機除外確率（以下「国内ＢＷＲ待機除外確率」と

いう。）を第3表に示す。第3表における国内ＢＷＲ待機除外確率は，ＮＵＣＩＡ

に登録されている1998年～2007年の国内ＢＷＲプラント（非常用ディーゼル発電

機はＰＷＲを含む。）の系統の待機除外回数，総待機除外時間，延べプラント運

転時間から算出されたものである。第3表から，今回のＰＲＡにおける待機除外

確率は，国内ＢＷＲ待機除外確率と同程度となっている。したがって，本評価に

用いた待機除外確率は妥当であると考えられる。 

 

4．非常用ディーゼル発電機の平均修復時間に係る最新のデータについて 

電中研報告書において，ＮＵＣＩＡに登録されている1998～2007年度における

国内データから整理された非常用ディーゼル発電機の待機除外データは，延べプ

ラント運転時間（国内ＰＷＲとＢＷＲの合計値）2,740,393.4時間に対し，待機

除外回数32回，総待機除外時間1,525.1時間とされている。ここから計算される

待機除外１回あたりの待機除外時間は約48時間となり，本評価で用いている平均

修復時間20時間の２倍以上となっている。しかし，平均修復時間を48時間に変更

して非常用ディーゼル発電機の非信頼度（外部電源喪失時）を計算すると，評価

値は から となり， の増加となる。しかしながら，

仮に の待機除外確率を用いたとしても，非常用ディーゼル発電機のシ

ステム信頼性（フォールトツリー分析）において，支配的な要因は非常用ディー

ゼル発電機の機械的故障 であり，待機除外確率を用いている基事象

が支配的とはならないことから，今回のＰＲＡの結果に与える影響は小さいと考

えられ，シーケンス選定の結果に与える影響はないと考える。 
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第 1表 平均修復時間データ 

機器 
平均修復時間 

（時間） 
出典 備考 

ポンプ 19 ＷＡＳＨ-1400 
残留熱除去系等 

安全系に対する値 

弁 ７ ＷＡＳＨ-1400 同上 

非常用ディーゼル

発電機 
20 国内実績 

1979年６月から 

1986年３月まで 

のデータに基づく 

 

第 2表 低圧炉心スプレイ系の待機除外確率の算出 

機種 故障モード 故障率λ 
平均修復

時間Ｔ 
機器数 

待機除外 

確率※ 

電動ポンプ

（非常用待

機，純水） 

起動失敗 1.3E-07  

継続運転失敗   

電動弁（純水） 

作動失敗 4.8E-08  

誤開又は誤閉 2.5E-09 

閉塞 9.7E-09 

外部リーク 2.5E-09  

内部リーク 4.1E-09 

逆止弁 

開失敗 7.1E-09  

閉失敗 3.4E-08 

外部リーク 2.8E-09  

内部リーク 7.1E-09 

手動弁 

開閉失敗 8.3E-09  

閉塞 8.5E-09 

外部リーク 1.7E-09 

内部リーク 3.7E-09 

合計 4.3E-05 

※：計算式 10×λＴ×機器数 
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第3表 保守作業による待機除外確率の比較 

系統 
今回のＰＲＡにおける 

待機除外確率 

国内ＢＷＲ 

待機除外確率※ 

非常用ディーゼル発電機 5.6E-04 

原子炉隔離時冷却系 7.4E-04 

低圧炉心スプレイ系 1.5E-04 

Ａ／Ｂ－残留熱除去系 3.1E-05 

Ｃ－残留熱除去系 3.8E-05 

 ※「ベイズ統計学に基づくアンアベイラビリティ推定法の開発－新しい推定理論

と国内ＢＷＲ待機除外データを用いた推定例－研究報告：Ｌ08009」，平成21年

５月，財団法人電力中央研究所 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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共通原因故障パラメータを適用している系統 

 

 

今回のＰＲＡでは，系統の信頼度を基本的にフォールトツリーで評価している。

また，今回のＰＲＡでは，共通原因故障をポンプ，弁，計測制御機器等の機器に

対して適用している。 

残留熱除去系，非常用電源等の多重化された系統をフォールトツリーでモデル

化する場合は，上記のポンプや弁等の機器について，基本的に多重化された複数

の系統が共通原因故障の要因をもつ同種の機器を用いているものとして，系統間

の共通原因故障を適用している。 

高圧炉心スプレイ系や原子炉隔離時冷却系等，系統として多重化されていない

ものについても，起動／停止に係わる信号系の共通原因故障をモデル化している。 

このように，基本的にすべての系統について，系統内あるいは系統間のいずれ

か又は両方で共通原因故障を適用している。各系統において共通原因故障を考慮

している機器の例を第1表に示す。 

補足説明資料 1.1.1.f－5 
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第1表 各系統において共通原因故障を考慮している機器の例 
系統又は機能の名称 共通原因故障を考慮している機器の例 
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共通原因故障に関するＭＧＬパラメータ適用の考え方 

 

 

1．共通原因故障の同定 

システム内において，同一又は異なる区分間で，多重性を持たせるために用い

られる機器については，レベル１ＰＳＡ学会標準に基づき，(1)共通原因故障の

発生要因，(2)静的機器及び動的機器の故障モードを考慮し共通原因故障を同定

している。各項の説明を以下に示す。 

 

(1) 共通原因故障の発生要因 

共通原因故障をモデル化する際には，共通原因故障のモード及び共通原因

故障を考慮する機器グループ（Commom Cause Component Group：ＣＣＣＧ）※

を第 1 図に示す同定フローに従って設定している。また，これらの設定に際

しては第 1 表に照らして，機器の型式，機器の機能及び試験・保守の手順に

より整理しており，メーカの相違した機器についても，同様の方法で同定を

行う。 

なお，今回のＰＲＡにおいて，共通原因故障の範囲でメーカの相違する機

器は抽出されていない。 

 

※ＣＣＣＧ：共通原因故障機器グループのことで，共通原因故障の対象とな

る系統又は機器の組合せのこと。数値は共通原因故障を考慮す

る機器総数を示す。 

 

(2) 静的機器及び動的機器の故障モード 

静的機器及び動的機器の故障モードによって，共通原因故障の可能性は異

なると考えられる。したがって，これらを区別して共通原因故障の適用性を

検討した。 

静的機器については，動的な動作要求がないため，複数同時に機能を喪失

する可能性は比較的低いと考えられるが，事故シーケンスへの寄与割合が大

きい重要な機器として蓄電池を考慮することとした。このほかの静的機器に

ついては，

 

動的機器については，動的故障モードと静的故障モードに区別して検討す

る。動的故障モードとはポンプの起動失敗，弁の開失敗等であり，静的故障

モードとは弁のリーク，閉塞等である。動的機器の故障モードは，共通原因

故障の発生する可能性が比較的高いと考えられることから，動的機器の動的

故障モードに対しては共通原因故障を考慮する。電動弁の閉塞等，動的機器

補足説明資料 1.1.1.f－6 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.1.f-6-2 

の静的故障モードはこれに該当しない。 

 

 

2．本評価で用いた共通原因故障パラメータ 

共通原因故障をモデル化する機器及び故障モードに適用可能なパラメータを

設定する。共通原因故障パラメータとしては，βファクタモデル，ＭＧＬモデル，

αファクタモデル，ＢＦＲモデルが比較的広く使用されているが，冗長性が高い

系の解析に対応しており，原子力プラントにおいて広く使用実績のある共通原因

故障パラメータであるＭＧＬモデルを使用している。 

評価に用いたパラメータを第 2表に示す。これらのパラメータはＮＵＲＥＧ等

の文献を基に設定している。 

共通原因故障パラメータについては，機器故障と同様に，国内プラントの実績

に基づくデータを本来は使用すべきである。しかし現時点では，国内データに基

づいて整備されたものはなく，海外のＰＲＡで使用された実績のあるβファクタ

及びγファクタを使用して評価している。 

また，データ引用の例として，ポンプのβファクタの算出方法を第 3 表に示

す。

βファクタを 0.039

と算出している。 

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ-1205 は，ＬＥＲの電動ポンプ共通原因について分析し，共

通原因データを求めている。このデータベースでは，ポンプの継続運転のデータ

は常用ポンプのデータとなり，非常用炉心冷却系のような待機系のポンプに対す

る継続運転のデータがないため，起動失敗と継続運転失敗の故障モードごとに分

析が実施されていない。したがって，起動失敗と継続運転失敗で同じβ値を使用

している。 

 

3．共通原因故障パラメータの適用における故障モードの考慮 

共通原因故障パラメータについて，今回のＰＲＡでは従前より適用実績のある

海外文献に基づくデータを用いた。一方で，故障モードごとに共通原因故障パラ

メータを示している文献として，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5497 の改訂版である「CCF 

Parameter Estimations 2010」があることから，記載されている共通原因故障パ

ラメータを用いて感度解析を行った。第 4表に現状のモデルで使用している共通

原因故障パラメータと「CCF Parameter Estimations 2010」に記載されている共

通原因故障パラメータを示す。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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感度解析の結果，全炉心損傷頻度は，ベースケースで 6.2×10－６／炉年，感度

解析ケースで 3.2×10－６／炉年となるが，支配的な事故シーケンスはベースケー

スと同じく崩壊熱除去機能喪失となった。第 2図に事故シーケンスグループ別の

炉心損傷頻度を示す。 

支配的な事故シーケンスである崩壊熱除去機能喪失について，除熱機能喪失に

おける上位のカットセットに原子炉補機冷却系又は原子炉補機海水系ポンプの

共通原因故障がある。これらのポンプの共通原因故障の割合を示すβ×γ×δの

値を比較すると，ベースケースでは 2.0×10－２，感度解析ケース（継続運転失敗，

ＣＣＣＧ－４）では 2.3×10－３と約１／10 に低下する。この差のために，原子炉

補機冷却系／原子炉補機海水系ポンプ継続運転失敗共通原因故障の確率が小さ

くなり，崩壊熱除去機能喪失における炉心損傷頻度が低下した。炉心損傷頻度は，

ベースケースのエラーファクタの幅の中に含まれていることから，ＮＵＲＥＧ／

ＣＲ－5497の改訂版である「CCF Parameter Estimations 2010」のパラメータを

用いた場合は炉心損傷頻度が低下するものの，ベースケースと比較して大きな差

はないと考える。 
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第 1表 ＣＣＦを考慮する際に参考になる属性 

属性 例 

機器の型式 電動弁，電動ポンプ，空気作動弁 

機器の機能 系統隔離，パラメータの検知 

機器の製作者 － 

機器の内的環境 温度，圧力，流量 

機器の外的環境 温度，湿度，ほこり 

機器の運転モード 常時開又は閉，常時作動又は待機 

試験・保守の手順 
共通原因故障を引き起こす可能性のある試験・保守

の手順と特徴 

 

 

 

第 2表 共通原因故障ファクタ 

 

機器タイプ βファクタ γファクタ 出典 

ポンプ 3.9E-02 5.2E-01 ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1205 Rev.１ 

弁 1.3E-01 5.7E-01 ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1363 Rev.１ 

非常用ディー

ゼル発電機 
2.1E-02 － ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1150 

計装／制御 

機器 
8.2E-02 6.7E-01 ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－2771 

リレー 5.0E-02 1.0E-01 ＳＥＣＹ－83－293 

蓄電池 8.0E-03 － 
ＮＵＲＥＧ－1150 

（ＮＵＲＥＧ－0666 に基づき評価） 
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第 3表 ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1205 table 10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4表 文献の共通原因故障ファクタ 

機器 ファクタ β γ δ 

ポンプ 

継続運転失敗ＣＣＣＧ－２

CCCG-2 

3.36E-02 － － 

継続運転失敗ＣＣＣＧ―３ 4.14E-02 1.83E-01 － 

継続運転失敗ＣＣＣＧ―４ 4.30E-02 3.43E-01 1.56E-01 

起動失敗ＣＣＣＧ―２ 2.45E-02 － － 

起動失敗ＣＣＣＧ―３ 2.31E-02 4.18E-01 － 

起動失敗ＣＣＣＧ―４ 2.27E-02 4.49E-01 3.56E-01 

電動弁 

開閉失敗ＣＣＣＧ―２ 9.46E-03 － － 

開閉失敗ＣＣＣＧ―３ 1.05E-02 2.12E-01 － 

開閉失敗ＣＣＣＧ―４ 1.22E-02 2.43E-01 2.57E-01 

逆止弁 
開失敗ＣＣＣＧ―２ 0.00E+00 － － 

開失敗ＣＣＣＧ―３ 0.00E+00 0.00E+00 － 

非常用ディー

ゼル発電機 

起動失敗ＣＣＣＧ―２ 1.08E-02 － － 

継続運転失敗ＣＣＣＧ－２

CCCG-2 

2.24E-03 － － 

蓄電池 ＣＣＣＧ―２ 0.00E+00 － － 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1図 共通原因故障同定のフロー 

 

 

 

 

 

炉心損傷の緩和機能で分類 

共通原因故障の除外 

機器の型式で分類 

共通原因故障を考慮しない 

機器の機能で分類 

試験・保守で同一の手順書に記載 

冗長性がない 

明確な理由で除外 

型式が異なる 

機能が異なる 

一致度が低い 

評価対象機器 

共通原因故障を考慮 
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人間信頼性解析ツリーによる人的過誤の分析例 

 

 

今回のＰＲＡにおいて評価した人的過誤「自動減圧系の手動起動」を代表例と

して，ＨＲＡイベントツリー（第 1 図）による人的過誤確率の算出について以下

に説明する。 

 

1．操作内容 

運転員によって原子炉の手動減圧操作を行う。 

 

2．操作手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．余裕時間 

余裕時間は，過渡事象(全給水喪失)の発生後，高圧注水に失敗し自動減圧も行

われない場合に炉心損傷に至るまでの時間に余裕を見込んで 30 分とする。 

 

4．追加の指示や過誤回復の可能性 

 

 

 

  

補足説明資料 1.1.1.g－1 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1図 自動減圧系の手動起動のＨＲＡイベントツリー 

 

第 1表 ＨＲＡイベントツリーの各分岐確率 

手動起動失敗確率  

 

 

 

   

  

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.1.g-1-3 

過誤確率計算シート ① 

 

第２表 原子炉減圧の認知に失敗する 

 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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過誤確率計算シート ② 

 

第 3表 原子炉減圧の操作に失敗する 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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過誤確率計算シート ③ 

 

第 4表 複数警報に基づく過誤回復に失敗する（第 8表，第 11表参照） 

 

第 5表 他運転員による過誤回復に失敗する（第 8表，第 11表参照） 

 

第 6表 当直長による過誤回復に失敗する（第 8 表，第 11 表参照） 

 

 

 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 8表 異常事象対応に参加できる運転員及び助言者の数と 

人的従属性のレベル（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ-1278から抜粋）
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第 9表 手動操作のコミッションエラー確率の例 

（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ-1278より抜粋） 
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第 10表 ストレスと熟練度によるＨＥＰへの補正係数 

（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ-1278から抜粋） 
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第 12表 エラーファクタ推定ガイドライン 

（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ-1278から抜粋） 
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起因事象発生前の人的過誤として評価した事例の抽出過程 

 

 

起因事象発生前の人的過誤については，起因事象発生前に本来の待機状態と異

なる状態になっている確率を評価することを目的として，該当する人的過誤を以

下のように抽出した。 

 

1．起因事象発生前人的過誤の抽出 

起因事象発生前の人的過誤の抽出においては，フォールトツリーでモデル化さ

れているすべての待機機器を対象として，運転操作手順書類（定期試験要領書等）

の確認を実施し，操作・作業等を抽出した。なお，操作が直接発生しない機器（リ

レー，逆止弁等），静的機器（ストレーナ，オリフィス等）は対象外とする。 

また，レベル１ＰＳＡ学会標準に基づいて人的過誤のモードとして，以下を考

慮した。 

－ 待機状態又は運転状態への復旧 

－ 起動信号又は設定点の復旧，再設定 

－ 通電状態への復旧 

 

2．人的過誤のスクリーニング 

当社起因事象発生前の人的過誤の除外規定は，以下に示すとおり設定している。 

除外規定Ⅰ：試験中において自動的にオーバーライドする機器となるもの。 

除外規定Ⅱ：中央制御室にて機器の状態表示が確認でき，その状態が日常的

に確認され，かつ中央制御室からの調整が可能なもの。 

除外規定Ⅲ：保守後の機能試験により誤調整が明らかになるもの。 

除外規定Ⅳ：チェックリストによる独立した機器の状態確認があるもの。 

除外規定Ⅴ：機器の状態確認が頻繁に実施されているもの。 

（１回／運転直の巡視点検等） 

 

当社ＰＲＡにおける起因事象発生前の人的過誤の除外規定は，レベル１ＰＳＡ

学会標準の本文の例示，解析を含めた５項目のスクリーニング事例を参考に設定

している。また，リスク情報を活用した規制において，米国ＮＲＣが策定したＰ

ＲＡの品質確保に係る規制指針「ＲＧ1.200」※の関連でまとめられているＮＵＲ

ＥＧ－1792「Good Practices for Implementing Human Reliability Analysis(HRA)」

（以下「ＮＵＲＥＧ－1792」という。）は，ＨＲＡのレビュー等に用いるために

作成されており，その中には起因事象発生前の人的過誤の５項目のスクリーニン

グ事例（良好事例）が記載され，当社はこれらも参考に除外規定を設定している。 

当社の起因事象発生前の人的過誤の除外に関する整理結果の詳細については，

第 1表に示すとおりである。 

当社の除外規定Ⅰ～Ⅲ，Ⅴについては，レベル１ＰＳＡ学会標準の解説とＮＵ

補足説明資料 1.1.1.g－2 
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ＲＥＧ－1792 のスクリーニング事例のそれぞれ４つがほぼ同等内容となってお

り，これらを参考に設定している。 

当社の除外規定Ⅳについては，レベル１ＰＳＡ学会標準の本文の例示とＮＵＲ

ＥＧ－1792のスクリーニング事例を参考に，それぞれの事例を独立性のチェック

の観点で整理した。除外規定Ⅳの具体的な設定に当たって，参考としたレベル１

ＰＳＡ学会標準の本文の例示は，「試験や保守を実施した後に，機器を待機状態

又は運転状態に復旧させる作業について，作業者とは別の人間によって独立なチ

ェックが実施されるような場合」であり，「確認者の独立性」に当たる。また，

参考とした「ＮＵＲＥＧ－1792」のスクリーニング事例（良好事例）は，「当初

の動作の後，不適切な状態を検証するチェックリストを用いて機器の状態の妥当

性を確認する二つ目の独立した方法があること。」であり，「確認行為の独立性」

に当たる。（詳細は以下に記述するとおりである） 

“ Following the original action(s),there is an independent second 

verification of equipment status that uses a written checklist that will 

verify incorrect status.” 
これらのことから，当社が設定した除外規定Ⅳには「確認者の独立性」と「確

認行為の独立性」の二つの意味合いを持たせている。 

 

※ 米国ではＰＲＡの品質に関わる規制指針である「RG1.200：An Approach for Determining 

the Technical Adequacy of Probabilistic Risk Assessment Results for Risk-Informed 

Activities」では，民間で整備されたＰＲＡ標準であるＡＳＭＥ ＰＲＡ標準とＮＥＩピ

アレビューガイドを承認（エンドース）している。「ＲＧ1.200」においてＰＲＡの品質を

確保する関連において米国ＮＲＣでは，ＨＲＡを実施又はレビューするために「ＮＵＲＥ

Ｇ－1792」を作成し，公表している。 

 

3．起因事象発生前の人的過誤の抽出結果 

上記 1．及び 2．に基づきモデル化する人的過誤事象の同定フローを第 1図に，

抽出検討の具体例について第 2表及び第 3表に示す。起因事象発生前の人的過誤

を評価した結果，「手動弁の開け忘れ，閉め忘れ（下記（１）でスクリーニング

されない操作）」，「スクラム排出水容器警報認知失敗」が抽出された。「スクラム

排出水容器警報認知失敗」については，中央制御室にて状態表示が確認できるが，

重要性を鑑み，対象とした。上記 2．に基づき評価対象外とした人的過誤事象例

と除外理由は以下のとおりである。（第 4 表を参照） 

(1) 電動弁又は手動弁の開け忘れ，閉め忘れ 

当社の品質マネジメントシステムの中では，保守管理として実施している点

検終了後に機器を正常な状態に復旧する操作と，その後にチェックシートを用

いた機器の状態確認がある。これらは，ＮＵＲＥＧ－1792 の良好事例の「確

認行為の独立性」に当たると考えている。 

このため，該当する弁については，弁の開け忘れ，閉め忘れは除外規定Ⅳを
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適用できると判断し，モデル化しないこととした。 

なお，レベル１ＰＳＡ学会標準に例示のない「確認行為の独立性」を除外規

定として設定するに当たっては，レベル１ＰＳＡ学会標準の本文 9.1.2の「人

的過誤が十分に低いと判断できる作業は除外しても良い」を適用し，弁の復旧

と，その後のチェックシートを用いた状態確認を独立した行為として過誤回復

を考慮した人的過誤を設定して評価した人的過誤確率は 10－５オーダとなり，

十分小さい値であることを確認した。 

(2) 定期試験の操作（非常用ディーゼル発電機ガバナ調整忘れ） 

定期試験における操作は，当社の品質マネジメントシステムの中で整備して

いる「定期試験要領書」に基づき実施し，非常用ディーゼル発電機の定期試験

でガバナ調整を実施する際には，操作者とは別の運転員が「定期試験要領書」

内のチェックリストを用いて操作内容をチェックしていることを確認してい

る。これは，レベル１ＰＳＡ学会標準の本文の例示である「確認者の独立性」

に当たると考えている。 

このため，非常用ディーゼル発電機のガバナ調整忘れは除外規定Ⅳを適用で

きると判断した。 

なお，非常用ディーゼル発電機のガバナ調整忘れは非常用ディーゼル発電機

起動失敗につながるおそれがあり，当該の人的過誤（不適合）を確実に防止す

る観点から，非常用ディーゼル発電機の「定期試験要領書」に「ダブルチェッ

ク」を明文化することとした。 

 

4．事象発生前の人的過誤を考慮した場合の感度解析 

「電動弁又は手動弁の開け忘れ，閉め忘れ（スクリーニングされた操作）」及

び「非常用ディーゼル発電機ガバナ調整忘れ」の人的過誤を考慮した場合の炉心

損傷頻度への影響を確認するための感度解析を実施した。 

電動弁又は手動弁の開け忘れ，閉め忘れで考慮する対象弁は，崩壊熱除去機能

の喪失に寄与し，全炉心損傷頻度への影響が大きいと考えられる残留熱除去系熱

交換器廻りの手動弁とし，感度解析で用いる人的過誤確率は手動弁の開け忘れ，

閉め忘れについては 2.7×10－５，非常用ディーゼル発電機ガバナ調整忘れについ

ては 8.0×10－５とした。ＨＲＡイベントツリーについて第 2図に示す。 

感度解析の結果は，事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻度について第 5表

及び第 3 図にそれぞれ示す。感度解析の結果，全炉心損傷頻度は 6.3×10－６／炉

年となり，影響は非常に小さいことを確認した。 
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第
1
表

 
起

因
事

象
発

生
前
の
人

的
過
誤

の
除

外
規
定
並

び
に
「

レ
ベ

ル
１

Ｐ
Ｒ

Ａ
学

会
標

準
」

又
は

 

「
Ｎ
Ｕ
Ｒ

Ｅ
Ｇ
－

17
92

」
に
お
け

る
記
載

の
比

較
 

レ
ベ
ル
１
Ｐ
Ｒ
Ａ
学
会
標
準
 

 
当

社
Ｐ

Ｒ
Ａ

に
お
け

る
除
外

規
定
 

 
Ｎ
Ｕ
Ｒ
Ｅ
Ｇ
－

17
92
 

試
験

や
保
守

を
実
施

し
た
後
に
，
機
器
を
待
機
状
態
又
は
運
転
状
態
に

復

旧
さ

せ
る
作

業
に
つ

い
て
，
＜
作
業
者
と
は
別
の
人
間
に
よ
っ
て
独

立
な

チ
ェ

ッ
ク
が

実
施
さ

れ
る
よ
う
な
場
合
で

＞
※
人
的
過
誤
確
率
が
十
分

に

低
い

と
判
断

で
き
る

作
業
は
除
外
し
て
も
よ
い

。
 

（
本

文
記
載

の
要
求

）
※
＜
＞
内
は
例
示

 

 
（

考
え

方
）
 

・
除

外
規
定

Ⅰ
，
Ⅱ

，
Ⅲ
，
Ⅴ

に
つ

い
て

は
，
レ
ベ

ル
１
Ｐ

Ｓ
Ａ
学

会

標
準

解
説
の

例
示
を

参
考
に

設
定
。
 

・
除

外
規
定

Ⅳ
に
関

し
て
は

，
レ
ベ

ル
１

Ｐ
Ｓ

Ａ
学

会
標
準

の
例
示

及

び
Ｎ

Ｕ
Ｒ
Ｅ

Ｇ
－

17
92

の
良

好
事

例
を
参

考
に

設
定

。
 

 
・

Ot
he
r
 c
ri
t
er
i
a 
ap
p
ly
,
 a
s 
lo
n
g 
as
 i
t 
ca
n
 b
e 
de
m
on
s
tr
a
te
d,
 

u
si
n
g 
an
 a
cc
ep
t
ab
l
e 
mo
de
l 
su
c
h 
a
s 
th
e 
Te
ch
n
iq
u
e 
fo
r 
Hu
ma
n 

E
rr
o
r 
R
at
e
 P
r
ed
i
ct
i
on
 
(T
H
ER
P
, 
R
ef
.
 1
1
) 
o
r 
t
he
 
Ac
c
id
e
nt
 

S
eq
u
en
c
e 
E
va
l
ua
t
io
n
 P
r
og
r
am
 
(A
S
EP
,
 R
e
f.
 
30
)
 t
h
at
 
th
e
 

r
es
u
lt
i
ng
 
HE
P
s 
w
ou
l
d 
b
e 
l
ow
 
co
m
pa
r
ed
 
wi
t
h 
t
he
 
fa
i
lu
r
e 

p
ro
b
ab
i
li
t
ie
s 
(e
.
g.
,
 f
a
il
u
re
 t
o 
op
e
n)
 o
f 
t
he
 e
qu
i
pm
e
nt
. 

作
業

者
と

は
別

の
人

間
に

よ
っ

て
独

立
な

チ
ェ

ッ
ク

が
実

施
さ

れ
る

よ

う
な

場
合
（

本
文
記

載
の
例
示
）
 

→
 

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
に

よ
る

独
立

し
た

機
器

の
状

態
確

認
が

あ
る

も
の

（
除

外
規
定

Ⅳ
）
。

 

※
機

器
の
状

態
確
認

と
し
て

は
，
作

業
者

と
は

別
の

人
間
に

よ
る
確
認

や
二

つ
目
の

独
立
し

た
方
法

に
よ
る

確
認

が
あ

る
。

 
←
 

・
Fo
ll
o
wi
n
g 
t
he
 o
ri
gi
n
al
 a
ct
io
n(
s)
,
th
e
re
 i
s 
an
 i
nd
ep
e
nd
e
nt
 

s
ec
o
nd
 
ve
r
if
i
ca
t
io
n
 o
f
 e
q
ui
p
me
n
t 
s
ta
t
us
 
th
a
t 
u
se
s
 a
 

w
ri
t
te
n
 c
h
ec
k
li
s
t 
t
ha
t
 w
i
ll
 v
er
i
fy
 i
nc
or
r
ec
t
 s
t
at
u
s.
（
当

初
の
動
作
の
後
，
不
適
切
な
状
態
を
検
証
す
る
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
を
用

い
て
機
器
の
状
態
の
妥
当
性
を
確
認
す
る
２
つ
目
の
独
立
し
た
方
法
が

あ
る
こ
と
）
 

系
統

の
要
求

に
対
し

て
機
器
の
調
整
が
自
動
的
に
行
わ
れ
る
も
の
（

解
説

記
載

の
例
示

：
１
つ

目
）

 
＝

 

試
験

中
に

お
い

て
自

動
的

に
オ

ー
バ

ー
ラ

イ
ド

す
る

機
器

と
な

る
も

の
（

除
外
規

定
Ⅰ
）
。

 
≒
 

・
Th
e 
a
ff
e
ct
e
d 
e
qu
i
pm
e
nt
 
wi
l
l 
r
ec
e
iv
e
 a
n
 a
u
to
m
at
i
c 

r
ea
l
ig
n
me
n
t 
si
gn
a
l 
a
nd
 i
s 
ca
n 
re
sp
o
nd
 i
f 
d
em
a
nd
e
d 
(i
.e
.,
 

t
he
 
eq
u
ip
m
en
t
 w
i
ll
 
no
t
 h
a
ve
 
be
e
n 
d
is
a
bl
e
d 
b
y 
t
he
 
hu
m
an
 

a
ct
i
on
s
).
 

実
施

さ
れ
て

い
る
保

守
後
の
機
能
試
験
に
よ
り
，
誤

調
整
が
明
ら
か
に

な

る
も

の
（
解

説
記
載

の
例
示
：
２
つ
目
）

 

＝
 

保
守

後
の
機

能
試
験

に
よ
り

誤
調
整

が
明

ら
か

に
な

る
も
の
（

除
外

規

定
Ⅲ

）。
 

≒
 

・
Th
er
e 
is
 a
 v
al
i
d 
po
st
-
ma
i
nt
en
an
c
e 
te
st
/
fu
n
ct
i
on
a
l 
ch
e
ck
 

(
a 
t
es
t
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r 
f
un
c
ti
o
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l
 c
he
c
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 b
e
en
 s
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c
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en
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)
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 m
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t
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.
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,
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a
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t
y 

p
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i
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o
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p
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p
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l
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r
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i
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)
. 

中
央

制
御
室

に
て
機

器
の
状
態
表
示
が
確
認
で
き
，
そ
の
状
態
が
日

常
的

に
確

認
さ
れ

て
お
り

，
か
つ
調
整
が
中
央
制
御
室
か
ら
可
能
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も
の
（

解

説
記

載
の
例

示
：
３

つ
目
）

 
＝

 

中
央

制
御
室

に
て
機

器
の
状

態
表
示

が
確

認
で

き
，
そ

の
状

態
が
日

常
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に

確
認
さ

れ
，
か

つ
中
央

制
御
室

か
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調

整
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可
能
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定
Ⅱ
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。

 
≒
 

・
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e
 i
s
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m
pe
l
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n
g 
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.
g.
,
 a
n
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n
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i
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a
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r
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n
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e
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b
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y 
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t
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 c
o
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r
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 r
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 i
s
 c
h
ec
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d 
a
t 
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e 
pe
r
 s
h
if
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o
r 
o
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e
 p
e
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,
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n
d 
r
ea
l
ig
n
me
n
t 
c
an
 
be
 
ea
s
il
y
 

a
cc
o
mp
l
is
h
ed
. 

機
器

の
状

態
確

認
が

頻
繁

に
実

施
さ

れ
て

い
る

も
の

（
解

説
記

載
の

例

示
：

４
つ
目

）
 

＝
 

機
器

の
状
態

確
認
が

頻
繁
に

実
施
さ

れ
て

い
る

も
の
（

１
回

／
運
転

直

の
巡

視
点
検

等
）
（

除
外

規
定
Ⅴ

）。
 

≒
 

・
Th
er
e
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s 
a
 v
al
i
d 
ch
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a
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l
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n
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r
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t
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.
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第
2
表

 
起
因
事

象
発

生
前
の

人
的
過
誤

の
同

定
・
定
義

（
高
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

系
の

例
）

 
高

圧
炉
心

 
ス

プ
レ
イ

系
 

起
因

事
象

発
生

前
の
人
的

過
誤
の

検
討
対

象
 

プ
ラ
ン
ト

停
止
中

及
び

定
期

試
験

の
操

作
に

起
因

 
備

考
 

機
器

番
号

 
機

器
種

類
 

人
的
過
誤

の
モ
ー

ド
 

操
作
・
作

業
等

 
対

応
除

外
規

定
 

人
的

過
誤

 

吸
込
み

 
ラ

イ
ン

 

Ｖ
2
71

-
23
5 

Ｃ
Ｓ

Ｔ
側

吸
込

み
ラ

イ
ン

手
動

弁
 

待
機
状
態
（
弁

開
）
へ
の
復

旧
失
敗

 保
守
後

 
ラ

イ
ン
ア

ッ
プ

 
Ⅲ
 

－
 

 

Ｍ
Ｖ
2
2
4-

1 
Ｃ

Ｓ
Ｔ

側
吸

込
み

ラ
イ

ン
電

動
弁

 
待

機
状
態
（
弁

開
）
へ
の
復

旧
失
敗

 試
験
時
閉

 
Ⅰ

，
Ⅳ

 
－

 
 

Ｍ
Ｖ
2
2
4-

2 
Ｓ

／
Ｃ

側
吸

込
み

ラ
イ

ン
電

動
弁

 
待

機
状
態
（
弁

閉
）
へ
の
復

旧
失
敗

 試
験
時
開

 
Ⅰ

，
Ⅳ

 
－

 
 

ポ
ン
プ

 
Ｐ

－
１

 
電

動
ポ

ン
プ

 
待

機
状
態
（
自

動
）
へ
の
復

旧
失
敗

 試
験
時
運

転
 

Ⅰ
 

－
 

 

テ
ス
ト

 
ラ

イ
ン

 
Ｍ

Ｖ
2
2
4-

5 
第

１
テ

ス
ト

電
動

弁
 

待
機
状
態
（
弁

閉
）
へ
の
復

旧
失
敗

 試
験
時
開

 
Ⅰ

，
Ⅳ

 
－

 
 

Ｍ
Ｖ
2
2
4-

6 
第

２
テ

ス
ト

電
動

弁
 

待
機
状
態
（
弁

閉
）
へ
の
復

旧
失
敗

 試
験
時
開

 
Ⅰ

，
Ⅳ

 
－

 
 

ミ
ニ
マ
ム

 
フ

ロ
ー

 
ラ

イ
ン

 

Ｖ
2
24

-
7 

ミ
ニ

マ
ム

フ
ロ
ー

手
動

弁
 

待
機
状
態
（
弁

開
）
へ
の
復

旧
失
敗

 保
守
後

 
ラ

イ
ン
ア

ッ
プ

 
－
 

対
象
 

開
け

忘
れ

の
対

象
と

す
る

 

Ｍ
Ｖ
2
2
4-

7 
Ｓ

／
Ｃ

側
第

１
ミ

ニ
マ

ム
フ

ロ
ー

電
動

弁
 

待
機
状
態
（
弁

閉
）
へ
の
復

旧
失
敗

 試
験
時
開

 
Ⅰ

，
Ⅳ

 
－

 
 

Ｍ
Ｖ
2
2
4-

8 
Ｃ

Ｓ
Ｔ

側
第

２
ミ

ニ
マ

ム
フ

ロ
ー

電
動

弁
 

待
機
状
態
（
弁

開
）
へ
の
復

旧
失
敗

 試
験
時
閉

 
Ⅰ

，
Ⅳ

 
－

 
 

Ｍ
Ｖ
2
2
4-

9 
Ｃ

Ｓ
Ｔ

側
ミ

ニ
マ

ム
フ

ロ
ー

電
動

弁
 

待
機
状
態
（
弁

閉
）
へ
の
復

旧
失
敗

 試
験
時
開

 
Ⅰ

，
Ⅳ

 
－

 
 

注
入

 
ラ

イ
ン

 

Ｍ
Ｖ
2
2
4-

3 
注

入
隔

離
電

動
弁

 
待

機
状
態
（
弁

閉
）
へ
の
復

旧
失
敗

 試
験
時
開

 
Ⅰ

，
Ⅳ

 
－

 
 

Ａ
Ｖ
2
2
4-

1 
試

験
可

能
逆

止
弁

 
待

機
状
態
（
弁

閉
）
へ
の
復

旧
失
敗

 試
験
時
開

 
Ⅳ
 

－
 

 

Ｖ
2
24

-
4 

注
入

元
手

動
弁

 
待

機
状
態
（
弁

開
）
へ
の
復

旧
失
敗

 保
守
後

 
ラ

イ
ン
ア

ッ
プ

 
Ⅱ
 

－
 

 

自
動
起
動

 
信

号
 

Ｌ
Ｓ
2
9
8-

４
Ａ

-Ｄ
 

Ｌ
Ｘ
2
9
8-

４
Ａ

-Ｄ
等
 

高
圧

炉
心

ス
プ
レ

イ
系

起
動

信
号

 
設

定
器

／
伝

送
器

原
子

炉
水

位
 
レ

ベ
ル

１
Ｈ
 等

 

設
定
点
の

復
旧

失
敗
 

校
正

 
－
 

－
 

機
器

故
障
・
共

通
原

因
故

障
に

含
む

 

除
外
規
定

Ⅰ
：
試

験
中

に
お

い
て

自
動

的
に

オ
ー

バ
ー
ラ

イ
ド
す

る
機
器

と
な
る

も
の
。

 

除
外
規
定

Ⅱ
：
中

央
制

御
室

に
て

機
器

の
状

態
表

示
が
確

認
で
き

，
そ
の

状
態
が

日
常
的

に
確
認

さ
れ
，

か
つ
中

央
制

御
室

か
ら

の
調

整
が

可
能

な
も

の
。

 

除
外
規
定

Ⅲ
：
保

守
後

の
機

能
試

験
に

よ
り

誤
調

整
が
明

ら
か
に

な
る
も

の
。

 

除
外
規
定

Ⅳ
：
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

に
よ

る
独

立
し

た
機
器

の
状
態

確
認
が

あ
る
も

の
。

 

除
外
規
定

Ⅴ
：
機

器
の

状
態

確
認

が
頻

繁
に

実
施

さ
れ
て

い
る
も

の
（
１

回
／
運

転
直
の

巡
視
点

検
等

）
。
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第
3
表

 
起
因
事

象
発

生
前
の
人

的
過
誤

の
同

定
・
定
義

（
ス
ク

ラ
ム

排
出

水
容

器
の

例
）

 

ス
ク
ラ

ム
 

排
出
水
容

器
 

起
因

事
象

発
生
前

の
人
的

過
誤
の

検
討
対

象
 

プ
ラ
ン
ト

停
止
中

及
び

定
期

試
験

の
操

作
に

起
因

 
備

考
 

機
器

番
号

 
機

器
種
類

 
人

的
過
誤

の
モ
ー

ド
 

操
作
・
作

業
等

 
対

応
除

外
規

定
 

人
的

過
誤

 

ス
ク
ラ

ム
 

排
出
水
容

器
 

水
位
高

 

Ｌ
Ｓ
2
1
2-

２
Ａ

,２
Ｂ
 

Ｌ
Ｘ
2
1
2-

２
Ａ

,２
Ｂ
 

等
 

設
定
器

／
 

伝
送
器

 
設

定
点
の

復
旧

失
敗

 
校

正
 

－
 

－
 

機
器

故
障

・
共

通

原
因

故
障

に
含

む
 

Ｓ
Ｄ

Ｖ
-Ａ

 

Ｓ
Ｄ
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。

 

  



 

 

補足 1.1.1.g-2-7 

第 4表 評価対象外とした起因事象発生前の人的過誤事象と除外理由 

人的過誤事象 除外理由 

電動弁又は手動弁 

開け忘れ，閉め忘れ 

当社の品質マネジメントシステムの中では，保守管理と

して実施している点検終了後に機器を正常な状態に復旧す

る操作と，その後に運転管理として実施しているチェック

シートを用いた機器の状態確認がある。 

これらは，ＮＵＲＥＧ－1792 の良好事例の「確認行為の

独立性」に当たると考えている。 

このため，該当する弁については，弁の開け忘れ，閉め

忘れは除外規定Ⅳを適用できると判断した。 

定期試験の操作 

（非常用ディーゼル

発電機のガバナ調

整忘れ） 

定期試験における操作は，当社の品質マネジメントシス

テムの中で整備している「定期試験要領書」に基づき実施

し，非常用ディーゼル発電機の定期試験でガバナ調整を実

施する際には，操作者とは別の運転員が「定期試験要領書」

内のチェックリストを用いて操作内容をチェックしている

ことを確認している。これは，レベル１ＰＳＡ学会標準の

本文の例示である「確認者の独立性」に当たると考えてい

る。 

このため，非常用ディーゼル発電機のガバナ調整忘れは

除外規定Ⅳを適用できると判断した。 

 

  



 

 

補足 1.1.1.g-2-8 

第 5表 事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻度 

事故シーケンスグループ 
ベースケース 

（／炉年） 

感度解析結果 

（／炉年） 

崩壊熱除去機能喪失 6.2E-06 6.3E-06 

全交流動力電源喪失 2.7E-09 2.8E-06 

 

長期ＴＢ 2.7E-09 2.7E-09 

ＴＢＵ 1.2E-11 1.2E-11 

ＴＢＰ 8.2E-12 8.4E-12 

ＴＢＤ 3.8E-12 3.9E-12 

高圧注水・減圧機能喪失 5.1E-09 5.1E-09 

高圧・低圧注水機能喪失 3.3E-09 3.3E-09 

原子炉停止機能喪失 6.4E-10 6.4E-10 

インターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ 
3.3E-09 3.3E-09 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 4.3E-13 4.3E-13 

合計 6.2E-06 6.3E-06 

 

  



 

 

補足 1.1.1.g-2-9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1図 モデル化する起因事象発生前の人的過誤事象の同定フロー  

起因事象発生前の人的過誤事象の抽出 

従属的な機能喪失をもたらす 

可能性のある作業 

従属的な機能喪失をもたらす 

可能性のない作業 

モデル化対象 モデル化対象 

除外ルールに 

該当しない 

除外ルールに 

該当する 

モデル化対象から除外 

 



 

 

補足 1.1.1.g-2-10 

人的過誤の定義（事象発生前）：事象発生前に操作・試験の復旧に失敗する 

操作：弁の開け忘れ・閉め忘れ 

 

１．操作の内容： 

操作や試験に伴い待機状態や通常の設定点を変更する場合に，当該操作後や試

験実施後の復旧操作に失敗する 

２．該当手順書： 

定期試験要領書など 

３．人的過誤のモード 

待機状態への復旧失敗や設定点の回復失敗など 

４．過誤回復の可能性： 

チェックリストに基づく独立した機器の状態確認等が行われていれば，過誤回

復に期待できる。 

 

定量評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人的過誤確率＝ａ×ｂ 

 

分岐 人的過誤の種類（認知／動作）と内容 過誤確率値（中央値） 

ａ 機器の状態復旧のための動作に失敗する 1.0E-03 計算シート１－ａ 

ｂ 機器のチェックに失敗する 1.0E-02 計算シート１－ｂ 

平均値（点推定値）：2.7E-05 

確率分布：対数正規分布 ＥＦ10 

 

 

 

 

 

 

 

第 2図 感度解析におけるＨＲＡイベントツリー及び評価結果（１／６）  

失敗ａ 

失敗ｂ 

成功 

成功 



 

 

補足 1.1.1.g-2-11 

過誤確率計算シート １－ａ 

 

動作に失敗する確率：機器の状態復旧のための動作に失敗する 

 

行動形成因子及び過誤確率 当該過誤確率での設定 

１.利用可能な時間 
利用可能な時間によるスト

レス要因として考慮 

２．ストレス要因に合わせて

考慮 

２.ストレス要因 
作業負荷と運転員の熟練度

によるストレスの影響 

起因事象発生前の定例の操

作であり，特に高いストレス

には至らないため，ファクタ

１とする 

３．操作の複雑さ ５．操作の手順あるいは６．人間工学要因に合わせて考慮 

４．訓練と経験 
運転員の熟練度によるスト

レスの相違 

２．ストレス要因にて合わせ

て考慮 

５．操作の手順 

オミッションエラーの場合

に，手順数の影響等による過

誤確率値で考慮 

該当手順は特段長くはなく，

記載も明確である 

Ｎ Ｕ Ｒ Ｅ Ｇ ／ Ｃ Ｒ -1278 

Table20-7(1) 

（中央値 1.0E-03） 

６．人間工学要因 

コミッションエラーの場合

に，個別の状況による過誤確

率値で考慮 

コントロール等ではなく寄

与は小さい 

７．健康状態 
運転員の健康管理は十分なされていることから，影響は小

さい 

８．業務の連携 
運転員間・運転直管の業務の連携は十分実施されているこ

とから，影響は小さい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2図 感度解析におけるＨＲＡイベントツリー及び評価結果（２／６）  



 

 

補足 1.1.1.g-2-12 

過誤確率計算シート １－ｂ 

 

動作に失敗する確率：機器の状態確認のチェックに失敗する 

 

行動形成因子及び過誤確率 当該過誤確率での設定 

１.利用可能な時間 
利用可能な時間によるスト

レス要因として考慮 

２．ストレス要因に合わせて

考慮 

２.ストレス要因 
作業負荷と運転員の熟練度

によるストレスの影響 

起因事象発生前の定例の操

作であり，特に高いストレス

には至らないため，ファクタ

１とする 

３．操作の複雑さ ５．操作の手順あるいは６．人間工学要因に合わせて考慮 

４．訓練と経験 
運転員の熟練度によるスト

レスの相違 

２．ストレス要因にて合わせ

て考慮 

５．操作の手順 

オミッションエラーの場合

に，手順数の影響等による過

誤確率値で考慮 

該当手順は特段長くはなく，

記載も明確である 

Ｎ Ｕ Ｒ Ｅ Ｇ ／ Ｃ Ｒ -1278 

Table20-6(1) 

（中央値 1.0E-02） 

６．人間工学要因 

コミッションエラーの場合

に，個別の状況による過誤確

率値で考慮 

チェックについて，コミッシ

ョンエラーの寄与は小さい 

７．健康状態 
運転員の健康管理は十分なされていることから，影響は小

さい 

８．業務の連携 
運転員間・運転直管の業務の連携は十分実施されているこ

とから，影響は小さい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2図 感度解析におけるＨＲＡイベントツリー及び評価結果（３／６）  



 

 

補足 1.1.1.g-2-13 

人的過誤の定義（事象発生前）：事象発生前に操作・試験の復旧に失敗する 

操作：非常用ディーゼル発電機ガバナ調整忘れ 

 

１．操作の内容： 

操作や試験に伴い待機状態や通常の設定点を変更する場合に，当該操作後や試

験実施後の復旧操作に失敗する 

２．該当手順書： 

定期試験要領書など 

３．人的過誤のモード 

待機状態への復旧失敗や設定点の回復失敗など 

４．過誤回復の可能性： 

チェックリストに基づく独立した機器の状態確認等が行われていれば，過誤回

復に期待できる 

 

定量評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人的過誤確率＝ａ×ｂ 

 

 

分岐 人的過誤の種類（認知／動作）と内容 過誤確率値（中央値） 

ａ 
非常用ディーゼル発電機ガバナの調整に

失敗する 
3.0E-03 計算シート２－ａ 

ｂ 
非常用ディーゼル発電機ガバナの調整の

チェックに失敗する 
1.0E-02 計算シート２－ｂ 

平均値（点推定値）：8.0E-05 

確率分布：対数正規分布 ＥＦ10 

 

 

 

 

第 2図 感度解析におけるＨＲＡイベントツリー及び評価結果（４／６）  

失敗ａ 

失敗ｂ 

成功 

成功 



 

 

補足 1.1.1.g-2-14 

過誤確率計算シート ２－ａ 

 

動作に失敗する確率：機器の状態復旧のための動作に失敗する 

 

行動形成因子及び過誤確率 当該過誤確率での設定 

１.利用可能な時間 
利用可能な時間によるスト

レス要因として考慮 

２．ストレス要因に合わせて

考慮 

２.ストレス要因 
作業負荷と運転員の熟練度

によるストレスの影響 

起因事象発生前の定例の操

作であり，特に高いストレス

には至らないため，ファクタ

１とする 

３．操作の複雑さ ５．操作の手順あるいは６．人間工学要因に合わせて考慮 

４．訓練と経験 
運転員の熟練度によるスト

レスの相違 

２．ストレス要因にて合わせ

て考慮 

５．操作の手順 

オミッションエラーの場合

に，手順数の影響等による過

誤確率値で考慮 

試験の一連の操作を想定す

ると長い操作となる 

Ｎ Ｕ Ｒ Ｅ Ｇ ／ Ｃ Ｒ -1278 

Talbe20-7(2) 

（中央値 1.0E-03） 

６．人間工学要因 

コミッションエラーの場合

に，個別の状況による過誤確

率値で考慮 

試験で操作しているため，コ

ミッションエラーの寄与は

小さい 

７．健康状態 
運転員の健康管理は十分なされていることから，影響は小

さい 

８．業務の連携 
運転員間・運転直管の業務の連携は十分実施されているこ

とから，影響は小さい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2図 感度解析におけるＨＲＡイベントツリー及び評価結果（５／６）  



 

 

補足 1.1.1.g-2-15 

過誤確率計算シート ２－ｂ 

 

動作に失敗する確率：機器の状態確認のチェックに失敗する 

 

行動形成因子及び過誤確率 当該過誤確率での設定 

１.利用可能な時間 
利用可能な時間によるスト

レス要因として考慮 

２．ストレス要因に合わせて

考慮 

２.ストレス要因 
作業負荷と運転員の熟練度

によるストレスの影響 

起因事象発生前の定例の操

作であり，特に高いストレス

には至らないため，ファクタ

１とする 

３．操作の複雑さ ５．操作の手順あるいは６．人間工学要因に合わせて考慮 

４．訓練と経験 
運転員の熟練度によるスト

レスの相違 

２．ストレス要因にて合わせ

て考慮 

５．操作の手順 

オミッションエラーの場合

に，手順数の影響等による過

誤確率値で考慮 

該当手順は特段長くはなく，

記載も明確である 

Ｎ Ｕ Ｒ Ｅ Ｇ ／ Ｃ Ｒ -1278 

Table20-6(1) 

（中央値 1.0E-02） 

６．人間工学要因 

コミッションエラーの場合

に，個別の状況による過誤確

率値で考慮 

チェックについて，コミッシ

ョンエラーの寄与は小さい 

７．健康状態 
運転員の健康管理は十分なされていることから，影響は小

さい 

８．業務の連携 
運転員間・運転直管の業務の連携は十分実施されているこ

とから，影響は小さい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2図 感度解析におけるＨＲＡイベントツリー及び評価結果（６／６） 



  

 

補足 1.1.1.g-2-16 
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補足 1.1.1.g-3-1 

計器の較正ミスの取り扱いについて 

 

 

本ＰＲＡでは，保修員による機器の較正ミスについては，人的過誤として評価

していない。その理由を以下に示す。 

 

1．国内故障率データにおける較正ミスの取り扱い 

本ＰＲＡで使用している機器故障率は，国内故障率データに記載されているデ

ータを使用している。国内故障率データは国内プラントの機器の故障実績を基に

整備されたデータベースであるが，機器の故障件数には，機器の機械的故障以外

に，保修員の較正ミスが原因で機器が故障した場合が含まれている。国内故障率

データに記載されているデータのうち，保修員の較正ミスを含む機器故障率の例

を第1表に示す。第1表に示すとおり，国内故障率データには，保修員による較正

ミスが原因の故障事象が含まれているため，本ＰＲＡでは，較正ミスを人的過誤

としては評価していない。 

 

2．較正ミスに係る共通原因故障の取り扱い 

冗長化された検出器においては，同じ保修員が連続して較正作業を実施すると

考えられるため，較正ミスが共通の要因となり複数の検出器が故障する可能性が

ある。国内故障率データでは機器故障として取り扱われているため，この較正ミ

スによる共通原因故障についても，本ＰＲＡにおいては人的過誤としては評価せ

ず，機器の共通原因故障で評価している。 

  

補足説明資料 1.1.1.g－3 



 

 

補足 1.1.1.g-3-2 

第1表 保修員の較正ミスを含む機器故障率の例 

機器 故障モード 
故障件数 

（較正ミス件数） 

機器故障率 

平均値（／h） 

温度スイッチ 誤動作 
２ 

（２） 
2.5E-08 

圧力トランスミッタ 高出力／低出力 
８ 

（１） 
3.5E-08 

リミットスイッチ 不動作 
３ 

（１） 
5.5E-09 

 



 

補足 1.1.1.g-4-1 

 

余裕時間及びストレスファクタの適用の考え方とその影響 

 

 

今回のＰＲＡで評価対象とした人的過誤の項目及び評価結果を第1表に示す。人

間信頼性解析は，ヒューマンエラーハンドブック（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1278）の

ＴＨＥＲＰ手法(Technique For Human Error Rate Prediction)を使用しており，

評価に当たっては，運転操作に係る余裕時間及び運転員のストレスについて考慮

している。 

 

1．余裕時間の考え方 

(1) 余裕時間の設定 

事象発生後の人的過誤における余裕時間は，事象発生に伴う警報発生後の

診断・認知失敗確率を評価する際に考慮する。 

具体的な余裕時間の設定として，「手動減圧操作失敗」は，成功基準解析

に基づき余裕時間を30分としている。 

「原子炉隔離時冷却系水源切替操作失敗（初期水源確保時）」及び「高圧

炉心スプレイ系サプレッション・プール側水源切替操作失敗」については，

いずれも原子炉への注水操作であり，原子炉注水の余裕時間は成功基準解析

により事象発生後30分以内に完了できれば良いが，第一水源に不具合があっ

た場合に短時間で水源をサプレッション・プールに切り替える操作を想定し

10分としている。 

「原子炉隔離時冷却系水源切替操作失敗（長期水源確保時）」については，

小破断ＬＯＣＡ時に第一水源にて原子炉注水に成功している状況において，

長期的な水源としてサプレッション・プールに水源を切り替える操作を想定

している。 

また，一部の人的過誤項目については

 

「手動弁開／閉忘れ」については，起因事象発生前の事象のため，余裕時

間を考慮しない。以上の検討を踏まえ，人的過誤の評価において，第2表に示

す余裕時間に対する診断・認知失敗確率を使用している。 

 

(2) 警報との関係 

余裕時間に関して，学会標準では以下のように定義されており，運転員は，

下記の時間内に対応操作を求められる。 

 

【原子力学会標準より抜粋】 

「l）許容時間 起因事象が発生した場合に，炉心損傷又は格納容器損傷回避の

観点から，緩和設備の作動開始，又は緩和操作の遂行までに許容される時間余

裕。」 

補足説明資料 1.1.1.g－4 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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よって，余裕時間としては，炉心損傷を防止するために事故時の運転手順

書に記載された操作の中で必要となる操作に対し，事象発生後からその操作

の遂行までに許容される時間を想定する。 

一方で，今回のＰＲＡの評価で用いている人間信頼性解析は，ヒューマン

エラーハンドブック（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1278）のＴＨＥＲＰ手法を使用し

て評価しており，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1278によれば，運転員は何らかの事象

が起きつつあると判別した後にその問題を診断し，その後の行動を決定する

とされている（下記参照）。 

 

 

（出典：ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1278 Chap.12 Treatment of Cognitive Behavior for PRA） 

 

運転員には，事象発生後にその事象が起きつつあると判別し，対象とした

緩和操作の必要性を認識するきっかけが必要であり，事象発生後における中

央制御室の警報の発生に期待している。事象発生直後に対応が求められる緩

和操作については，該当する警報が事象発生とほぼ同時刻に発生するため，

事象発生時と警報発生時では発生時刻に大きな差はない。よって，運転員に

は警報発生時からの対応を想定するが，事象発生後速やかに対応が求められ

る緩和操作については，人的過誤の余裕時間は事象発生時からの余裕時間を

用いて評価を行った。 

 

2．ストレスファクタの適用の考え方 

ストレスファクタは，第3表に示すストレスファクタに関する補正係数を参照

して設定している。 

今回のＰＲＡにおいては，異常時対応に関する訓練等を積んだ運転員が対応す

ることを前提として，ストレスファクタは熟練者（Skilled）の列から選択する

こととしている。 

(1) 起因事象発生前 

起因事象発生前の操作では，十分な余裕時間があり，運転員は時間に余裕

を持って手順書やプラント状態を確認しながら進めることができることから，

高いストレス状態には至らないと考える。そのため，「作業負荷が適度（段
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階的操作）」のストレスファクタ１を設定した。 

(2) 起因事象発生後 

a．起因事象発生後の人的過誤に対しては，異常時の操作であり，事象進展

によっては運転員の作業負荷が高くなることも考えられることから，「作

業負荷がやや高い（段階的操作）」のストレスファクタ２を設定した。 

b．起因事象発生後の人的過誤に対し，特に事象発生からの余裕時間が短く，

事象進展の過酷な状況であり，かつ当該の操作がプラント挙動に及ぼす影

響が大きい操作に対しては運転員に求められる人的過誤に対し「作業負荷

が極度に高い（段階的操作）」のストレスファクタ５を設定した。 

 

余裕時間の人的過誤への影響については，ＴＨＥＲＰ手法の標準診断曲線

により評価に反映している。具体的にストレスファクタが２より大きい人的

過誤としては，上記ｂ．により，ＡＴＷＳ時のほう酸水注入系手動起動操作

を想定している。ただし，ＡＭ策を考慮しない今回のＰＲＡでは，ほう酸水

注入系手動起動操作を考慮しておらず，今後実施する重大事故等対策を含め

たＰＲＡにて考慮する。 

 

3．ストレスファクタの設定が炉心損傷頻度にもたらす影響 

ストレスファクタを考慮して評価した人的過誤確率は，システム信頼性解析で

用いるフォールトツリーに基事象として組み込んでいる。 

今回の内部事象運転時レベル１ＰＲＡで主要な事故シーケンスグループであ

る崩壊熱除去機能喪失の主要なカットセットを第4表に示す。人的過誤を含むカ

ットセットが主要なカットセットとしては抽出されておらず，崩壊熱除去機能喪

失の事故シーケンスグループに対して，人的過誤を含むカットセットの割合は小

さいことが分かる。 

人的過誤を含むカットセットの占める割合が小さいことから，ストレスファク

タを数倍程度変動させても事故シーケンスグループに与える影響は小さく，炉心

損傷頻度に与える影響も小さいと考えられる。 
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第 3表 ストレスによる補正係数（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ-1278 Table 20-16） 

 

 
 

 

第 4表 過渡事象時の主要なカットセット 

事故シーケンス 
ＣＤＦ 

（／炉年） 
主要なカットセット 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

寄与割合 

(％) 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失 

過渡事象 

＋崩壊熱除去失敗 
4.5E-06 

①非隔離事象＋ＲＣＷ ＲＨＲ熱交換器出口弁ＭＶ２１

４－７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
3.6E-07 8.0 

②非隔離事象＋ＲＨＲ熱交換器バイパス弁ＭＶ２２２－

２Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
3.6E-07 8.0 

③非隔離事象＋ＲＨＲミニマムフロー弁ＭＶ２２２－１

７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
3.6E-07 8.0 

 



 

 

補足 1.1.1.h-1-1 

炉心損傷頻度の計算に用いた計算コードの特徴（検証結果） 

 

 

今回のＰＲＡでは，イベントツリー作成，フォールトツリー作成及びこれらの

定量化に関してＷｉｎＮＵＰＲＡコードを使用している。以下に，コードの概要

及び検証について示す。 

 

1．コードの概要 

ＰＲＡの解析支援ツールとして米国ＳＣＩＥＮＴＥＣＨ社で開発され，ＰＲＡ

評価作業において求められるＥＴ，ＦＴモデルの作成，信頼性パラメータの作成，

事故シーケンスの定量化，重要度解析等のほぼすべての機能を有しており，米国，

欧州，アジア及び我が国（ＪＮＥＳ等）で使用実績があるコードである。 

ＷｉｎＮＵＰＲＡコードの概要を以下に示す。 

(1) フォールトツリー作成 

ＷｉｎＮＵＰＲＡでは，リンクツリー手法を採用しており，これにより大

規模なフォールトツリーを構築することができる。フォールトツリー編集で

は，フォールトツリーの新規作成，既存のフォールトツリー編集，フォール

トツリーの印刷，基事象データファイルからのデータ更新等が実施できる。 

(2) 信頼性パラメータ作成 

ＷｉｎＮＵＰＲＡでは，基事象データファイル，パラメータデータファイ

ル及びシーケンスデータファイル等を対象にデータベースファイルの編集を

行うことができる。 

(3) イベントツリー作成 

ＷｉｎＮＵＰＲＡでは，事故シーケンスを機能や事象の成功や失敗の論理

的組合せであるイベントツリーを画面上で容易に作成・編集できる。また，

イベントツリーの分岐に割り与えられた系統レベルのカットセット式をその

論理構造からマージ処理することにより，各シーケンスのカットセット式が

求められる。 

(4) 解析・評価 

ＷｉｎＮＵＰＲＡで構築したフォールトツリーをリンクし，定量化するこ

とができ，イベントツリーの定量化，カットセット式の編集等が実施できる。

ＷｉｎＮＵＰＲＡでは，フォールトツリー結合法で最小カットセットを求め，

稀有事象近似で定量化している。 

また，重要度解析，不確実さ解析等が実施できる。 

  

補足説明資料 1.1.1.h－1 
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2．コードの検証 

レベル１ＰＲＡの代表的な解析コードとして，米国ＥＰＲＩが開発した   

ＣＡＦＴＡがある。ＣＡＦＴＡを用いた非隔離事象のイベントツリーの評価事例

について，ＷｉｎＮＵＰＲＡにて再評価した結果を第 1図に示す。

 

 

 

 

 

 

 

第 1図 ＣＡＦＴＡとの比較（非隔離事象イベントツリーの評価） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.1.h-2-1 

主要な事故シーケンスのイベントツリー上への表示 

 

 

1．起因事象別の主要な事故シーケンス 

起因事象別の炉心損傷頻度（／炉年）及び主要な事故シーケンスを第 1表に示

す。起因事象別では，「過渡事象」が炉心損傷頻度に対する寄与割合が最も大き

く，炉心損傷頻度は 4.5×10－６／炉年となる。 

「過渡事象」における主要な事故シーケンスは「過渡事象＋崩壊熱除去失敗」

となり，炉心損傷頻度は，過渡事象全体と同じ 4.5×10－６／炉年となる。第 1 図

に，「過渡事象＋崩壊熱除去失敗」のイベントツリーを示す。 

「過渡事象」には，「非隔離事象」「隔離事象」「全給水喪失」「水位低下事象」

「原子炉保護系誤動作等」及び「逃がし安全弁誤開放」の起因事象が含まれてお

り，起因事象ごとのイベントツリーにおける主要な事故シーケンスを第 2図～第

7図に示す。 

 

2．事故シーケンスグループ別の主要な事故シーケンス 

事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻度（／炉年）及び主要な事故シーケン

スを第 2 表に示す。事故シーケンスグループ別では，「崩壊熱除去機能喪失」が

炉心損傷頻度に対する寄与割合が最も大きく，炉心損傷頻度は 6.2×10－６となる。 

「崩壊熱除去機能喪失」の中で主要な事故シーケンスは「過渡事象＋崩壊熱除

去機能喪失」となり，「過渡事象＋崩壊熱除去機能喪失」のイベントツリーにお

ける主要な事故シーケンスは，1．と同様である。  

補足説明資料 1.1.1.h－2 
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第 1表 起因事象別の炉心損傷頻度と主要な事故シーケンス 

起因事象 

起因事象別 

炉心損傷頻度

（／炉年） 

主要なシーケンス 
イベント 

ツリー 

過渡事象 4.5E-06 過渡事象＋崩壊熱除去失敗 第 1図 

 非隔離事象 2.4E-06 非隔離事象＋ＲＨＲ失敗 第 2図 

 隔離事象 3.8E-07 隔離事象＋ＲＨＲ失敗 第 3図 

 全給水喪失 1.5E-07 全給水喪失＋ＲＨＲ失敗 第 4図 

 水位低下事象 3.8E-07 水位低下事象＋ＲＨＲ失敗 第 5図 

 原子炉保護系誤動作等 1.1E-06 ＲＰＳ誤動作等＋ＲＨＲ失敗 第 6図 

 逃がし安全弁誤開放 1.7E-08 
逃がし安全弁誤開放＋ＲＨＲ

失敗 
第 7図 

手動停止／サポート系喪失 1.2E-06 
サポート系喪失＋崩壊熱除去

失敗 
 

 手動停止（通常停止を含む） 1.2E-08 手動停止＋崩壊熱除去失敗  

 原子炉補機冷却系故障Ａ系 3.9E-07 補機Ａ喪失＋ＲＨＲ失敗  

 原子炉補機冷却系故障Ｂ系 3.1E-07 補機Ｂ喪失＋ＲＨＲ失敗  

 交流電源故障Ｃ系 9.2E-08 ＡＣ－Ｃ喪失＋ＲＨＲ失敗  

 交流電源故障Ｄ系 7.6E-08 ＡＣ－Ｄ喪失＋ＲＨＲ失敗  

 直流電源故障Ａ系 1.7E-07 ＤＣ－１喪失＋ＲＨＲ失敗  

 直流電源故障Ｂ系 1.4E-07 ＤＣ－２喪失＋ＲＨＲ失敗  

 タービン・サポート系故障 1.0E-08 
タービン・サポート系喪失＋ 

ＲＨＲ失敗 
 

外部電源喪失 5.2E-07 外部電源喪失＋交流電源喪失  

 
外部電源喪失 5.2E-07 

外部電源喪失＋ＤＧ－Ａ失敗

＋ＤＧ－Ｂ失敗 
 

原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ） 9.3E-09 
冷却材喪失（ＬＯＣＡ）＋ 

崩壊熱除去失敗 
 

 小破断ＬＯＣＡ 5.4E-09 小ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗  

 中破断ＬＣＯＡ 3.6E-09 中ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗  

 大破断ＬＣＯＡ 3.6E-10 大ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗  

インターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ 
3.3E-09 

インターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ 
 



補足 1.1.1.h-2-3 

第 2表 事故シーケンス別の炉心損傷頻度と事故シーケンス 

事故シーケンスグループ 

事故シーケンス

グループ別 

炉心損傷頻度

（／炉年） 

主要なシーケンス 
イベント 

ツリー 

崩壊熱除去機能喪失 6.2E-06 過渡事象＋崩壊熱除去失敗 
第 1図～ 

第 7図 

全交流動力電源喪失 2.7E-09 
外部電源喪失＋交流電源失

敗＋高圧炉心冷却失敗 
  

高圧注水・減圧機能喪失 5.1E-09 
過渡事象＋高圧炉心冷却失

敗＋原子炉減圧失敗 
  

高圧・低圧注水機能喪失 3.3E-09 
過渡事象＋高圧炉心冷却失

敗＋低圧炉心冷却失敗 
  

原子炉停止機能喪失 6.4E-10 過渡事象＋原子炉停止失敗   

インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ 
3.3E-09 

インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ 
  

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 4.3E-13 

冷却材喪失（ＬＯＣＡ）＋ 

高圧炉心冷却失敗＋原子炉

減圧失敗 
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補足 1.1.1.h-2-5 

 

 

 

 

  

第 2図 非隔離事象に対するイベントツリー 

 



 

 

補足 1.1.1.h-2-6 

 

 

  

第 3図 隔離事象に対するイベントツリー 

 



 

 

補足 1.1.1.h-2-7 

 

 

  

第 4図 全給水喪失に対するイベントツリー 

 



 

 

補足 1.1.1.h-2-8 

 

 

  

第 5 図 水位低下事象に対するイベントツリー 

 



 

 

補足 1.1.1.h-2-9 

 

 

  

第 6図 原子炉保護系誤動作等に対するイベントツリー 

 

1.1E-06 



 

 

補足 1.1.1.h-2-10 

 

 

 

 

第 7図 逃がし安全弁誤開放に対するイベントツリー 

 



 

補足 1.1.1.h-3-1 

不確実さ解析における計算回数と収束性の確認 

 

 

島根原子力発電所２号炉の内部事象運転時レベル１ＰＲＡモデルでは不確実さ

解析として，モンテカルロ計算の試行回数を 回で実施している。 

第1図に 回までの試行回数(

 回)における全ＣＤＦの５％値，中央

値，平均値，95％値のプロットを示す。その結果，およそ20,000回以上の試行回

数でほぼ同等な結果が得られていることが確認された。これにより，試行回数

回で結果は十分収束していると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1図 試行回数と炉心損傷頻度の関係 

補足説明資料 1.1.1.h－3 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

 

補足 1.1.1.h-4-1 

不確実さ評価において，各入力変数のサンプリングから 

炉心損傷頻度の確率分布を生成するプロセス 

 

出力運転時レベル１ＰＲＡにおいては，全炉心損傷頻度及び事故シーケンスグ

ループ別炉心損傷頻度について不確実さ解析を実施した。 

評価方法（第 1 図参照）は，レベル１ＰＳＡ学会標準（解説 41）に従い，確率

変数として扱うべき因子は，起因事象発生頻度，共通原因故障パラメータ，人的

過誤率及び機器故障率の４種とし，不確実さ伝播解析で一般的に用いられている

モンテカルロ法を用いた。 

モンテカルロ法による計算回数はこれまでのＰＳＲ時のＰＲＡと同様，基本的

に 回を設定し評価，計算回数による評価結果への影響がないことを確認し

ている。  

 

第 1図 不確実さ解析の流れ 

各パラメータ（起因事象発

生頻度，機器故障率等）に

不確実さの分布を仮定 

カットセット式（故障の

組合せ）に相当 

炉心損傷頻度の分布に

相当 

補足説明資料 1.1.1.h－4 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

補足 1.1.1.h-5-1 

ベイズ統計の計算過程について 

 

 

1．固有プラントデータによるベイズ更新 

今回のＰＲＡのベースケースとして，機器故障率は国内故障率データ，起因事

象は国内ＢＷＲ起因事象発生頻度を用いている。それに対して，感度解析にて機

器故障率と起因事象発生頻度に固有プラントデータを適用した。 

固有プラントデータの適用方法はベイズ推定を用いている。機器故障率は国内

故障率データの確率分布，起因事象は国内ＢＷＲ起因事象発生頻度の確率分布を

事前分布とし，島根原子力発電所２号炉の固有プラントデータの尤度関数（与え

られた推定パラメータ発生頻度の値に対して特定のエビデンスが生起する確率）

をベイズ更新で反映することで事後分布を作成した。機器故障率及び起因事象発

生頻度のベイズ更新の条件を第 1表及び第 2表，評価の流れを第 1 図及び第 2図

に示す。 

島根原子力発電所２号炉で発生した主な事象の観測件数と露出時間を第 3表に

示す。今回の感度解析では，島根原子力発電所２号炉で観測された起因事象及び

機器故障に対してのみベイズ更新を行った。島根原子力発電所２号炉で観測され

ていない機器故障及び起因事象については，発生件数０件でのベイズ更新は行わ

ず，国内故障率データ又は国内ＢＷＲ起因事象発生頻度の値をそのまま用いてい

る。 

ベイズ更新によって求めた起因事象及び機器故障率の事前分布及び事後分布

の平均値を第 4表，感度解析の結果を第 5表に示す。感度解析の炉心損傷頻度は

ベースケースと比較して若干低下したが，ベースケースの炉心損傷頻度のＥＦの

幅の中に含まれていることから，固有プラントデータを適用した評価は一般デー

タを適用した評価と比較して大きな差はないと考えられる。 

 

2．固有プラントデータのベイズ更新方法 

島根原子力発電所２号炉固有データのベイズ更新方法は，期間中の島根原子力

発電所２号炉のプラント固有データを一括でベイズ更新している。 

一括で更新した場合に対し，運転時間を年度等で区切ることでベイズ更新を行

う方法も考えられる。そのため，ベイズ更新を複数回に分けたときとの違いにつ

いて同じ事前分布を対象に検証を行った。複数回に分ける単位として年度ごとに

更新を行うことを想定した。計算結果を第 6表に示す。固有プラントデータを年

度ごとにベイズ更新した場合についても，一括でベイズ更新した場合の各起因事

象又は機器故障率のＥＦの幅の中に含まれていることから，年度ごとにベイズ更

新を行ったときも一括でベイズ更新したときに対して大きな差はないと考えら

れる。 

 

 

補足説明資料 1.1.1.h－5 



 

補足 1.1.1.h-5-2 

3．事前分布に含まれる固有プラントのデータ 

事前分布には一般データを適用しており，島根原子力発電所２号炉の情報（観

測件数と露出時間）を含んでいるが，事前分布から島根原子力発電所２号炉の情

報を除外した場合についても，事前分布及び事後分布の計算を行った。計算結果

を第 7表に示す。 

一般データに含まれるプラントは複数あるため，観測件数が多く発生件数に偏

りがなければ，事前分布の一部に島根原子力発電所２号炉の情報が含まれていて

も，母集団に対する固有プラントの割合が小さいため，重複による影響は小さい

と考えられる。しかしながら，一般データの観測件数が少ないため不確実さがあ

ることを考慮し，事前分布から島根原子力発電所２号炉の情報を除外したベイズ

更新の計算を行った。その結果，事前分布から島根原子力発電所２号炉の情報を

除外した場合においても，各起因事象及び機器故障率は島根原子力発電所２号炉

の情報を含んだ場合の起因事象及び機器故障率のＥＦの幅の中に含まれている

ことから，島根原子力発電所２号炉の情報を含んだ事前分布を適用しても，重複

による影響は小さいと考えられる。 

 



 

補足 1.1.1.h-5-3 

第 1表 国内一般データ評価条件 

項目 国内ＢＷＲ起因事象発生頻度／国内故障率データ 

ソフトウェア ＷｉｎＢＵＧＳ 

推定手法 階層ベイズ 

発生頻度分布 対数正規分布 

尤度関数 

ポアソン過程 

起因事象：1970年度～2011 年度（国内ＢＷＲ運転実績） 

機器故障：1982年度～2002 年度（21ヵ年データ） 

観測件数の分布 

（機器故障率） 
二項分布 

 

 

第 2表 固有プラントデータ評価条件 

項目 島根原子力発電所２号炉 起因事象／機器故障率 

ソフトウェア ＢＵＤＤＡ 

推定手法 経験ベイズ 

事前分布 対数正規分布 

尤度関数 

ポアソン過程 

起因事象：1988年度（島根原子力発電所２号炉運転開始）～2011 年度 

機器故障：1982年度（島根原子力発電所２号炉運転開始）～2002 年度 

 

 

第 3表 固有プラントの主な事象の観測件数と露出時間 

起因事象／機器故障率 
一般データ※１ 固有プラントデータ※２ 

観測件数 露出時間 観測件数 露出時間 

起

因

事

象 

隔離事象 13 

526炉年 

１ 

18.5炉年 原子炉保護系誤動作等 39 １ 

手動停止 869 24 

機

器

故

障

率 

非常用ディーゼル 

発電機 起動失敗 
19 1.3E+07 時間 １ 3.3E+05 時間 

タービン駆動ポンプ 

起動失敗 
６ 6.8E+06 時間 １ 1.1E+05 時間 

電動弁（純水等） 

作動失敗 
９ 9.1E+08 時間 １ 2.0E+07 時間 

※１ 一般データの機器故障率は国内故障率データ（21 ヵ年データ），起因事象は原子力施設運転管理年報

を用いている。 

※２ 固有プラントデータの機器故障率はニューシア（ＮＵＣＩＡ），起因事象は原子力施設運転管理年報を

用いている。  



 

補足 1.1.1.h-5-4 

第 4表 ベイズ更新による主な事前分布及び事後分布 

起因事象／機器故障率 
事前分布 事後分布 ベースケース 

平均値 ＥＦ 平均値 ＥＦ 平均値 ＥＦ 

起因

事象 

隔離事象 4.8E-02 22 3.8E-02 6.0 2.5E-02 3.0 

原子炉保護系誤動作等 7.6E-02 2.0 7.1E-02 1.9 7.4E-02 3.0 

手動停止 1.4 1.3 1.4 1.2 1.7 3.0 

機器

故障

率 

非常用ディーゼル 

発電機 起動失敗 
4.3E-06 6.5 3.0E-06 3.6 4.3E-06 6.5 

タービン駆動ポンプ 

起動失敗 
4.1E-06 47 5.3E-06 8.5 4.1E-06 47 

電動弁（純水等） 

作動失敗 
4.8E-08 60 3.4E-08 8.0 4.8E-08 60 

 

 

第 5表 感度解析の炉心損傷頻度（固有プラントデータの反映） 

事故シーケンスグループ 

感度解析 

（ベイズ統計） 

（／炉年） 

ベースケース 

平均値 

（／炉年） 
ＥＦ 

崩壊熱除去機能喪失 5.7E-06 6.2E-06 3.0 

全交流動力電源喪失 2.2E-09 2.7E-09 4.3 

 

長期ＴＢ 2.2E-09 2.7E-09 4.3 

ＴＢＵ 1.0E-11 1.2E-11 6.6 

ＴＢＰ 6.6E-12 8.2E-12 22 

ＴＢＤ 3.5E-12 3.9E-12 14 

高圧注水・減圧機能喪失 5.8E-09 5.0E-09 4.1 

高圧・低圧注水機能喪失 3.4E-09 3.3E-09 11 

原子炉停止機能喪失 6.8E-10 6.1E-10 22 

インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ 
3.3E-09 3.3E-09 4.1 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 4.2E-13 4.3E-13 19 

合計 5.7E-06 6.2E-06 3.0 

 

  



 

補足 1.1.1.h-5-5 

第 6表 固有データ更新方法の比較 

主要な事象露出 
事前分布 

事後分布 

一括更新※１ 年度更新※２ 

平均値 ＥＦ 平均値 ＥＦ 平均値 ＥＦ 

起因

事象 

隔離事象 4.8E-02 22 3.8E-02 6.0 2.5E-02 4.0 

原子炉保護系誤動作等 7.6E-02 2.0 7.1E-02 1.9 6.7E-02 2.0 

機器

故障

率 

非常用ディーゼル 

発電機 起動失敗 
4.3E-06 6.5 3.0E-06 3.6 2.6E-06 3.5 

タービン駆動 

ポンプ 起動失敗 
4.1E-06 47 5.3E-06 8.5 1.6E-06 10 

※１ 露出時間及び事象発生実績の期間中の合計を一括で更新した結果。 

※２ 露出時間及び事象発生件数を年度ごとに更新した結果。 

 

 

第 7表 固有プラントデータを除外した場合の比較 

起因事象／機器故障率 

事前分布 事後分布 

島根を含む※１ 島根を除外※２ 島根を含む※１ 島根を除外※２ 

平均値 ＥＦ 平均値 ＥＦ 平均値 ＥＦ 平均値 ＥＦ 

起

因

事

象 

隔離事象 4.8E-02 22 4.8E-02 29 3.8E-02 6.0 3.7E-02 6.6 

原子炉保護系誤動作等 7.6E-02 2.0 7.8E-02 2.0 7.1E-02 1.9 7.2E-02 1.9 

手動停止 1.4 1.3 1.4 1.4 1.4 1.2 1.3 1.3 

機

器

故

障 

非常用ディーゼル 

発電機 起動失敗 
4.3E-06 6.5 5.0E-06 6.5 3.0E-06 3.6 3.2E-06 3.5 

タービン駆動ポンプ 

起動失敗 
4.1E-06 47 3.8E-06 45 5.3E-06 8.5 5.2E-06 8.5 

電動弁（純水等） 

作動失敗 
4.8E-08 60 3.4E-08 59 3.4E-08 8.0 3.2E-08 8.4 

※１ 露出時間及び事象発生実績に固有プラント（島根原子力発電所２号炉）の事象を含めたときの結果。 

※２ 露出時間及び事象発生実績に固有プラント（島根原子力発電所２号炉）の事象を含めないときの結果。 

  



補足 1.1.1.h-5-6 

 

 

第 1図 機器故障率の固有プラントデータ作成の流れ 

 

 

 

 

第 2図 起因事象発生頻度の固有プラントデータ作成の流れ 

事後分布 

事後分布の数値出力 

ベースケース解析 

固有プラントの実績データ 

（原子力施設運転管理年報） 

事前分布の数値 

国内ＢＷＲ起因事象発生頻度 

感度解析（固有プラント解析） 

平成 23年度末までの 

国内ＢＷＲ実績データ 

（原子力施設運転管理年報） 

階層ベイズ処理 

事前分布の確率分布作成 尤度関数作成 

事後分布の確率分布作成 

事前分布 尤度関数 

経験ベイズ更新 

平均値，ＥＦ 

固有プラントの実績データ 

（ニューシア（ＮＵＣＩＡ））

事前分布 

国内故障率データ 

21 ヵ年データ 

（日本原子力技術協会発行） 

感度解析（固有プラント解析） 

事前分布の確率分布作成 尤度関数作成 

事後分布の確率分布作成 

事前分布 尤度関数 

ベースケース解析 

事後分布の数値出力 

事後分布 

平均値，ＥＦ 

経験ベイズ更新 

平均値，ＥＦ 平均値，ＥＦ 

平均値，ＥＦ 

観測件数，露出時間 

観測件数，露出時間 
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重大事故等対処設備に期待した場合のＰＲＡ 

 

 

島根原子力発電所２号炉の設置変更許可申請に合わせて実施したＰＲＡでは，

設計基準事故対処設備及び設計基準事故対処設備以外のプラント運転開始時より

備えている手段・設備（通商産業省「原子力発電所内におけるアクシデントマネ

ジメントの整備について」）の一部を考慮した状態にて評価している。 

この評価に対する参考評価として，重大事故等対処設備に期待した状態につい

て感度解析を実施した。結果を以下に示す。 

 

1．評価において期待する設備 

期待する設備の一覧を第 1表に示す。 

感度解析では，現在，島根原子力発電所２号炉に対して整備している重大事故

等対処設備等の一部を考慮した。評価を実施した時点では運用等について検討中

の設備もあるが，重大事故等対処設備によるリスク低減効果の概要を確認する観

点から，それらについてもモデル化して評価している。 

 

2．評価結果 

各ＰＲＡの全炉心損傷頻度等の評価結果を第 1図に，内部事象運転時レベル１

ＰＲＡの各炉心損傷頻度の寄与割合を第 2図に，各ＰＲＡの結果に対する事故シ

ーケンスグループの割合を第 3図に示す。ベースケースと感度解析の変化の要因

を以下に示す。 

(1) 全炉心損傷頻度の低下の傾向 

ベースケースと感度解析の結果について，第 1 図からは，内部事象運転時レ

ベル１ＰＲＡ及び地震レベル１ＰＲＡにおいて全炉心損傷頻度が低下したこと

が分かる。このことから，重大事故等対処設備を講じたことにより，今回評価

対象とした事象に対しては，島根原子力発電所２号炉の炉心損傷頻度が低減す

ることを定量的に確認できた。 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡでは全炉心損傷頻度が 1.2％，地震レベル１Ｐ

ＲＡでは 47％まで低下している。 

(2) 各ＰＲＡの全炉心損傷頻度 

各ＰＲＡのベースケースと感度解析の結果について第 3 図を参照し，各ＰＲ

Ａの全炉心損傷頻度の主な低下の要因を示す。 

ａ．内部事象運転時レベル１ＰＲＡ 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡについて，ベースケースと感度解析の評価

結果を比較すると，全炉心損傷頻度はベースケースの 6.2×10-６／炉年から

7.4×10-８／炉年まで低下した。全炉心損傷頻度の中で支配的な事故シーケン

スグループは，ベースケース及び感度解析ともに崩壊熱除去機能喪失であっ

たが，崩壊熱除去機能喪失の炉心損傷頻度は約 1.0％に低下した。これが感度

補足説明資料 1.1.1.h－6 
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解析における全炉心損傷頻度の低下の支配的な要因である。 

崩壊熱除去機能喪失の炉心損傷頻度が大きく低下した要因は，格納容器フィ

ルタベント系による崩壊熱除去機能の多様化が影響したものと考えられる。 

ｂ．地震レベル１ＰＲＡ 

地震レベル１ＰＲＡについて，ベースケースと感度解析の評価結果を比較

すると，全炉心損傷頻度はベースケースの 7.9×10-６／炉年から 3.7×10-６／

炉年まで低下した。全炉心損傷頻度の低下の要因は，感度解析で考慮した対

策による全交流動力電源喪失等の炉心損傷頻度の低下である。一方，評価上

炉心損傷直結としている事象（Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ等）について

は，そもそも対策の効果に期待する評価としていないことから，ベースケー

スと感度解析での炉心損傷頻度に変化はなく，相対的に全炉心損傷頻度に占

める割合が増加した。また，感度解析における内部事象運転時レベル１ＰＲ

Ａの全炉心損傷頻度では地震レベル１ＰＲＡの割合が約 95％であることから，

これらの地震レベル１ＰＲＡの炉心損傷直結事象は内部事象運転時レベル１

ＰＲＡの全炉心損傷頻度においても寄与割合が大きくなっている。 

これらの炉心損傷直結事象は，損傷の程度に応じて緩和系による事象収束

可否を詳細に評価することが望ましいが，現段階では損傷の規模や範囲の特

定は困難かつ不確かさが大きく，これら事故シーケンスが発生した場合の事

象進展，具体的には，炉心損傷までの余裕時間，緩和系の健全性や炉心損傷

防止への必要性能有無などについて評価を行うことは現実的ではないことか

ら，保守的に炉心損傷直結として取り扱っている。 

大規模な地震等を想定した場合の，多数の設備の機能喪失により炉心損傷

回避が困難となるケースについても，炉心損傷防止対策の事故シーケンスグ

ループとして単独で定義するのではなく，地震等による損傷の程度や事象進

展に応じて，さまざまな炉心損傷防止対策を臨機応変に組み合わせて活用可

能なように準備しておくことが重要である。また，原子炉建物全体が損壊し，

建物内部の安全系機器が機能喪失に至ってしまうような非常に過酷な状況下

においても，屋外の可搬型設備により注水，除熱，電源機能を確保するとと

もに，大規模損壊対策として放水砲等の影響緩和措置を講じられるようにし

ておくことが重要であると考えられる。 

ｃ．津波レベル１ＰＲＡ 

島根原子力発電所２号炉のＰＲＡでは，ベースケースの段階において，津

波による浸水防止対策を考慮しているため，感度解析においてもベースケー

スと同じ全炉心損傷頻度となっている。 

 

3．まとめ 

感度解析の結果より，重大事故等対処設備を講じたことにより，島根原子力発

電所２号炉の炉心損傷頻度が低減されることを定量的に確認できた。地震レベル

１ＰＲＡにおいて，炉心損傷直結事象が抽出されたが，これらについては，評価
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の詳細化を検討していく。 

今後も安全対策の変更等をＰＲＡモデルに反映し，プラントのリスクを適切に

把握することに努めていく。 
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第 1表 感度解析で期待する設備等 

機能及び設備名 
ベース 

ケース 
感度解析 

異常発生防止   

 耐津波設計の見直し 津波による浸水防止対策 ○ ○ 

原子炉停止機能   

 設計基準事故対処設備 原子炉保護系及び制御棒駆動系 ○ ○ 

炉心冷却機能   

 

設計基準事故対処設備 

原子炉隔離時冷却系 ○ ○ 

 高圧炉心スプレイ系 ○ ○ 

 低圧炉心スプレイ系 ○ ○ 

 低圧注水系 ○ ○ 

 自動減圧系 ○ ○ 

 プラント運転開始時よ

り備えている手段・設備 

手動減圧 ○ ○ 

 給復水系  ○※  ○※ 

 重大事故等対処設備 低圧原子炉代替注水系（常設） － ○ 

格納容器熱除去機能   

 設計基準事故対処設備 残留熱除去系 ○ ○ 

 プラント運転開始時よ

り備えている設備 

格納容器スプレイの手動起動 ○ ○ 

 復水器による除熱  ○※  ○※ 

 重大事故等対処設備 格納容器フィルタベント系 － ○ 

安全機能のサポート機能   

 

設計基準事故対処設備 

原子炉補機冷却系 ○ ○ 

 非常用ディーゼル発電機 ○ ○ 

 直流電源 ○ ○ 

 
重大事故等対処設備 

常設代替交流電源設備 － ○ 

 所内常設蓄電式直流電源設備 － ○ 

※ 手動停止時のみ考慮している。 
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第 1図 各ＰＲＡの全炉心損傷頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2図 各ＰＲＡの寄与割合 

 

 

内部事象 44％ 地震 56％ 

内部事象 1.9％ 

地震 95％ 

津波 0.8％ 津波 3.1％ 

ベースケース 

（1.4×10－５／炉年） 

感度解析 

（3.9×10－６／炉年） 
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補足 1.1.2.a-1-1 

評価した工程の代表性及び成功基準の選定の考え方， 

燃料取出しの考え方について 

 

 

停止時レベル１ＰＲＡの評価対象とする定期事業者検査工程については，過去

の運転実績の中から標準的なものを選定することとし，第 14回定期検査を参考と

して評価用工程を設定した。 

 

【停止時ＰＳＡ学会標準より抜粋】 

「5.4 ＰＯＳの継続時間の設定 …停止時における炉心損傷頻度を概略的に算

出することが目的である場合には，過去の運転実績を統計処理してＰＯＳごと

の時間設定を行う方法，又は，代表的な定期検査工程を対象とする方法を使用

する。」 

 

定期事業者検査工程の策定に当たっては，保安規定を満足することを前提とし，

必要な予防保全工事を盛り込んだうえ，可能な限り合理的な工程としている。ま

た，定期事業者検査中に判明した不具合への対策により，当初の計画にない工事

を新たに計画し延長する場合もある。 

また，過去の定期検査において実施されたことのない特異な工事については，

計画時に作業内容を入念に検討のうえ，作業実施時には要領書等により適正に管

理されることから，代表的な定期検査工程の選定に当たっては考慮していない。 

以上を踏まえ，停止時レベル１ＰＲＡの評価対象とする代表的な工程の選定に

当たっては，以下の観点を考慮した。 

 

１．定期事業者検査工程の代表性 

(1) 燃料取出し 

原子炉停止中において炉心燃料は，通常原子炉内に格納されているが，炉内

点検や水没弁点検などの作業を実施する場合，全炉心燃料を燃料プールへ移動

させ，プールゲートを閉鎖する。近年の実績を踏まえて，部分燃料取出しでは

なく，全燃料取出しを実施している定期検査を選定する。 

 

(2) 工程に大きな影響を及ぼす工事の有無 

原子炉ウェル水抜きにより運転停止中の状態が変わり，定期検査工程の長期

化につながる工事がない定期検査を選定する。 

 

(3) 原子炉格納容器／原子炉圧力容器の閉鎖への移行状態における水路点検工

事の有無 

過去の定期検査においては，原子炉格納容器／原子炉圧力容器の閉鎖への移

行状態（ＰＯＳ－Ｃ）に，水路点検が行われた実績がある。しかし，近年の定

補足説明資料 1.1.2.a－1 
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期検査では，ＰＯＳ－Ｃにおける水路点検の実績は少なく，また仮に水路点検

が行われた場合でも，燃料損傷頻度への影響は小さいと考えられる。以上より，

この期間に取水路の点検を実施しない定期検査を選定する。 

なお，ＰＯＳ－Ｃにおいて水路点検工事を行う場合の燃料損傷頻度は 7.0×

10－６／定期事業者検査となり，本評価における燃料損傷頻度 6.0×10－６／定期

事業者検査と比較して増加するが，ＰＯＳ－Ｃで水路点検を実施する定期事業

者検査は，本評価と比較して短期となることが想定され，その期間に相当する

燃料損傷頻度が低減されることから，水路点検の影響は小さいと考えられる。 

 

以上の観点から，停止時レベル１ＰＲＡの評価対象とする工程として，第 14

回定期検査を選定した。これまでの各定期検査実績工程について，代表工程の選

定に当たっての分析結果を第 1表に示す。 

 

２．成功基準の選定 

燃料損傷の判定条件は，「燃料集合体の露出」とした。 

設定した代表工程におけるプラント状態（炉心燃料取出し・プールゲートの開

閉）によって対象とする燃料やその配置場所が異なるため，燃料損傷の判定条件

は２ケースに分類してそれぞれに燃料集合体の露出の水位を設定した。 

・炉心燃料と燃料プールの使用済燃料がプールゲートで隔てられている場合 

・炉心燃料と燃料プールの使用済燃料がプールゲートで隔てられていない場 

 合 
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第 1表 定期検査実績工程分析結果 

定期検査
回数 

解列日 
～並列日 

停止 
日数 

①燃料取
替工事 

②工程に影響 
を及ぼす工事 

（原子炉ウェル水
抜き工事内容） 

③原子炉ウェル水抜き
中（ＰＯＳ－Ｃ）の水路

点検工事の有無 

１ 
H2.2.5 
～4.18 

73 
部分 
取出 

－ 不明 

２ 
H3.5.7 
～7.15 

70 
部分 
取出 

－ 不明 

３ 
H4.9.7 
～11.18 

73 
全燃料 
取出 

－ 有 

４ 
H6.1.12
～3.23 

71 
全燃料 
取出 

－ 有 

５ 
H7.4.27
～7.10 

75 
全燃料 
取出 

－ 有 

６ 
H8.9.6 
～11.8 

64 
全燃料 
取出 

－ 有 

７ 
H10.1.5
～2.22 

49 
全燃料 
取出 

－ 有 

８ 
H11.5.11
～7.9 

60 
全燃料 
取出 

・水没弁点検 無 

９ 
H12.9.17
～10.29 

43 
部分 
取出 

－ 有 

10 
H14.1.8
～2.21 

45 
部分 
取出 

－ 有 

11 
H15.4.15
～8.1 

109 
全燃料 
取出 

・水没弁点検 無 

12 
H16.9.7
～17.2.6 

153 
全燃料 
取出 

・原子炉再循環系
配管修理工事 

無 

13 
H18.2.28
～6.3 

96 
全燃料 
取出 

－ 無 

14 
H19.5.8
～7.22 

76 
全燃料 
取出 

－ 無 

15 
H20.9.7

～
H21.3.24 

199 
全燃料 
取出 

・水没弁点検工事 無 

16 
H22.3.18
～12.6 

264 
全燃料 
取出 

・原子炉再循環系
配管他修理工事 

無 
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プラント状態の分類の考え方について 

 

 

島根原子力発電所２号炉において評価対象とする定期事業者検査工程を第 1

図に示す。以下に各ＰＯＳ分類の考え方について述べる。 

 

 

１．原子炉低温停止への移行状態（ＰＯＳ－Ｓ） 

通常のプラント停止では，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）で除熱

可能な圧力に減圧するまでは，主蒸気系を介して，復水器によって原子炉は除

熱される。残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の運転による除熱を開始

した後，復水器を真空破壊し，復水器による除熱を停止する。プラント停止直

後は，原子炉停止時冷却モード運転中の残留熱除去系１系列のほかに，残りの

残留熱除去系１系列が待機状態にある。復水器真空破壊から原子炉圧力容器開

放工程へ移行するまでの期間を，原子炉低温停止への移行状態（ＰＯＳ－Ｓ）

として分類する。 

 

２．原子炉格納容器／原子炉圧力容器開放への移行状態（ＰＯＳ－Ａ） 

原子炉格納容器／原子炉圧力容器の開放開始から原子炉ウェルの水張り完了

までの期間は，崩壊熱がまだ比較的大きく，原子炉内の保有水量も運転中とほ

ぼ変わらない。この期間は，原子炉停止時冷却モード運転中の残留熱除去系１

系列の他に，残りの残留熱除去系１系列が待機状態にある。この期間を，原子

炉格納容器／原子炉圧力容器の開放状態（ＰＯＳ－Ａ）として分類する。 

 

３．原子炉ウェル満水状態（ＰＯＳ－Ｂ） 

原子炉圧力容器開放完了から原子炉圧力容器閉鎖開始までの期間は，原子炉

ウェルが満水の状態にある。この期間は，原子炉内の保有水量が多く，残留熱

除去系による除熱が喪失しても原子炉冷却材の温度が短時間に上昇することは

ない。この期間を原子炉ウェル満水状態（ＰＯＳ－Ｂ）として分類する。さら

に，ＰＯＳ－Ｂの期間において，保守点検に伴い使用可能な設備の組合せ等が

変化するため，ＰＯＳ－Ｂ－１，Ｂ－２，Ｂ－３及びＢ－４の４つの期間に分

類する。 

 

４．原子炉格納容器／原子炉圧力容器の閉鎖への移行状態（ＰＯＳ－Ｃ） 

原子炉ウェル水抜き開始から起動準備に入るまでの期間は，設備の保守点検

は継続中であるが，原子炉内の保有水量は運転中とほぼ同じである。しかし，

炉心の崩壊熱は，停止直後の約１／10に低下している。原子炉圧力容器閉鎖開

始から起動準備に入るまでの期間を，原子炉格納容器／原子炉圧力容器の閉鎖

への移行状態（ＰＯＳ－Ｃ）として分類する。 

補足説明資料 1.1.2.a－2 



 

補足 1.1.2.a-2-2 

 

５．起動準備状態（ＰＯＳ－Ｄ） 

原子炉格納容器／原子炉圧力容器閉鎖が終了後，プラントの再起動までに設

備の機能確認などの起動準備が実施される。この期間中は，設備の保守点検が

終了しており，タービン駆動の注水機能を除き，緩和設備の多くが待機状態と

なっている。原子炉格納容器／原子炉圧力容器閉鎖終了から制御棒引抜開始ま

での期間を，起動準備状態（ＰＯＳ－Ｄ）として分類する。 

 

上記を踏まえ，停止時レベル１ＰＲＡの評価を実施するため，定期事業者検

査期間中の主要工程と，系統の除熱及び注水能力を整理し，評価対象とするＰ

ＯＳを以下のとおり設定した。 

・ＰＯＳ－Ｓ  ：原子炉低温停止への移行状態 

・ＰＯＳ－Ａ  ：原子炉格納容器／原子炉圧力容器開放への移行状態 

・ＰＯＳ－Ｂ－１：原子炉ウェル満水１の期間 

・ＰＯＳ－Ｂ－２：原子炉ウェル満水２の期間 

・ＰＯＳ－Ｂ－３：原子炉ウェル満水３の期間 

・ＰＯＳ－Ｂ－４：原子炉ウェル満水４の期間 

・ＰＯＳ－Ｃ  ：原子炉格納容器／原子炉圧力容器閉鎖への移行状態 

・ＰＯＳ－Ｄ  ：起動準備状態 



 

 

補足 1.1.2.a-2-3 
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補足 1.1.2.b-1-1 

反応度投入事象を起因事象から除外した考え方について 

 

 

運転停止中には原則として全制御棒が全挿入されており，制御棒駆動機構の試

験を行う場合でも，厳格な管理等により１体ごとにしか行えない。また，万一，

制御棒が誤って引き抜かれた場合でも，その影響は引き抜かれた制御棒等の周辺

のみに限られるため，局所的な事象で収束し，過大な炉心の損傷には至らない。

したがって，本事象から除外する。 

また，過去にＢＷＲプラントにおいて，運転停止中に制御棒が誤って引き抜か

れた事象が発生している。本プラントでは，従前からＨＣＵ隔離時には制御棒駆

動系はリターン運転とする手順としていたが，本事象に対する対策として，制御

棒駆動水差圧高の検知の明確化を図るとともに，差圧が更に高くなった場合には

制御棒駆動水ポンプをトリップさせるインターロックを設置する等の再発防止対

策をとり，同様の事象発生を防止している。また，仮に同様の事象が発生したと

しても，中性子束異常高による原子炉スクラムにより制御棒の引き抜きが停止す

ることから燃料は健全性を失うことはない。 

なお，制御棒の誤引き抜きが発生する頻度を評価すると，発生頻度は，

と十分小さく，頻度の観点からも起因事象から除外して

も問題ない。 

 

（補足資料） 

・制御棒の誤引き抜きが発生する頻度について 

 

補足説明資料 1.1.2.b－1 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足資料 

補足 1.1.2.b-1-2 

制御棒の誤引き抜きが発生する頻度について 

 

 

１．運転停止中のＨＣＵ隔離操作の回数 

運転停止中におけるＨＣＵ隔離操作は，以下の時期に２回実施される。 

・燃料取り出し作業前 

・ＰＣＶ漏えい試験前 

 

２．ＨＣＵ隔離時の制御棒駆動系リターン運転の確認 

 

  

 

３．制御棒駆動水差圧高時の制御棒駆動水ポンプトリップ回路 

 

  

 

４．制御棒駆動水差圧高時の運転員緩和操作 

 

  

 

５．制御棒誤引き抜き発生頻度 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

補足 1.1.2.b-2-1 

残留熱除去系運転中のＬＯＣＡについて 
 

 

残留熱除去系運転中のＬＯＣＡは，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

で運転中の残留熱除去系から，主に弁の損傷を起因として冷却材が流出する事象

である。一方，残留熱除去系切替時のＬＯＣＡは，残留熱除去系切替時に主に人

的過誤を起因として冷却材が流出する事象であるが，残留熱除去系運転中のＬＯ

ＣＡは，事象発生後の事故シーケンスの展開としては残留熱除去系切替時のＬＯ

ＣＡとほぼ同様となる。 

また，残留熱除去系運転中のＬＯＣＡの発生頻度は，残留熱除去系切替時の  

ＬＯＣＡの 2.9×10－４／定期事業者検査より

である。残留熱除去系運転中のＬＯＣＡの発生頻度の評価を補足資料に

示す。 

また，流出経路となる系統の最高使用圧力に対し，評価期間中の残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード）における残留熱除去系の系統圧力は十分に低く，弁

の破損が発生する可能性は十分に低いと考えられる。 

以上より，残留熱除去系運転中のＬＯＣＡは，人的過誤が起因となる残留熱除

去系切替時のＬＯＣＡで代表できるとし，起因事象から除外している。 

 

（補足資料） 

・残留熱除去系運転中のＬＯＣＡが発生する頻度について 

補足説明資料 1.1.2.b－2 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

 

補足 1.1.2.b-2-2 

残留熱除去系運転中のＬＯＣＡが発生する頻度について 

 

 

１．評価対象とするＰＯＳ 

残留熱除去系が運転する期間のうち，燃料が燃料プールに搬出されている期間

（ＰＯＳ－Ｂ－２及びＢ－３）については，残留熱除去ポンプの吸込がスキマサ

ージタンクとなり，原子炉冷却材の流出が発生しても流出量はスキマサージタン

クの容量のみに限定される。以上のことから，ＰＯＳ－Ｂ－２及びＢ－３を除く

すべてのＰＯＳを評価対象とする。第 1 図にＰＯＳ－Ｂ－２及びＢ－３におけ

る残留熱除去系の系統概要について示す。 

 

２．原子炉冷却材の流出経路及び要因の特定 

原子炉冷却材の流出経路の特定に際しては次の選定条件を設定した。 

 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転中に原子炉冷却材圧力バウ

ンダリを構成する弁の故障を対象とする。 

・流出先が原子炉となる弁の故障は除く。 

・原子炉冷却材の流出に２弁以上の弁の故障が必要となる経路は除く。 

 

上記の選定条件に適合する弁の故障を以下に示す。 

・サプレッション・チェンバからの吸込弁の破損 

・ミニマムフロー弁の破損 

・テストラインの弁の破損 

・格納容器スプレイライン（サプレッション・チェンバ側）の弁の破損 

 

対象とした４弁を第 2図に示す。 

 

３．発生頻度 

本評価では，電動弁（純水）内部リークの国内一般機器故障率 4.1×10－９（／

時間）を対象弁の内部破損による冷却材流出頻度とした。 

 

１系列の残留熱除去系が評価対象期間中運転するとした場合，残留熱除去系運

転中のＬＯＣＡの発生頻度は，以下のとおりとなる。 

 

 

 

補足資料 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

 

 

補足 1.1.2.b-2-3 
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補足 1.1.2.b-2-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2図 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）系統概要図 
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補足 1.1.2.b-3-1 

起因事象発生頻度の評価における考え方 

 

 

内部事象停止時レベル１ＰＲＡに用いる起因事象の発生頻度の評価方法は①～

④の優先順位に基づいて評価している。 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡの考え方と基本的に同様であるが，運転日数や

総点検回数，トラブル事例等の適切なデータの入手が困難である場合は④に示す

論理モデルを用いた評価等を使用する。 

 

①国内の運転経験データを確認し，発生が報告されている事象については，発生

件数を国内プラントの総運転炉年等で除した値とした。 

【対象事象】残留熱除去系機能喪失[フロントライン]，外部電源喪失の発生頻度 

 

②国内の運転経験データを確認し，発生が報告されていない事象であっても，発

生頻度について十分検討が行われており評価に活用可能な文献等が参照できる

事象については，それらを参照・検討し，値を設定した。 

【対象事象】本ＰＲＡでの対象なし 

 

③国内の運転経験データでは発生が報告されておらず，発生頻度の評価に活用可

能な文献等が確認できない事象については，運転日数等のデータが十分に収集

されていることを確認後，国内での発生件数を0.5件とし，これを国内プラント

の総運転炉年等で除した値として評価に用いた。 

【対象事象】補機冷却系機能喪失の発生頻度 

 

④運転日数や総点検回数，トラブル事例等の適切なデータの入手が困難であり，

②，③による算出ができない場合は，イベントツリーを用いた論理モデルによ

る信頼性評価を行い，値を設定した。 

なお，イベントツリーを用いた論理モデルでは保守性を持つ仮定等により発生

頻度が大きく，また故障率の不確実さが大きくなる傾向がある。そのため，その

他の適切な推定手段がある場合にはそちらを用いる。 

【対象事象】原子炉冷却材の流出 
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冷却材流出事象の発生頻度の算出方法について 

 

 

運転停止中のＬＯＣＡの起因事象として，制御棒駆動機構点検時，局部出力領

域モニタ交換時，残留熱除去系運転切替時，原子炉浄化系ブロー運転時を想定し

ている。これらの起因事象の発生頻度算出モデル及び仮定条件について以下に述

べる。 

 

１．制御棒駆動機構点検時のＬＯＣＡの発生頻度 

制御棒駆動機構点検時のＬＯＣＡの発生頻度は，制御棒駆動機構点検本数及び

機器点検手順から，ＬＯＣＡが発生する可能性がある事象に対して，操作失敗時

の人的過誤確率及び機器故障率を考慮したイベントツリーを作成して評価した。

評価では，定期事業者検査当たり 19個の制御棒駆動機構を点検し，点検時にカ

ップリング又はフランジから冷却材が漏えいすることを想定している。イベント

ツリーを第 1図に示す。カップリングシール確保失敗は，配管破損の国内一般機

器故障率を考慮して設定している。カップリング漏えい認知，ＣＲＤフランジ取

付け及び燃料取替階側の操作誤りは，それぞれ第 5 図より設定している。第 1

図より，発生頻度は 6.5×10－７／定期事業者検査となった。 

 

２．局部出力領域モニタ交換時のＬＯＣＡの発生頻度 

 局部出力領域計装の交換の発生頻度は，局部出力領域計装交換本数及び機器点

検手順から，冷却材の流出が発生する可能性がある以下の事象に対して，操作失

敗の人的過誤確率，機器故障確率を考慮したイベントツリーを作成して評価した。

評価では，定期事業者検査当たり６個の局部出力領域計装を交換し，交換時のフ

ラッシング装置等からの冷却材喪失を想定している。イベントツリーを第2図に

示す。ＬＰＲＭシール確保失敗は，配管破損の国内一般機器故障率を考慮して設

定している。シール漏えい認知，フラッシング装置取付け及び燃料取替階側の操

作誤りは，それぞれ第5図より設定している。第2図より，発生頻度は3.7×10－７

／定期事業者検査となった。 

 

３．残留熱除去系運転切替時のＬＯＣＡの発生頻度 

 残留熱除去系運転切替時の冷却材流出の発生頻度は，ミニマムフロー弁の閉め

忘れを対象としてＨＲＡイベントツリーを作成し，人的過誤確率を求めることに

より評価した。第3図にＨＲＡイベントツリー，第1表に各人的過誤の確率を示す。 

 第1表の人的過誤確率を求めるうえでの仮定条件として，運転員の弁の閉め忘

れは，手順書（10ページ以下）中の１項目を省いてしまう過誤率を用いた。管理

者の閉チェックの失敗は，手順書を用いて行う慣例的な点検（作業）の作業ミス

の発見に失敗する人的過誤確率を用い，これに低従属を考慮した。なお，ミニマ

ムフロー弁を閉とした後，安全措置としてミニマムフロー弁の電源を切とする運
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用については，その確認が弁閉操作を行う運転員と同一の運転員により行われる

可能性が高いことから，確認の失敗は弁の閉め忘れに完全従属するものとした。

第3図及び第1表より，発生頻度は2.9×10－４／回となった。 

 

４．原子炉浄化系ブロー時のＬＯＣＡの発生頻度 

 原子炉浄化系ブロー時の冷却材流出の発生頻度は，原子炉浄化系ブロー時の弁

の閉め忘れを対象としてＨＲＡイベントツリーを作成し，人的過誤確率を求める

ことにより評価した。第4図にＨＲＡイベントツリー，第2表に各人的過誤の確率

を示す。第2表の人的過誤のうち，運転員の弁の閉め忘れは第5図をもとに設定し

ている。 

 第2表の人的過誤を求めるうえでの仮定条件として，運転員の弁の閉め忘れに

対してレベル３を設定している。第5図の項目ではレベル４となるが，原子炉浄

化系ブローは高度な管理下で実施される作業であるものの，時間が経過した後

で実施する操作のため，工学的判断により保守的にレベル３の確率とした。 

 また，管理者の閉操作チェック失敗は，日常的なものではなく特に要求され

た点検（作業）の作業ミスの発見に失敗する人的過誤率を用い，これに低従属

を考慮した。第4図及び第2表より，発生頻度は1.3×10－４／回となった。 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



  

補足 1.1.2.b-4-4 

 

 

第
2
図
 

局
部
出

力
領

域
モ
ニ
タ

交
換
時

の
Ｌ

Ｏ
Ｃ
Ａ
の

イ
ベ

ン
ト

ツ
リ

ー
 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第3図 残留熱除去系運転切替時のＬＯＣＡのＨＲＡイベントツリー 

 

 

 

第1表 残留熱除去系運転切替時のＬＯＣＡの 

ＨＲＡイベントツリーの分岐確率 

人的過誤 中央値 平均値 備考 
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S 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第4図 原子炉浄化系ブロー時のＬＯＣＡのＨＲＡイベントツリー 

 

 

 

第2表 原子炉浄化系ブロー時のＨＲＡイベントツリーの分岐確率 

人的過誤 中央値 平均値 備考 

HE1 

HE2 
S 

S F 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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燃料損傷条件について 

 

 

停止時レベル１ＰＲＡにおいては，燃料損傷の判定条件を“燃料棒有効長頂部

が露出した状態”としている。このため，ＰＯＳによって対象とする燃料の配置

場所が異なるため，燃料損傷の判定条件を以下のようにＰＯＳにより分類してい

る。第 1 表に燃料損傷の判定条件，第 2 表に対象設備動作までの余裕時間，第 1

図に保有水のエリア分割を示す。 

 

１．原子炉通常水位における評価（ＰＯＳ－Ｓ，Ａ，Ｃ，Ｄ） 

炉心燃料が炉心に全数装荷された状態を評価する。 

崩壊熱による冷却水温度上昇の余裕時間算出においては，原子炉通常水位か

ら原子炉圧力容器底部までを保有水量（ａ＋ｂ＋ｃ）として考慮する。また，

原子炉水の蒸発による余裕時間算出においては，原子炉通常水位から燃料棒有

効長頂部までの保有水量（ｃ）の蒸発時間を考慮する。 

 

２．原子炉ウェル満水時の燃料移動中における評価（ＰＯＳ－Ｂ－１，Ｂ－４） 

炉心燃料が炉心から燃料プールに移動中の評価については，燃料が炉心に全

数装荷されている状態において，原子炉側の保有水量のみを考慮する。プール

ゲートが開いている期間であるため，燃料プールの保有水量も考慮することが

できるが，保有水量を少なく見積もるために考慮しないこととする。これらは，

炉心燃料と使用済燃料の両方に対し原子炉側と燃料プールの両方を保有水量と

するよりも保守的な評価となっている。 

上記を踏まえ，崩壊熱による冷却水温度上昇の余裕時間算出においては，原

子炉側を保有水量（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ＋ｅ）として考慮する。原子炉水の蒸発に

よる余裕時間算出においては，原子炉ウェル満水から燃料棒有効長頂部までを

保有水量（ｃ＋ｄ＋ｅ）として考慮する。 

 

３．原子炉ウェル満水時の全炉心燃料取り出し後における評価（ＰＯＳ－Ｂ－ 

２，Ｂ－３） 

全炉心燃料及び使用済燃料が燃料プールにある状態を評価する。プールゲー

トが開いている状態のため，原子炉側の保有水量も考慮することができるが，

保有水量を少なく見積もるために考慮しないこととする。 

上記を踏まえ，崩壊熱による冷却水温度上昇時の余裕時間算出においては，

燃料プールの保有水量（ｆ＋ｇ）を考慮する。また，燃料プール水の蒸発によ

る余裕時間においては，原子炉ウェル満水から燃料棒有効長頂部までの保有水

量（ｇ）を考慮する。 
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第 1表 燃料損傷の判定条件 

ＰＯＳ 
原子炉

水位 

余裕時間評価に 

使用する水量の範囲 

余裕時間評

価に使用す

る保有水量 

余裕時間評価

に使用する燃

料の位置 

考慮で

きる保

有水量 

崩壊熱を考

慮する燃料 

Ｓ，Ａ 

Ｃ，Ｄ 

通常 

水位 

崩壊熱により水温が

上昇する範囲 
ａ，ｂ，ｃ 炉心 

ａ，ｂ，

ｃ 
炉心 

崩壊熱により冷却材

が蒸発・流出する範囲 
ｃ 炉心 ｃ 炉心 

Ｂ－１ 

Ｂ－４ 

原子炉

ウェル

満水 

崩壊熱により水温が

上昇する範囲 

ａ，ｂ，ｃ，

ｄ，ｅ 
炉心 

ａ，ｂ，

ｃ，ｄ，

ｅ，ｆ，

ｇ 

移動中 

（炉心， 

燃料プール） 

崩壊熱により冷却材

が蒸発・流出する範囲 
ｃ，ｄ，ｅ 炉心 ｅ，ｇ 

移動中 

（炉心， 

燃料プール） 

Ｂ－２ 

Ｂ－３ 

崩壊熱により水温が

上昇する範囲 
ｆ，ｇ 燃料プール 

ａ，ｂ，

ｃ，ｄ，

ｅ，ｆ，

ｇ 

燃料プール 

崩壊熱により冷却材

が蒸発・流出する範囲 
ｇ 燃料プール ｅ，ｇ 燃料プール 
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補足 1.1.2.c-2-1 

燃料損傷防止の成功に必要な安全機能について 

 

 

停止時レベル１ＰＲＡにおいて燃料損傷防止のために必要な緩和機能は下の２

つを設定しており，それらに必要なフロントライン系（ＥＣＣＳ，復水輸送系等）

やサポート系（電源設備，原子炉補機冷却系等）を設定している。 

・除熱機能又は原子炉注水機能（崩壊熱除去機能喪失及び外部電源喪失時） 

・原子炉注水機能（原子炉冷却材の流出時） 

この時，注水等の機能維持に必要な機能であるが，評価の対象としない原子炉

減圧及び原子炉格納容器除熱機能について，その取り扱いの考え方を整理した。 

 

１．原子炉の減圧機能 

ＰＯＳ－Ｓ，Ａ，Ｃ，Ｄにおいて原子炉が未開放の状態であり，崩壊熱除去機

能が喪失した場合の冷却材の沸騰や原子炉圧力容器漏えい試験時の制御棒駆動

機構による加圧時には，運転停止中であっても原子炉の圧力は上昇する。これら

の場合においては原子炉の低圧維持と注水系による注水が必要となるため，減圧

を実施する必要がある。ただし，下の整理により成功基準の設定は不要としてい

る。 

・原子炉圧力容器漏えい試験（ＰＯＳ－Ｃの期間内） 

原子炉圧力容器漏えい試験は原子炉圧力容器トップベント弁やＳＲＶを閉鎖

し，制御棒駆動機構等により注水することで原子炉圧力容器を約6.93MPa以上ま

で上昇させ，漏えいの有無を確認するものである。仮に試験実施中に崩壊熱除去

機能の喪失や全交流動力電源の喪失が発生した場合はトップベント弁の開放や

ＳＲＶの開放，主蒸気隔離弁の強制開等の手段で原子炉圧力容器を減圧する必要

がある。 

しかし漏えい試験に伴い，原子炉水位は十分高く維持しているため，試験前の

状態と比べて余裕時間※１は長くなり，これらの減圧操作の成功は十分期待でき

る。 

以上より，本評価では試験実施時間の長さと余裕時間，減圧手段を考慮して 

ＰＯＳ－Ｃでは原子炉圧力容器漏えい試験の状態は評価不要としている。 

※１ 漏えい試験では保有水量が多いため，崩壊熱除去機能が喪失した場合，

ＰＯＳ－Ｃの崩壊熱における大気圧下での沸騰を想定しても，事象発生

から２日以上の余裕がある。 

 

・原子炉圧力容器未開放時の冷却材沸騰による加圧（ＰＯＳ－Ｓ，Ａ，Ｃ，Ｄ） 

原子炉圧力容器未開放状態において崩壊熱除去機能の喪失や全交流動力電源

の喪失が発生した場合，徐々に原子炉内の圧力が上昇するため，いずれは減圧が

必要となる。 

ただし，崩壊熱が大きな原子炉停止後初期（ＰＯＳ－Ｓ，Ａ）においては，Ｓ

補足説明資料 1.1.2.c－2 



 

補足 1.1.2.c-2-2 

ＲＶや主蒸気隔離弁などが機能維持されており，これらを用いた減圧が可能であ

る。また，崩壊熱が小さな定期事業者検査時後半（ＰＯＳ－Ｃ，Ｄ）においては

原子炉圧力容器のトップベント弁等より蒸気を原子炉格納容器へと逃がすこと

ができるため，この減圧機能により低圧の維持は可能である。 

そのため，本評価においてはこれらの減圧機能が十分信頼性が高いこと及び余

裕時間が十分にあることをもって評価不要としている※２。 

※２ ＳＲＶ１個あたりの開失敗確率（デマンド）（2.7×10－４，ＥＦ＝13）

であり，島根原子力発電所２号炉ではＳＲＶが12個あるため，十分信頼

性は高い。 

 

２．原子炉格納容器除熱機能 

「１．原子炉の減圧機能」で示した原子炉減圧が必要なプラント状態において，

ＳＲＶ開放等により原子炉圧力を低下させた際，崩壊熱の熱量は原子炉格納容器

へと移行する。この時，原子炉格納容器は徐々に圧力が上昇するが，十分余裕時

間があり,またフィルタベント等を用いることで圧力を低下させることが可能で

あるため，成功基準の設定は不要としている※３。 

※３ 「添付資料 5.1.5 原子炉停止中における崩壊熱除去機能喪失及び全交流

動力電源喪失時の格納容器の影響について」にて示すとおり，格納容器

代替スプレイに期待しない場合であってもベントまでの時間は事象開始

から約51時間程度と崩壊熱除去機能復旧の余裕時間は充分確保される。

なお，停止中の場合，所員用エア・ロック等の開放により原子炉格納容

器が開放されている場合も考えられるが，所員用エア・ロック等を速や

かに閉止することで未開放時と同様の対応となる。原子炉格納容器の上

部蓋を取り外している場合は，状況により速やかに原子炉格納容器を閉

鎖することが困難となり原子炉内から蒸気とともに熱量が原子炉格納容

器を経由して原子炉建物内に放出されることも考えられる。ただし，原

子炉建物壁面への吸熱及び原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル開

放等による環境への放熱により，原子炉建物内の環境条件は必要な設備

が機能喪失するほど悪化することはなく，原子炉補機代替冷却系等を用

いた原子炉又は格納容器冷却の開始により徐々に改善される。また，現

場作業員の退避時及び公衆への放射線影響について，原子炉冷却材中に

含まれるよう素は微少であり，かつ，時間減衰による低減効果もあるた

め，有意なものとはならない。原子炉圧力容器を開放している場合は，

原子炉内から放出された熱量は蒸気に伴い原子炉建物内に放出され，原

子炉建物壁面への吸熱，又は環境へ放熱されるが，この場合は崩壊熱量

が更に低下していること，原子炉ウェルが水張りされているなど原子炉

冷却材の量が増加していることから事象進展はより緩慢となる。 



 

補足 1.1.2.c-3-1 

冷却材流出事象の流出量及び余裕時間の算出方法について 

 

 

停止時レベル１ＰＲＡにおいては，制御棒駆動機構点検時，局部出力領域モニ

タ交換時，残留熱除去系切替時及び原子炉浄化系ブロー時の冷却材流出が想定さ

れる。各事象における余裕時間を第 1表に示す。 

運転停止中のＬＯＣＡにおける余裕時間は，以下に示すとおり，冷却材の流出

流量により燃料露出までの時間を計算することにより求めている。 

 

１．制御棒駆動機構点検時の冷却材流出 

制御棒駆動機構点検時は，

冷却材流出を想定し，原子

炉ウェル満水からの水位低下を評価している。 

原子炉ウェル満水から燃料棒有効長頂部までの水量（約1.0×10３m3）及び流出

流量（  ）から，余裕時間は  とした。 

 

２．局部出力領域モニタ交換時の冷却材流出 

局部出力領域計装交換時の中性子束計測案内管からの冷却材流出を想定し，原

子炉ウェル満水からの水位低下を評価している。 

原子炉ウェル満水から燃料棒有効長頂部までの水量（約1.0×10３m3）及び流出

流量（  ）から，余裕時間は  とした。 

 

３．残留熱除去系切替時の冷却材流出 

残留熱除去系切替時のミニマムフロー弁閉操作忘れを想定し，原子炉ウェル満

水からの水位低下を評価している。 

原子炉ウェル満水から燃料棒有効長頂部までの水量（約1.0×10３m3）及び流出

流量（94m3/h）から，余裕時間は  とした。 

 

４．原子炉浄化系ブロー時の冷却材流出 

原子炉浄化系ブロー時のブローライン止弁の閉失敗による流出を想定し，通常

水位からの水位低下を評価している。 

通常水位から燃料棒有効長頂部までの水量（約1.2×10２m3）及び流出流量

（  ）から，余裕時間は  とした。 

 

以上より，各事象における燃料露出までの余裕時間は約２時間以上あり，緩和

系作動までの余裕時間を保守的に１時間としている。 

なお，運転時レベル１ＰＲＡにおけるＬＯＣＡ時の原子炉減圧の手動操作の余
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

補足 1.1.2.c-3-2 

裕時間については，ＬＯＣＡが発生していることを必ず認知できると想定される

が，保守的に過渡時の原子炉減圧の余裕時間を設定している。 

 

第 1表 冷却材流出時の余裕時間 

冷却材流出事象 想定する水位 流出流量（m3/h） 
燃料露出までの 

時間（時間） 

制御棒駆動機構 

点検時の冷却材流出 
原子炉ウェル満水 

局部出力領域モニタ 

交換時の冷却材流出 
原子炉ウェル満水 

残留熱除去系 

切替時の冷却材流出 
原子炉ウェル満水 

原子炉浄化系 

ブロー時の冷却材流出 
通常水位 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.2.c-4-1 

緩和操作に必要な余裕時間等の算定根拠について 

 

 

１．崩壊熱評価条件 

発生する崩壊熱の計算には，炉心にＵＯ２燃料のみが装荷されている場合につ

いて停止時ＰＳＡ学会標準に記載の May-Wittの式で評価し，ＭＯＸ燃料が含ま

れる場合においてはＯＲＩＧＥＮ２コードを用いて評価している。 

また，炉心部には燃料が 560 体全数装荷されていることとし，燃料プールに

保管されている燃料については，炉心部燃料の燃料プールへの移動後，使用済

燃料貯蔵ラックに貯蔵可能である燃料 3,518 体が貯蔵されていることとする。

評価条件を第 1表に示す。 

上記で算出した崩壊熱の評価に基づき，緩和操作に必要な余裕時間を算出した。 

 

 

第 1表 崩壊熱評価条件 

 
ＵＯ２燃料 

ＭＯＸ燃料を含む場合 

ＵＯ２燃料 ＭＯＸ燃料 

崩壊熱評価 May-Wittの式 ＯＲＩＧＥＮ２コード 

100％炉心 560体 332体 228体 

燃料プール 

（630％炉心相当） 
3,518体 

 

２．余裕時間の評価に用いる崩壊熱 

原子炉停止後一定期間（数日程度）までは，ＵＯ２燃料の方が崩壊熱は大きく

なるが，その後はＭＯＸ燃料を含む方が崩壊熱は大きくなる。余裕時間の評価

では，炉心にＵＯ２燃料のみが装荷されている場合とＭＯＸ燃料を含む場合の比

較を行い，崩壊熱が大きくなる方を用いることとした。原子炉冷却材初期温度

は 52℃を設定している。第 2表に各ＰＯＳの代表時間における崩壊熱について

示す。 
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第 2表 各ＰＯＳの代表時間における崩壊熱 

ＰＯＳ 
各ＰＯＳの代表時間 

(解列からの日数） 

崩壊熱 

（MW） 

Ｓ 
0.25日後 

(６時間後) 
23 

Ａ １日後 16 

Ｂ－１ ６日後 9.3 

Ｂ－２ 12日後 7.5 

Ｂ－３ 40日後 5.1 

Ｂ－４ 50日後 4.8 

Ｃ 58日後 3.2 

Ｄ 67日後 3.0 
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島根原子力発電所２号炉 

内部事象停止時レベル１ＰＲＡ 

イベントツリー集 
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目  次 

 

第１図 ＰＯＳ－Ｓ  ＲＨＲフロント系機能喪失に対するイベントツリー 

第２図 ＰＯＳ－Ｓ  ＲＨＲサポート系機能喪失に対するイベントツリー 

第３図 ＰＯＳ－Ｓ  外部電源喪失に対するイベントツリー 

第４図 ＰＯＳ－Ａ  ＲＨＲフロント系機能喪失に対するイベントツリー 

第５図 ＰＯＳ－Ａ  ＲＨＲサポート系機能喪失に対するイベントツリー 

第６図 ＰＯＳ－Ａ  外部電源喪失に対するイベントツリー 

第７図 ＰＯＳ－Ｂ－１ ＲＨＲフロント系機能喪失に対するイベントツリー 

第８図 ＰＯＳ－Ｂ－１ ＲＨＲサポート系機能喪失に対するイベントツリー 

第９図 ＰＯＳ－Ｂ－１ 外部電源喪失に対するイベントツリー 

第 10図 ＰＯＳ－Ｂ－２ ＲＨＲフロント系機能喪失に対するイベントツリー 

第 11図 ＰＯＳ－Ｂ－２ ＲＨＲサポート系機能喪失に対するイベントツリー 

第 12図 ＰＯＳ－Ｂ－２ 外部電源喪失に対するイベントツリー 

第 13図 ＰＯＳ－Ｂ－２ 冷却材流出（ＣＲＤ点検）に対するイベントツリー 

第 14図 ＰＯＳ－Ｂ－２ 冷却材流出（ＬＰＲＭ交換）に対するイベントツリー 

第 15図 ＰＯＳ－Ｂ－３ ＲＨＲフロント系機能喪失に対するイベントツリー 

第 16図 ＰＯＳ－Ｂ－３ ＲＨＲサポート系機能喪失に対するイベントツリー 

第 17図 ＰＯＳ－Ｂ－３ 外部電源喪失に対するイベントツリー 

第 18図 ＰＯＳ－Ｂ－３ 冷却材流出（ＲＨＲ切替）に対するイベントツリー 

第 19図 ＰＯＳ－Ｂ－４ ＲＨＲフロント系機能喪失に対するイベントツリー 

第 20図 ＰＯＳ－Ｂ－４ ＲＨＲサポート系機能喪失に対するイベントツリー 

第 21図 ＰＯＳ－Ｂ－４ 外部電源喪失に対するイベントツリー 

第 22図 ＰＯＳ－Ｃ  ＲＨＲフロント系機能喪失に対するイベントツリー 

第 23図 ＰＯＳ－Ｃ  ＲＨＲサポート系機能喪失に対するイベントツリー 

第 24図 ＰＯＳ－Ｃ  外部電源喪失に対するイベントツリー 

第 25図 ＰＯＳ－Ｃ  冷却材流出（ＣＵＷブロー）に対するイベントツリー 

第 26図 ＰＯＳ－Ｄ  ＲＨＲフロント系機能喪失に対するイベントツリー 

第 27図 ＰＯＳ－Ｄ  ＲＨＲサポート系機能喪失に対するイベントツリー 

第 28図 ＰＯＳ－Ｄ  外部電源喪失に対するイベントツリー 

 

【ＰＤＳ凡例】 【略語】 

ＤＲＦ：崩壊熱除去機能喪失（フロントライン系） ＲＨＲ ：残留熱除去系 

ＤＲＳ：崩壊熱除去機能喪失（サポート系） ＬＰＲＭ：局部出力領域計装 

ＤＬＰ：全交流動力電源喪失 ＣＲＤ ：制御棒駆動機構 

ＤＬＣ：原子炉冷却材の流出 ＣＵＷ ：原子炉浄化系 

ＯＫ ：事象収束  
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第１図 ＰＯＳ－Ｓ ＲＨＲフロント系機能喪失に対するイベントツリー 
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第２図 ＰＯＳ－Ｓ ＲＨＲサポート系機能喪失に対するイベントツリー 
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第３図 ＰＯＳ－Ｓ 外部電源喪失に対するイベントツリー（１／７） 
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第３図 ＰＯＳ－Ｓ 外部電源喪失に対するイベントツリー（２／７） 
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第３図 ＰＯＳ－Ｓ 外部電源喪失に対するイベントツリー（３／７） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-8 
 

第３図 ＰＯＳ－Ｓ 外部電源喪失に対するイベントツリー（４／７） 
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第３図 ＰＯＳ－Ｓ 外部電源喪失に対するイベントツリー（５／７） 
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第３図 ＰＯＳ－Ｓ 外部電源喪失に対するイベントツリー（６／７） 
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第３図 ＰＯＳ－Ｓ 外部電源喪失に対するイベントツリー（７／７） 
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第４図 ＰＯＳ－Ａ ＲＨＲフロント系機能喪失に対するイベントツリー 
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第５図 ＰＯＳ－Ａ ＲＨＲサポート系機能喪失に対するイベントツリー 
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第６図 ＰＯＳ－Ａ 外部電源喪失に対するイベントツリー（１／７） 
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第６図 ＰＯＳ－Ａ 外部電源喪失に対するイベントツリー（２／７） 
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第６図 ＰＯＳ－Ａ 外部電源喪失に対するイベントツリー（３／７） 
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第６図 ＰＯＳ－Ａ 外部電源喪失に対するイベントツリー（４／７） 
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第６図 ＰＯＳ－Ａ 外部電源喪失に対するイベントツリー（５／７） 
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第６図 ＰＯＳ－Ａ 外部電源喪失に対するイベントツリー（６／７） 
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第６図 ＰＯＳ－Ａ 外部電源喪失に対するイベントツリー（７／７） 
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第７図 ＰＯＳ－Ｂ－１ ＲＨＲフロント系機能喪失に対するイベントツリー 
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第８図 ＰＯＳ－Ｂ－１ ＲＨＲサポート系機能喪失に対するイベントツリー 
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第９図 ＰＯＳ－Ｂ－１ 外部電源喪失に対するイベントツリー（１／５） 
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第９図 ＰＯＳ－Ｂ－１ 外部電源喪失に対するイベントツリー（２／５） 
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第９図 ＰＯＳ－Ｂ－１ 外部電源喪失に対するイベントツリー（３／５） 
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第９図 ＰＯＳ－Ｂ－１ 外部電源喪失に対するイベントツリー（４／５） 
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第９図 ＰＯＳ－Ｂ－１ 外部電源喪失に対するイベントツリー（５／５） 
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第 10図 ＰＯＳ－Ｂ－２ ＲＨＲフロント系機能喪失に対するイベントツリー 

 



 

補足 1.1.2.d-1-29 
 

第 11図 ＰＯＳ－Ｂ－２ ＲＨＲサポート系機能喪失に対するイベントツリー 

 



 

補足 1.1.2.d-1-30 
 

第 12図 ＰＯＳ－Ｂ－２ 外部電源喪失に対するイベントツリー（１／５） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-31 
 

第 12図 ＰＯＳ－Ｂ－２ 外部電源喪失に対するイベントツリー（２／５） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-32 
 

第 12図 ＰＯＳ－Ｂ－２ 外部電源喪失に対するイベントツリー（３／５） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-33 
 

第 12図 ＰＯＳ－Ｂ－２ 外部電源喪失に対するイベントツリー（４／５） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-34 
 

第 12図 ＰＯＳ－Ｂ－２ 外部電源喪失に対するイベントツリー（５／５） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-35 
 

第 13図 ＰＯＳ－Ｂ－２ 冷却材流出（ＣＲＤ点検）に対するイベントツリー 

 



 

補足 1.1.2.d-1-36 
 

第 14図 ＰＯＳ－Ｂ－２ 冷却材流出（ＬＰＲＭ交換）に対するイベントツリー 

 



 

補足 1.1.2.d-1-37 
 

第 15図 ＰＯＳ－Ｂ－３ ＲＨＲフロント系機能喪失に対するイベントツリー 

 



 

補足 1.1.2.d-1-38 
 

第 16図 ＰＯＳ－Ｂ－３ ＲＨＲサポート系機能喪失に対するイベントツリー 

 



 

補足 1.1.2.d-1-39 
 

第 17図 ＰＯＳ－Ｂ－３ 外部電源喪失に対するイベントツリー（１／５） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-40 
 

第 17図 ＰＯＳ－Ｂ－３ 外部電源喪失に対するイベントツリー（２／５） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-41 
 

第 17図 ＰＯＳ－Ｂ－３ 外部電源喪失に対するイベントツリー（３／５） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-42 
 

第 17図 ＰＯＳ－Ｂ－３ 外部電源喪失に対するイベントツリー（４／５） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-43 
 

第 17図 ＰＯＳ－Ｂ－３ 外部電源喪失に対するイベントツリー（５／５） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-44 
 

第 18図 ＰＯＳ－Ｂ－３ 冷却材流出（ＲＨＲ切替）に対するイベントツリー 



 

補足 1.1.2.d-1-45 
 

第 19図 ＰＯＳ－Ｂ－４ ＲＨＲフロント系機能喪失に対するイベントツリー 

 



 

補足 1.1.2.d-1-46 
 

第 20図 ＰＯＳ－Ｂ－４ ＲＨＲサポート系機能喪失に対するイベントツリー 

 



 

補足 1.1.2.d-1-47 
 

第 21図 ＰＯＳ－Ｂ－４ 外部電源喪失に対するイベントツリー（１／５） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-48 
 

第 21図 ＰＯＳ－Ｂ－４ 外部電源喪失に対するイベントツリー（２／５） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-49 
 

第 21図 ＰＯＳ－Ｂ－４ 外部電源喪失に対するイベントツリー（３／５） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-50 
 

第 21図 ＰＯＳ－Ｂ－４ 外部電源喪失に対するイベントツリー（４／５） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-51 
 

第 21図 ＰＯＳ－Ｂ－４ 外部電源喪失に対するイベントツリー（５／５） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-52 
 

第 22図 ＰＯＳ－Ｃ ＲＨＲフロント系機能喪失に対するイベントツリー 

 



 

補足 1.1.2.d-1-53 
 

第 23図 ＰＯＳ－Ｃ ＲＨＲサポート系機能喪失に対するイベントツリー 

 



 

補足 1.1.2.d-1-54 
 

第 24図 ＰＯＳ－Ｃ 外部電源喪失に対するイベントツリー（１／７） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-55 
 

第 24図 ＰＯＳ－Ｃ 外部電源喪失に対するイベントツリー（２／７） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-56 
 

第 24図 ＰＯＳ－Ｃ 外部電源喪失に対するイベントツリー（３／７） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-57 
 

第 24図 ＰＯＳ－Ｃ 外部電源喪失に対するイベントツリー（４／７） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-58 
 

第 24図 ＰＯＳ－Ｃ 外部電源喪失に対するイベントツリー（５／７） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-59 
 

第 24図 ＰＯＳ－Ｃ 外部電源喪失に対するイベントツリー（６／７） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-60 
 

第 24図 ＰＯＳ－Ｃ 外部電源喪失に対するイベントツリー（７／７） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-61 
 

第 25図 ＰＯＳ－Ｃ 冷却材喪失（ＣＵＷブロー）に対するイベントツリー 



 

補足 1.1.2.d-1-62 
 

第 26図 ＰＯＳ－Ｄ ＲＨＲフロント系機能喪失に対するイベントツリー 

 



 

補足 1.1.2.d-1-63 
 

第 27図 ＰＯＳ－Ｄ ＲＨＲサポート系機能喪失に対するイベントツリー 

 



 

補足 1.1.2.d-1-64 
 

第 28図 ＰＯＳ－Ｄ 外部電源喪失に対するイベントツリー（１／７） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-65 
 

第 28図 ＰＯＳ－Ｄ 外部電源喪失に対するイベントツリー（２／７） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-66 
 

第 28図 ＰＯＳ－Ｄ 外部電源喪失に対するイベントツリー（３／７） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-67 
 

第 28図 ＰＯＳ－Ｄ 外部電源喪失に対するイベントツリー（４／７） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-68 
 

第 28図 ＰＯＳ－Ｄ 外部電源喪失に対するイベントツリー（５／７） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-69 
 

第 28図 ＰＯＳ－Ｄ 外部電源喪失に対するイベントツリー（６／７） 

 



 

補足 1.1.2.d-1-70 
 

 

第 28図 ＰＯＳ－Ｄ 外部電源喪失に対するイベントツリー（７／７） 

 



 

補足 1.1.2.e-1-1 

停止時レベル１ＰＲＡ及び運転時レベル１ＰＲＡにおける 

余裕時間を考慮した診断操作失敗確率の設定について 

 

 

停止時レベル１ＰＲＡにおいて，原子炉ウェル満水時又は点検により作業員が

直接原子炉冷却材圧力バウンダリから冷却材を流出させる冷却材流出事象の認知

失敗の人的過誤確率はその診断が容易であり認知に失敗することが考え難い※こ

とから，  

停止時レベル１ＰＲＡにおける他の診断操作や運転時レベル１ＰＲＡにおける

診断操作は余裕時間が比較的長いものも存在するが，認知が確実に行われるとは

言い難いため，ＴＨＥＲＰの標準診断曲線を参照して失敗確率を設定している。 

 

 

 

 

補足説明資料 1.1.2.e－1 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.2.e-2-1 

システム信頼性評価の結果について 

 

 

各緩和設備の代表的なフォールトツリーの評価内容を第1表～第2表に示す。ま

た，各緩和設備のシステム信頼性評価結果を第3表に示す。 

 

１．高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低圧注水モード） 

本ＰＲＡでは期待していない。 

 

２．残留熱除去系 

(1) 崩壊熱除去機能喪失 

起因事象発生により，運転中の残留熱除去系が機能喪失した際の待機中の残

留熱除去系の起動失敗を想定しており，ポンプの起動や必要な弁操作を考慮し

ている。 

(2) 外部電源喪失 

待機中の残留熱除去系の起動失敗を想定している点では(1)と同様だが，非

常用ディーゼル発電機によって電源を確保することで残留熱除去系の再起動

に期待できる。 

 

３．復水輸送系 

(1) 崩壊熱除去機能喪失，原子炉冷却材の流出 

待機中のポンプの起動失敗を想定しており，ポンプの起動や必要な弁操作を

考慮している。 

(2) 外部電源喪失 

電源の状態については，事故シーケンスの定量化時に別途イベントツリー内

で考慮しているため，(1)と同じフォールトツリーを用いて評価している。 

  

補足説明資料 1.1.2.e－2 



補足 1.1.2.e-2-2 

第 1表 残留熱除去系のフォールトツリーの評価範囲 

起因事象 
フロント 

ライン系 

サポート系 

空調機 補機冷却系 交流電源 直流電源 

崩壊熱除去機能喪失   ○※１ －※３   ○※１ ○ ○ 

外部電源喪失     ○※１，２ －※３   ○※２ ○ ○ 

※１ 待機中の残留熱除去系の起動を考慮する 

※２ 非常用ディーゼル発電機起動による再起動を考慮する 

※３ 運転停止中はポンプ室温度がポンプに影響を及ぼすほどには上昇しないと考え考慮しない 

 

第 2表 復水輸送系の代表的なフォールトツリーの評価範囲 

起因事象 フロントライン系 
サポート系 

交流電源 

崩壊熱除去機能喪失 

原子炉冷却材の流出 
  ○※１ ○ 

外部電源喪失     ○※１，２   ○※２ 

※１ 待機中の復水輸送系の起動を考慮する 

※２ 非常用ディーゼル発電機起動による再起動を考慮する 

 



 

 
 

補足 1.1.2.e-2-3 

第
3
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補足 1.1.2.g-1-1 

起因事象発生前の操作に係る人的過誤の選定の考え方について 

 

 

１．起因事象発生前の人的過誤の抽出 

停止時レベル１ＰＲＡでは，停止時特有の起因事象発生前の人的過誤につい

て，以下に示す考えに基づきスクリーニングアウトしており，起因事象発生前

の人定過誤として運転時レベル１ＰＲＡの選定結果を適用している。 

・各緩和設備が定期点検後，待機除外状態から待機状態に復旧する前に必ず機

能試験を行うことから，停止時特有の起因事象発生前の人的過誤を検知する

ことができると考えられる。 

 

２．起因事象発生前の人的過誤を考慮する場合の感度解析 

(1) 感度解析の条件 

感度解析の評価対象として「非常用ＤＧガバナの調整忘れ」を想定し，人的

過誤確率は8.0×10－５とした。 

なお，人的過誤の評価についてはＴＨＥＲＰ手法（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1278）

を用いて評価した。 

 

(2) 感度解析結果 

第1表及び第1図に事故シーケンスグループ別の感度解析結果の比較を示す。 

全燃料損傷頻度は，ベースケースの6.0×10－６／定期事業者検査に対し，感度

解析ケースでは6.1×10－６／定期事業者検査であり，ベースケースとの差はわず

かであった。また，各事故シーケンスグループの燃料損傷頻度についてもベー

スケースとの差はわずかであった。 

したがって，停止時特有の起因事象発生前の人的過誤の選定について，重要

事故シーケンスの選定に影響はないと考えられる。 

 

  

補足説明資料 1.1.2.g－1 



 

補足 1.1.2.g-1-2 

第1表 起因事象発生前人的過誤の感度解析結果 

事故シーケンスグループ 
ベースケース 

（／定期事業者検査） 

感度解析ケース 

（／定期事業者検査） 

崩壊熱除去機能喪失 2.7E-10 2.7E-10 

全交流動力電源喪失 6.0E-06 6.1E-06 

原子炉冷却材流出 3.5E-10 3.5E-10 

合計 6.0E-10 6.1E-06 

 

 

 

 

第1図 起因事象発生前人的過誤の感度解析結果 



補足 1.1.2.g-2-1 

停止時レベル１ＰＲＡと運転時レベル１ＰＲＡとのストレスファクタ設定の考え

方について 

 

 

停止時レベル１ＰＲＡで評価対象とした人的過誤の項目及び評価結果を第1表

に示す。人間信頼性解析は，ヒューマンエラーハンドブック（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ

－1278）のＴＨＥＲＰ手法(Technique for Human Error Rate Prediction)を使用

しており，評価に当たっては，運転操作に係る余裕時間及び運転員のストレスレ

ベルについて考慮している。 

 

１．余裕時間について 

余裕時間は，診断失敗確率を評価する際に考慮する。第1表に示すとおり，「原

子炉浄化系ブロー時の水位低下の認知失敗」については，原子炉通常水位から

燃料露出までの１時間で実施する必要があるため，余裕時間を１時間としてい

る。「短時間による系統起動の判断失敗」は，炉水が100℃又はプール水が66℃

に到達するまでの時間を考慮している。 

また，一部の人的過誤項目については，操作に係る余裕時間が十分にあり，そ

の失敗確率が十分に低いと考えられ，又は作業員が直接原子炉冷却材圧力バウ

ンダリから冷却材を流出させる事象においては確実に認知できると想定し，余

裕時間を考慮していない。 

 

２．ストレスレベルについて 

ストレスレベルは，第2表に示すストレスレベルに関する補正係数を参照して

設定している。停止時レベル１ＰＲＡにおいては，異常時対応に関する訓練等を

積んだ運転員が対応することを前提として，ストレスレベルは熟練者(Ｓｋｉｌ

ｌｅｄ)の列から選択することとしている。 

起因事象発生後の人的過誤に対しては，異常時の操作であり，事象進展によっ

ては，運転員の作業負荷が高くなることも考えられることから，ストレスレベル

「作業負荷がやや高い（段階的操作）」のストレスファクタ２を設定した。 

ただし，プラント状態の診断失敗は，起因事象発生後の人的過誤であるが，プ

ラントの異常を運転員が認知していない段階での診断であり，高いストレス状態

には至らないと考えられるため，ストレスレベル「作業負荷が適度（段階的操作）」

のストレスファクタ１を設定した。なお，余裕時間の人的過誤への影響について

は，ＴＨＥＲＰの標準診断曲線により評価に反映している。 

運転時レベル１ＰＲＡのストレスファクタについても，事象進展によっては運

転員の作業負荷が高くなることも考えられることから，起因事象発生後の人的過

誤に対してストレスレベル「作業負荷がやや高い（段階的操作）」のストレスフ

ァクタ２を設定した。

補足説明資料 1.1.2.g－2 



 

 

 

補足 1.1.2.g-2-2 
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の
異
常

を
運

転
員
が

認
知
し

て
い
な

い
段

階
で
の

診
断
で
あ

り
，

高
い
ス

ト
レ
ス

状
態
に

は
至
ら

な
い

と
考
え

ら
れ
る
た
め
，
ス
ト
レ
ス
フ
ァ
ク
タ
１
を
設
定
。
 

Ｐ
Ｏ

Ｓ
－
Ａ

  
 短

時
間
診
断
失
敗
 

0.
8 

１
 

5.
6E
-
04

 
10

 

Ｐ
Ｏ

Ｓ
－
Ｂ

－
１
 短

時
間
診
断
失
敗
 

2.
2 

１
 

4.
8E
-
04

 
30

 

Ｐ
Ｏ

Ｓ
－
Ｂ

－
２
 短

時
間
診
断
失
敗
 

3.
7 

１
 

3.
3E
-
04

 
30

 

Ｐ
Ｏ

Ｓ
－
Ｂ

－
３
 短

時
間
診
断
失
敗
 

5.
4 

１
 

2.
5E
-
04

 
30

 

Ｐ
Ｏ

Ｓ
－
Ｂ

－
４
 短

時
間
診
断
失
敗
 

5.
1 

１
 

2.
6E
-
04

 
30

 

Ｐ
Ｏ

Ｓ
－
Ｃ

  
 短

時
間
診
断
失
敗
 

4.
0 

１
 

3.
1E
-
04

 
30

 

Ｐ
Ｏ

Ｓ
－
Ｄ

  
 短

時
間
診
断
失
敗
 

4.
3 

１
 

3.
0E
-
04

 
30

 

原
子

炉
浄

化
系

ブ
ロ

ー
時

の
水

位
低

下
の

認
知

失
敗
 

1.
0 

１
 

7.
2E

-
07
 

10
 

制
御

棒
駆

動
機

構
点

検
，

局
部

出
力

領
域

モ
ニ

タ
交

換
及

び
残

留
熱

除
去

系
切

替
時

の
水

位
低
下

の
認
知
失
敗
 

－
 

１
 

≒
0
 

－
 

制
御

棒
駆

動
機

構
点

検
及

び
局

部
出

力
領

域
モ

ニ
タ

交
換

時
の

冷
却

材
流

出
の

隔
離

失
敗
 

－
 

２
 

5.
3E

-
02
 

10
 

異
常
時
の

操
作
で

あ
り

，
事
象

進
展
に

よ
っ
て

は
運

転
員

の

作
業
負
荷

が
高
く

な
る

こ
と
も

考
え
ら

れ
る
た

め
，

ス
ト
レ

ス
フ
ァ
ク
タ
２

を
設
定
。
 

残
留

熱
除

去
系

切
替

及
び

原
子

炉
浄

化
系

ブ
ロ

ー
時
の

冷
却
材
流
出
の
隔
離
失
敗
 

－
 

２
 

5.
3E

-
03
 

10
 

停
止

時
系
統

起
動
操
作
失
敗
 

－
 

２
 

5.
3E

-
05
 

10
 



 

補足 1.1.2.g-2-3 

第 2表 ストレスレベルによる補正係数 

（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1278 Table 20-16） 

 

 

 



補足 1.2.1.a-1-1 

地震ＰＲＡプラントウォークダウンのチェックシートの項目について 

 

 

地震ＰＲＡＰＷＤのチェックシートの項目は，地震ＰＳＡ学会標準及び海外文

献（１）を参考に設定した。 

地震ＰＳＡ学会標準では，実効性の観点から「耐震安全性の確認」として対象

機器の基礎部分の調査・確認を重点的に行うこと，また，「二次的影響の確認」と

して大地震時に機能的に従属関係にある設備の損傷による変形，離脱，移動など

に起因して生じる干渉や衝突などの二次的影響を重点的に確認することが記載さ

れている。また，海外文献では，固定部の状況の確認，波及的影響の確認に焦点

を当てて実施するよう記載されている。 

島根原子力発電所２号炉の地震ＰＲＡＰＷＤのチェックシートは，「耐震安全性

の確認」と「波及的影響の確認」を確認項目としている。具体的には，「耐震安全

性の確認」として，地震に対して耐力の低下につながる要因はないかという観点

から，海外文献のチェック項目を参考に機器の固定部の状況を重点的に確認する

チェック項目としている。また，「波及的影響の確認」として，低耐震クラス機器

の落下，衝突，転倒等によりＳクラス機器が破損することがないか確認するチェ

ック項目としている。 

 

 

 

(1)NRC（2012）：NRC INSPECTION MANUAL TEMPORARY INSTRUCTION 2515/188 

補足説明資料 1.2.1.a－1 



補足 1.2.1.a-2-1 

起因事象の網羅性及びスクリーニングの考え方について 

 

 

起因事象の選定の際には，地震ＰＳＡ学会標準を参考に，広範な事故シナリオ

の分析を行っており，事故シナリオの選定に当たっては，地震起因による安全機

能を有する建物・構築物及び機器への直接的影響だけでなく，安全機能への間接

的影響，余震による地震動の安全機能への影響及び経年劣化を考慮した場合の影

響を考慮している。 

また，選定された事故シナリオの分析を行い，スクリーニングを行っている。 

 

1. 広範な事故シナリオの選定 

地震ＰＳＡ学会標準に基づき，地震時に特有の事故シナリオの主要因として，

地震動の形態（本震，余震），経年劣化の有無に着目し，本震による事故シナ

リオについては，さらに事故進展の形態や影響の形態による細分化を行った上

で，収集したプラント情報及びＰＷＤによって，事故シナリオを広範に選定し

た。 

第1図に地震時に特有な事故シナリオ選定のフロー，第2図に起因事象の抽出

フローを示す。 

ａ．プラント情報を用いた机上検討 

プラントの耐震設計やプラント配置の特徴等の地震特有に考慮すべき関連

情報を用いて，机上検討により事故シナリオの検討を行った。机上検討では，

耐震重要度Ｂ，Ｃクラス機器が損傷することによるＳクラス機器への波及的

影響についても考慮した。事故シナリオの検討に当たっては，地震ＰＳＡ学

会標準に記載の事故シナリオを参考とした。 

ｂ．プラントウォークダウン 

ＰＷＤでは，耐震安全性や波及的影響の確認により，机上検討の結果に追

加すべき地震時特有の事故シナリオを見落としなく選定するため，班構成員

を以下の専門的な知識・技術及び経験を有する者より選定し，実効的なＰＷ

Ｄとなる体制とした。 
・評価対象のプラントシステム，安全設計，耐震設計に関する専門的な知識・

技術及び経験 

・地震動下での設備の挙動及び損傷部位・損傷モードに係わる振動試験及び

地震被害調査に関する専門的な知識・技術及び経験 

・地震ＰＳＡにおける地震ハザード評価，フラジリティ評価，事故シーケン

ス評価に関する専門的な知識・技術及び経験 

・評価対象設備の設計・運転・保守管理に関する専門的な知識・技術及び経

験 
ＰＷＤの結果，本評価で考慮すべき耐震安全性上の問題点はなく，波及的

影響の確認においても，仮置物品の固縛等で対応可能な軽微なものであった

補足説明資料 1.2.1.a－2 



補足 1.2.1.a-2-2 

ため，新たに考慮すべき事故シナリオはなかった。 

ｃ．国内震害事例の確認 

地震による原子力発電所への影響に関する国内震害事例を参照し，「地震

時の波及的影響」及び「地震随伴事象」について，以下のとおり確認した。 

(a) 地震時の波及的影響 

安全上重要な設備に対する波及的影響については，第1図で抽出した「Ｂ，

Ｃクラス機器の損傷に伴うＳクラス機器の損傷」に含まれており，事故シ

ナリオとして選定されていることを確認した。 

(b) 地震随伴事象 

地震随伴の津波，火災及び溢水に関する事例も示されているが，これら

の事故シナリオについては，現段階では評価手法が確立していないため，

本評価の対象外とした。 

以上より，広範な分析により設定した事故シナリオは網羅性を有していると

考える。 

 

2. 広範な事故シナリオのスクリーニング 

選定した事故シナリオのうち，本震による炉心損傷事故に直接的につながり

うる事故シナリオについては，第2図のとおり起因事象として考慮している。そ

れ以外の事故シナリオについては，第1表に示すとおり，分析によるスクリーニ

ングを行っている。 

 



  

補足 1.2.1.a-2-3 

 

 

第
1表

 
地
震
に
よ
る
事
故
シ
ナ
リ
オ
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
（
１
／
４
）

 

事
故
シ
ナ
リ
オ
 

分
 

 
析
 

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
結
果
 

地
震

に
よ
る

安
全
機
能
へ
の
間
接
的
影
響
 

①
 

安
全
機

能
を
有
す
る
建
物
・

構
築
物
・
機
器

以
外
の
屋

内
設

備
の

損
傷
 

天
井

ク
レ
ー

ン
の
転
倒
・
落
下
に
よ
る
原
子

炉
圧

力
容
器

・
原
子
炉
格
納
容
器
へ
の
影
響
 

以
下

の
と
お

り
天
井

ク
レ
ー
ン

の
転

倒
・

落
下
に

よ
る
原
子
炉

圧
力
容
器

及
び
原

子
炉

格
納
容

器
へ
の

影
響
は
極

め
て

小
さ

い
と
考

え
ら
れ
る
。
 

・
地

震
時
に

落
下
し

な
い
よ
う

落
下

防
止

装
置
を

有
す
る
構
造
と
な
っ
て
い
る
。
 

・
他

プ
ラ
ン

ト
の
天

井
ク
レ
ー

ン
に

お
い

て
地
震

に
よ
り
ク
レ
ー
ン
駆
動
部
の
軸

継
手

部
に
破

損
が
確

認
さ
れ
て

い
る

が
，

走
行
機

能
を
目
的
と
し
た
部
品
が
損

傷
し

た
も
の

で
あ
り

，
落
下
防

止
装

置
は

健
全
で

あ
っ
た
こ
と
が
確
認
さ
れ
て

い
る

。
 

・
仮

に
落
下

し
て
も

影
響
が
な

い
よ

う
プ

ラ
ン
ト

運
転
時
の
待
機
位
置
は

気
水
分

離
器

・
蒸
気

乾
燥
器

ピ
ッ
ト
側

と
し

て
い

る
。
 

工
学
的
判
断
に
よ
り
ス
ク
リ

ー
ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
 

耐
震

重
要
度

Ｂ
，
Ｃ
ク
ラ
ス
の
機
器
の
損
傷

に
伴

う
Ｓ
ク

ラ
ス
機
器
の
損
傷

 

下
位

ク
ラ

ス
の

機
器

は
，

衝
突

，
転

倒
，

落
下

に
よ

り
Ｓ
ク
ラ
ス
機
器
の
安
全
機

能
を

損
な

う
こ

と
が

な
い

よ
う

，
離

隔
を

と
り

配
置

さ
れ
て
い
る
。
そ
の
よ
う
な

配
置

が
困

難
で

あ
る

場
合

は
，

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

対
す
る
構

造
強
度
を
持
た
せ

る
等

の
方

策
に

よ
り

，
波

及
的

影
響

の
発

生
を

防
止

し
て
い
る
。
ま
た
，

Ｐ
Ｗ
Ｄ

に
よ

り
下

位
ク

ラ
ス

機
器

が
Ｓ

ク
ラ

ス
機

器
に

波
及

的
影
響
を
与
え
な
い

こ
と
を

確
認

し
て
い

る
。
 

工
学
的
判
断
に
よ
り
ス
ク
リ

ー
ニ

ン
グ
ア
ウ
ト
 

主
タ

ー
ビ
ン

の
軸
受
け
な
ど
の
損
傷
に
伴
う

タ
ー

ビ
ン
・

ミ
サ
イ
ル
に
よ
る
隣
接
原
子
炉

建
物

内
関
連

設
備
へ
の
影
響
 

設
置

変
更

許
可

申
請

書
添

付
書

類
に

お
い

て
，

タ
ー

ビ
ン
・
ミ
サ

イ
ル
に
よ
っ
て

安
全

上
重

要
な

構
築

物
，

系
統

及
び

機
器

が
損

傷
す

る
可
能
性
は
極
め
て
小
さ
い

こ
と

を
確
認

し
て
い

る
。
 

工
学
的
判
断
に
よ
り
ス
ク
リ

ー
ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
 



  

補足 1.2.1.a-2-4 

 

 

第
1表

 
地
震
に
よ
る
事
故
シ
ナ
リ
オ
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
（
２
／
４
）

 

 

事
故
シ
ナ
リ
オ
 

分
 

 
析
 

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
結
果
 

地
震

に
よ
る
安
全
機
能
へ
の
間
接
的
影
響
 

②
 

安
全
機
能
を
有
す
る
建
物
・
構
築
物
・

機
器

以
外
の
屋

外
設

備
の

損
傷
 

排
気

筒
の
転
倒
に
よ

る
原
子
炉
建
物
又

は
周

辺
構
造
物
へ
の
影
響
 

排
気

筒
の
転

倒
に
よ

る
原
子
炉

建
物

及
び

周
辺
構

造
物
へ
の

影
響
は
，
以
下
の
と
お

り
極

め
て
小

さ
い
と

考
え
ら
れ

る
。
 

・
排

気
筒
は

，
条
件

付
炉
心
損

傷
確

率
が

１
と
な

る
地
震
動
レ
ベ
ル
を
超
え
る

12
00
ga
l
相
当

の
地
震

動
に
対

し
て

，
各

部
材
が

損
傷
し
な
い
こ
と
を
確
認
し
て

い
る

。
 

・
他

プ
ラ
ン

ト
に
お

い
て
地
震

に
よ

り
排

気
筒
と

排
気
ダ
ク
ト
を
接
続
し
て
い
る

ベ
ロ

ー
ズ
に

亀
裂
が

確
認
さ
れ

て
い

る
が

，
排
気

筒
は
健
全
で
あ
っ
た
こ
と
が

確
認

さ
れ
て

い
る
。
 

工
学
的
判
断
に
よ
り
ス
ク
リ

ー
ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
 

斜
面

崩
壊
に
よ
る
原
子
炉
建
物
又
は
周

辺
構

造
物
へ
の
影
響
 

原
子

炉
建

物
周

辺
の

斜
面

を
評

価
し

た
結

果
，

基
準

地
震

動
に
よ
る
地
震
力
に
対
し

て
十

分
な
安

全
性
を

有
し
て
い

る
こ

と
が

確
認
さ

れ
た
。
 

工
学
的
判
断
に
よ
り
ス
ク
リ

ー
ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
 

送
電

網
の
鉄
塔
な
ど
の
損
傷
に
伴
う
外

部
電

源
喪
失
へ
の
影
響
 

外
部

電
源

系
の

フ
ラ

ジ
リ

テ
ィ

は
，

耐
力

の
小

さ
い

セ
ラ

ミ
ッ
ク
イ
ン
シ
ュ
レ
ー
タ

で
代

表
さ
せ

て
お
り

，
送
電
網

周
り

の
影

響
を
包

絡
し
て
い

る
と
判
断
。
 

地
震

レ
ベ
ル
１

Ｐ
Ｒ
Ａ
で
考

慮
 

安
全

上
重
要
な
設
備
の
冷
却
に
使
用
可

能
な

給
水
源
の
停
止
に
伴
う
冷
却
水
枯

渇
の

影
響
 

原
子

炉
注

水
か

ら
除

熱
を

含
め

た
長

期
冷

却
の

た
め

の
水

源
に
つ
い
て
は
，
サ
プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
チ

ェ
ン

バ
に

期
待

す
る

こ
と

で
炉

心
冷

却
に

成
功
す
る
モ
デ
ル
と
し
て

お
り

，
外
部

水
源
に

期
待
し
て

い
な

い
。
 

工
学
的
判
断
に
よ
り
ス
ク
リ

ー
ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
 



  

補足 1.2.1.a-2-5 

 

 

第
1
表
 
地
震
に
よ
る
事
故
シ
ナ
リ
オ
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
（
３
／
４
）

 

 

事
故
シ
ナ
リ
オ
 

分
 

 
析
 

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
結
果
 

地
震

に
よ
る
安
全
機
能
へ
の
間
接
的
影
響
 

③
 

運
転
員
操
作
の
阻
害
に
よ
る
波
及
的
影

響
 

施
設

の
計
画
，
設
計
，
材
料
選
定
，
製

作
，

組
立
，
完
成
検
査
ま
で
の
ミ
ス
 

施
設

の
計

画
，

設
計

，
材

料
選

定
，

製
作

，
組

立
，

完
成

検
査
ま
で
の
ミ
ス
が
プ
ラ

ン
ト

に
与

え
る

影
響

を
，

定
量

的
に

評
価

す
る

手
法

は
確

立
さ
れ
て
い
な
い
が
，
設

備
の

設
計

・
製

作
・

施
工

の
各

段
階

に
お

け
る

品
質

保
証

活
動

で
適
正
に
管
理
さ
れ

て
い

る
た
め

，
評
価

へ
の
影
響

は
小

さ
い

と
考
え

ら
れ
る
。

 

工
学
的
判
断
に
よ
り
ス
ク
リ

ー
ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
 

地
震

後
の
運
転
員
に
よ
る
操
作
に
お
い

て
，

地
震
に
よ
る
高
ス
ト
レ
ス
を
受
け

た
条

件
下
で
引
き
起
こ
さ
れ
る
操
作
失

敗
 

地
震

後
の

混
乱

に
伴

う
高

ス
ト

レ
ス

状
態

は
運

転
員

操
作

の
阻

害
要

因
と

な
り

え

る
。
 

地
震

レ
ベ
ル
１

Ｐ
Ｒ
Ａ
で
考

慮
 

変
圧

器
等
碍
子
類
の
損
傷
に
よ
る
サ
イ

ト
停

電
に
伴
う
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
操
作
の

支
障
 

地
震

要
因
に

よ
る
設

備
の
損
傷

状
態

は
様

々
で
あ

り
，
地
震

後
の
初
期
段
階
で
機
器

そ
の

も
の
の

復
旧
に

期
待
す
る

こ
と

は
現

実
的
で

は
な
い
と

考
え
ら
れ
る
。
 

ま
た

，
複

数
基

同
時

被
災

の
影

響
並

び
に

損
傷

の
相

関
性

を
考
慮
す
る
と
，
他
号
機

に
お

い
て
も

同
様
な

事
象
が
発

生
し

て
い

る
可
能

性
が
あ
る

。
 

損
傷

機
器

の
復

旧
や

他
号

機

か
ら

の
電

源
融

通
に

は
期

待

し
な
い
。
 

地
盤

液
状
化
，
よ
う
壁
損
傷
に
よ
る
構

内
通

行
支
障
 

地
震

発
生

後
，

原
子

力
発

電
所

構
内

の
道

路
に

陥
没

，
段

差
，
亀
裂
等
の
損
傷
が
発

生
し

，
構

内
通

行
に

支
障

が
出

る
可

能
性

が
あ

る
が

，
本

評
価
で
は
現
場
操
作
に
期

待
し

て
い
な

い
た
め

，
構
内
通

行
支

障
に

よ
る
影

響
は
な
い

。
 

工
学

的
判

断
に

よ
り

ス
ク

リ

ー
ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
 

二
次

部
材
損
傷
に
よ
る
運
転
員
等
従
業

員
へ

の
影
響
 

施
設

内
の

損
壊

物
や

地
震

動
に

よ
る

飛
来

物
が

運
転

員
等

を
傷
付
け
，
操
作
を
妨
げ

る
可
能

性
が

あ
る

が
，

中
央

制
御

室
付

近
に

お
い

て
，

運
転
員
操
作
を
著
し
く
妨
げ

る
よ

う
な
物

体
は
基

本
的
に
は

な
い

も
の

と
考
え

ら
れ
る
。

 

工
学

的
判

断
に

よ
り

ス
ク

リ

ー
ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
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第
1表

 
地
震
に
よ
る
事
故
シ
ナ
リ
オ
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
（
４
／
４
）

 

 

 

事
故
シ
ナ
リ
オ
 

分
 

 
析
 

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
結
果
 

余
震

に
よ
る
地
震
動
の
安
全
機
能
へ
の
影
響
 

余
震

に
よ
る
炉
心
損
傷
へ
の
影
響
評

価
 

地
震

Ｐ
Ｓ
Ａ

学
会
標

準
で
は
余

震
の

評
価

手
法
が

例
示
さ
れ

て
い
る
が
，
系
統
的
な
評

価
手

法
は
確

立
さ
れ

て
お
ら
ず

，
余

震
に

よ
る

影
響
は

今
後

の
課
題
と
考
え
る
が
，
以

下
の

と
お
り

評
価
へ

の
影
響
は

小
さ

い
と

考
え
ら

れ
る
。
 

・
本

震
を
上

回
る
よ

う
な
余
震

は
稀

有
で

あ
る
。
 

・
本

震
に

よ
る
地

震
力
を

下
回

る
余

震
に

よ
る
地

震
力
に
よ

る
施
設
の
損
傷
モ
ー
ド

と
し

て
は

，
疲

労
破
損

が
挙
げ

ら
れ

る
。
配

管
系
は

旧
独
立
行
政
法
人
原
子
力
安

全
基

盤
機
構

の
配
管

系
終
局
強

度
試

験
に

お
い
て

，
低

サ
イ
ク
ル
疲
労
強
度
は
設

計
疲

れ
線
図

を
上
回

る
強
度
で

あ
り
，
破

損
に

対
し
て

非
常
に
大
き
な
安
全
裕
度

を
有

し
て
い

る
。
 

・
動

的
機

器
の

機
能
維

持
を
確

認
す

る
試

験
は

，
試

験
体
に

対
し
て
段
階
的
に
加
振

レ
ベ

ル
を
上

げ
な
が

ら
繰
り
返

し
試

験
を

実
施
し

て
い
る
。
動
的
機
器
は
機
能
維

持
が

確
認
さ

れ
た
最

大
加
速
度

を
現

実
的

耐
力
と

し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
余
震
に

よ
る

影
響
を

含
め
た

フ
ラ
ジ
リ

テ
ィ

評
価

と
な
っ

て
い
る
。

 

工
学

的
判

断
に

よ
り

ス
ク

リ

ー
ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
 

（
今
後
の
課
題
）
 

経
年

劣
化
を
考
慮
し
た
場
合
の
影
響
 

経
年

劣
化
事
象
を
考
慮
し
た
場
合
の

炉
心

損
傷
へ
の
影
響
評
価
 

建
物

に
つ
い

て
は
経

年
変
化
に

よ
る

強
度

低
下
の

可
能
性
は

小
さ
い
と
考
え
ら
れ
，
定

期
的

な
点

検
と

保
全

を
計

画
的

に
実

施
し

て
い

る
こ

と
か

ら
経

年
劣

化
が

構
造

物
の

耐
震

性
に
与

え
る
影

響
は
小
さ

い
も

の
と

考
え
ら

れ
る
。
 

ま
た

，
機

器
に

つ
い

て
は

保
全

に
よ

り
，

耐
震

上
大

き
な

影
響

が
生

じ
な

い
よ

う
管

理
・

対
処
す

る
こ
と

と
し
て
い

る
。
 

工
学

的
判

断
に

よ
り

ス
ク

リ

ー
ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
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第 1図 地震時に特有な事故シナリオの選定フロー 

 

 

 

第 2図 起因事象の抽出フロー
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国内震害事例及び海外文献調査について 

 

本資料は，国内で発生した地震による原子力発電所への影響の事例及び海外文

献調査結果を示す。 

 

1. 国内で発生した地震による発電所への影響の事例 

国内で発生した地震による発電所への影響として，次に挙げる地震に対し，

施設に影響した地震規模，安全上重要な設備への影響（ＡＭ設備への影響及び

波及的影響を含む），外部電源への影響及び復旧操作へのアクセス性の観点で事

例を抽出した。 

 

－宮城県沖地震（2005年８月）による女川原子力発電所に対する影響 

－能登半島地震（2007年３月）による志賀原子力発電所に対する影響 

－新潟県中越沖地震（2007年７月）による柏崎刈羽原子力発電所に対する影響 

－駿河湾の地震（2009年８月）による浜岡原子力発電所に対する影響 

－東北地方太平洋沖地震（2011年３月）による福島第一原子力発電所，福島第

二原子力発電所，東通原子力発電所，女川原子力発電所，及び東海第二発電

所に対する影響 

 

上記の震害事例を調査した結果，一部の地震において，地震観測記録が発電

所設計時に設定された基準地震動Ｓ２若しくは耐震安全性評価で設定された基

準地震動Ｓｓを上回ることが確認されたが，安全上重要な設備に対する地震に

よる直接的な異常は確認されなかった。 

また，波及的影響の可能性としては，点検及び仮置き中の重量物の移動又は

遮へいブロック崩れによる安全上重要な設備への接触，低耐震クラス配管の損

傷による溢水，又は津波による浸水，並びに，電気盤火災による波及的影響が

確認されている。 

地震随伴溢水及び火災については，今回の評価では評価技術の成熟度から随

伴事象の影響評価は困難であると判断し，評価対象外としている。 

 

(1) 宮城県沖地震（2005年８月）による女川原子力発電所に対する影響 

地震発生時に運転中であった１号機，２号機及び３号機は，地震に伴い自

動停止。発電所敷地内で観測した地震データを解析した結果，一部の周期で

発電所設計時に設定された基準地震動Ｓ２を上回ることが確認されたが，耐震

安全性の評価によって健全性が確保されていることが確認されており，安全

補足資料 
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上重要な設備に対する影響はなかった。 

施設に影響した地震規模及び原子力発電所に対する影響について第1表に

示す。 

(2) 能登半島地震（2007年３月）による志賀原子力発電所に対する影響 

敷地地盤や１，２号機原子炉建屋において観測された地震記録を分析した

結果，観測した地震動の応答スペクトルが基準地震動Ｓ２を長周期側の一部の

周期帯において超えている部分があったが，耐震安全性の評価によって健全

性が確保されていることが確認されており，安全上重要な設備に対する影響

はなかった。 

施設に影響した地震規模及び原子力発電所に対する影響について第2表に

示す。 

(3) 新潟県中越沖地震（2007年７月）による柏崎刈羽原子力発電所に対する  

影響 

地震発生時に運転中又は起動中であった２号機，３号機，４号機及び７号

機は，地震に伴い自動停止。（１号機，５号機及び６号機は定期検査のため停

止中）発電所敷地内で観測した地震データを解析した結果，耐震設計上考慮

すべき地震による地震動の周期帯のほぼ全域にわたって発電所設計時に設定

された基準地震動Ｓ２を上回ることが確認され，機器によっては構造強度や機

能維持に影響を与えると考えられる異常が確認されているものの，重大な損

傷をもたらしたものではなく，原子炉の安全性を阻害する可能性のない軽微

な事象であった。 

安全上重要な設備への影響については，点検及び仮置き中であった重量物

の移動又は遮へいブロック崩れによる安全上重要な設備への接触事例や，地

震に伴う消火系配管の損傷による一部ＡＭ設備の浸水事例が確認されたもの

の，地震による直接的な異常は確認されなかった。なお，３号機の所内変圧

器のダクトの基礎が不等沈下したことによって火災が発生した。 

施設に影響した地震規模及び原子力発電所に対する影響について第3表に

示す。 

(4) 駿河湾の地震（2009年８月）による浜岡原子力発電所に対する影響 

地震発生時に運転中であった４号機及び５号機は，地震に伴い自動停止。

（３号機は定期検査のため停止中。１号機及び２号機は廃止措置準備中。）発

電所敷地内で観測した地震データを解析した結果，３号機及び４号機につい

ては，発電所設計時に設定された基準地震動Ｓ１による床応答スペクトルを超

えるものではなく，設備の健全性が確保されていることが確認されている。

５号機については，観測された地震データによる床応答スペクトルが一部の
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周期帯において基準地震動Ｓ１による床応答スペクトルを上回っていたが，主

要な耐震設計上重要な機器及び配管の固有周期では下回っていたこと，また

床応答スペクトルの一部が超えたことについては観測記録による地震応答解

析結果によって全ての設備が弾性状態にあったことから，設備の健全性が確

保されていることが確認されている。 

以上のことから，安全上重要な設備に対する影響はなかった。 

施設に影響した地震規模及び原子力発電所に対する影響について第4表に

示す。 

(5) 東北地方太平洋沖地震（2011年３月）による原子力発電所に対する影響 

ａ．福島第一原子力発電所に対する影響 

地震時，運転中であった１号機，２号機，３号機は，地震に伴い自動停

止（４号機，５号機，６号機は定期検査中）した。原子炉建屋及び原子炉

建屋に設置されている安全上重要な設備（原子炉格納容器，残留熱除去系

配管など）について，地震観測記録及び基準地震動Ｓｓそれぞれによる応

答解析を比較した結果，基準地震動による地震荷重より耐力の方が大きく，

地震直後，各安全機能は保持されていたものと評価されている。 

しかし，１～５号機については，地震後の津波によって，非常用ディー

ゼル発電設備，電源設備などが被水，機能喪失したことで全交流電源喪失

に至り，１～３号機については最終的に炉心損傷に至った。５号機及び６

号機については，原子炉に燃料が装荷されている状態で，１～３号機同様，

津波による影響によって海水系が機能喪失に至ったものの，６号機の空冷

式ディーゼル発電設備による電源確保（５号機については，６号機から電

源融通実施）を行うとともに，仮設海水系ポンプによる冷却機能確保等の

復旧措置によって冷温停止状態への移行及び維持が図られた。 

また，全燃料が使用済燃料プールへ取り出されていた４号機をはじめと

する，各号機の使用済プール内燃料については，注水又は冷却によって使

用済燃料プール水位を確保し，燃料損傷防止が図られた。 

施設に影響した地震規模及び原子力発電所に対する影響について第5表

に示す。 

ｂ．福島第二原子力発電所に対する影響 

地震時，１～４号機は運転中であったが，地震に伴い全号機自動停止。

原子炉建屋及び原子炉建屋に設置されている安全上重要な設備（原子炉格

納容器，残留熱除去系配管等）について，地震観測記録及び基準地震動Ｓ

ｓそれぞれによる応答解析を比較した結果，基準地震動Ｓｓによる地震荷

重より耐力の方が大きく，地震後，各安全機能は保持されていたものと評
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価されている。 

３号機を除く，１号機，２号機及び４号機については，地震後の津波に

よって，海水系設備が被水することでヒートシンク喪失に至ったものの，

外部電源及び３号機非常用ディーゼル発電設備，電源車による電源確保，

海水系ポンプの取替えなどの復旧措置によって，冷却機能を確保すること

で，各号機とも冷温停止状態への移行，維持が図られた。 

施設に影響した地震規模及び原子力発電所に対する影響について第6表

に示す。 

ｃ．東通原子力発電所に対する影響 

地震時において１号機は定期検査のため停止中であった。発電所敷地内

で観測された地震加速度は17galであり，地震による設備への影響はなかっ

た。また，地震後に外部電源がすべて喪失したが，非常用ディーゼル発電

機が自動起動し全交流電源喪失には至らなかった。 

施設に影響した地震規模及び原子力発電所に対する影響について第7表

に示す。 

ｄ．女川原子力発電所に対する影響 

地震時に運転中又は起動中であった１号機，２号機及び３号機は，地震

に伴い自動停止した。発電所敷地内で観測した地震データを解析した結果，

観測された地震データによる床応答スペクトルが一部の周期帯において発

電所設計用の基準地震動Ｓｓによる床応答スペクトルを上回っていたが，

地震観測結果に基づく原子炉建屋及び耐震安全上重要な主要設備の地震時

における機能を概略評価（建屋については最大応答せん断ひずみ及び層せ

ん断力，設備については影響構造強度評価及び動的機能維持評価）した結

果，機能維持の評価基準を下回っていることが確認されている。今後は詳

細なシミュレーション解析によって健全性を確認するとともに主要設備以

外の耐震安全上重要な設備を含め設備の健全性を確認することとしている。 

安全上重要な設備への影響については次のとおりである。１号機におい

て常用系の高圧電源盤火災によって地絡した同期検定器の出力回路ケーブ

ルから非常用母線と予備変圧器の連絡しゃ断器投入コイルに電圧が印加さ

れ，非常用母線電圧が瞬時低下したため，同母線から受電していた残留熱

除去系ポンプ２台の自動停止が確認された。 

２号機において海水ポンプ室に流入した海水が地下トレンチを通じて原

子炉建屋の一部に流入し，原子炉補機冷却水系の一系統及び高圧炉心スプ

レイ補機冷却水系の機能喪失が確認された。同冷却水系の喪失によって非

常用ディーゼル発電機一系統及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の
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自動停止が確認された。さらに，常用系の高圧電源盤火災の影響により，

非常用ディーゼル発電機が起動していない状態でしゃ断器投入が発生し，

非常用ディーゼル発電機界磁回路損傷が確認されたものの，地震による直

接的な異常は確認されなかった。 

施設に影響した地震規模及び原子力発電所に対する影響について第8表

に示す。 

ｅ．東海第二発電所に対する影響 

地震時に運転中であった東海第二発電所は，地震に伴い自動停止した。

発電所敷地内で観測した地震データを解析した結果，観測された地震デー

タによる原子炉建屋の最大応答加速度は，設計時に用いた最大応答加速度

及び新耐震指針に基づく耐震安全性評価で設定した基準地震動Ｓｓの最大

応答加速度以下であった。また，観測された地震データによる原子炉建屋

の床応答スペクトルが一部の周期帯において発電所設計時に用いた床応答

スペクトルを上回っていたが，主要な周期帯で観測地震記録が下回ってい

ることが確認されている。安全上重要な設備への影響については，津波対

策工事が完了していなかった一部の海水ポンプ室に海水が浸水し３台ある

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプのうち１台が停止したこと，並びに，

125Ｖ蓄電池２Ｂ室のドレンファンネルからの逆流によって床面に３cmの

深さで溢水が確認されたものの，地震による直接的な異常は確認されなか

った。 

施設に影響した地震規模及び原子力発電所に対する影響について第9表

に示す。 
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第1表 2005年８月に発生した宮城県沖地震による女川原子力発電所に対する影響 

確認項目 確認結果 

①施設に影響した地震規模
（地震観測記録と基準地震動
の関係） 

女川原子力発電所１，２，３号機は，定格熱出力運転中のところ
平成17年８月16日に発生した宮城沖を震源とするマグニチュード
7.2（震源深さ72km，震央距離73km，震源距離84km）の地震の影響に
よって，11時46分に１号機，２号機，３号機は地震加速度大信号に
よって原子炉自動停止した。なお，観測された保安確認用地震動は，
最大で251.2ガルであった。 
１号機，２号機，３号機の原子炉建屋で観測された地震動から求

めた加速度応答スペクトル（周期ごとの加速度の最大値）は，機器
の設置されていない屋上を除き，全ての周期において基準地震動S2

による応答スペクトルを下回っていることを確認した。また，岩盤
上で観測された地震データから上部地盤の影響を取り除いたデータ
を解析したところ，一部周期において基準地震動S2を超えている部
分があることを確認した。今回の地震で，一部の周期において基準
地震動の応答スペクトルを超えることとなった要因分析及び評価を
行った結果，これは，宮城県沖近海のプレート境界に発生する地震
の地域的な特性によるものと考えられるとの結論が得られた。 

②-1 安全上重要な設備への
影響（波及影響も含む） 

無し 
今回観測された地震データを用いて，安全上重要な設備（建屋及び
機器）の耐震安全性の評価を実施し，耐震安全性が確保されている
ことを確認した。 

②-2 既存のＡＭ設備への影
響（波及影響も含む） 

無し 

③-1 外部電源への影響 無し 

③-2 Ｄ／Ｇへの影響 無し 

③-3 補機冷却系への影響 無し 

③-4 電源融通の可能性 可能 

③-5 復旧操作へのアクセス
性 

重大な影響無し。ただし，構内道路アスファルト亀裂，波うち及び
段差が発生した。 

④その他（安全機能には影響
しないもの，留意しておく必
要のある事項） 

無し 
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第2表 2007年３月に発生した能登半島地震による志賀原子力発電所に対する影響 

確認項目 確認結果 

①施設に影響した地震規模
（地震観測記録と基準地震動
の関係） 

【志賀１，２号機】 
敷地地盤や１，２号機原子炉建屋において観測された地震記録を

分析した結果，観測した地震動の応答スペクトルが基準地震動Ｓ２

を長周期側の一部の周期帯において超えている部分があったが，こ
の周期帯には，安全上重要な施設がないことを確認した。 
また，１，２号機の原子炉建屋で観測された地震記録に基づいて

原子炉建屋及び同建屋内の安全上重要な機器について検討した結
果，各施設とも弾性範囲内に十分収まっており，施設の健全性が十
分確保されていることを確認した。 
タービン建屋内及び海水熱交換器建屋内の安全上重要な機器及び

配管，並びに排気筒について，敷地地盤で観測された地震記録に基
づいて検討した結果，各施設とも弾性範囲内に十分収まっており，
施設の健全性が確保されていることを確認した。 
さらに，今回の地震において長周期側の一部の周期帯で基準地震

動Ｓ２を上回ったことから，長周期側で今回の地震動を上回る地震
動（検討に用いた地震動）を想定し，長周期側の主要施設であるタ
ービン建屋基礎版上の原子炉補機冷却水系配管及び排気筒の耐震安
全性について確認した結果，耐震安全余裕を有していることを確認
した。 
以上，安全上重要な施設や長周期側の主要施設に関する一連の耐

震安全性確認結果から，能登半島地震を踏まえても耐震安全性は十
分確保されていることが確認できたと考えられる。 

②-1 安全上重要な設備への
影響（波及影響も含む） 

【志賀１，２号機】無し 

②-2 既存のＡＭ設備への影
響（波及影響も含む） 

【志賀１，２号機】無し 

③-1 外部電源への影響 【志賀１，２号機】 
供用中の３回線すべてが喪失し外部電源喪失となったが，事象発

生の６分後に復旧した。 

③-2 Ｄ／Ｇへの影響 【志賀１，２号機】無し 

③-3 補機冷却系への影響 【志賀１，２号機】無し 

③-4 電源融通の可能性 【志賀１，２号機】可能 

③-5 復旧操作へのアクセス
性 

【志賀１，２号機】影響無し 

④その他（安全機能には影響
しないもの，留意しておく必
要のある事項） 

■水銀灯の落下 
１号機タービン建屋運転階の水銀灯が７個，また２号機原子炉建

屋運転階の水銀灯が２個落下した。 
また，２号機で落下した水銀灯の破片は，約97％を運転階床上から
回収したが，残りの破片については使用済燃料貯蔵プールなどへ落
下した可能性があったため，これらの箇所での点検及び清掃を行っ
た。 

■２号機低圧タービン組み立て中のタービンロータの位置ずれ 
組み立て中の低圧タービンロータを仮止めしていた治具が変形

し，わずかな位置ずれが生じた。低圧タービンを開放し点検を実施
したところ，動翼に微小な接触痕が複数確認された。 

■１号機使用済燃料貯蔵プールからの水飛散 
使用済燃料貯蔵プールの水約45リットル（放射能量約750万ベクレ

ル）が使用済燃料貯蔵プール周辺に飛散した。そのうち，養生シー
ト外には約８リットル（放射能量約130万ベクレル）の水が飛散した。 
飛散した水については速やかに拭き取った。外部への放射能の影響
はなし。 
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第 3表 2007 年７月に発生した中越沖地震による柏崎刈羽原子力発電所に対する影響 

確認項目 確認結果 

①施設に影響した地震規模
（地震観測記録と基準地震動
の関係） 

【柏崎刈羽１～７号機】 
新潟県中越沖においてマグニチュード6.8の地震が発生，震央距離

16km，震源距離23kmに位置している柏崎刈羽においては，全号機（１
～７号機）にて基準地震動を超える加速度を確認，原子炉建屋基礎
版上での最大加速度のものは，１号機での680gal（設計時の最大加
速度応答値273gal）であった。各号機で原子炉建屋基礎版上での最
大加速度（観測値，設計時応答値）は下表の通り。 

観測値 

南北 東西 上下 

観測 設計 観測 設計 観測 設計* 

１号機 最下階 311 274 680 273 408 (235) 

２号機 最下階 304 167 606 167 282 (235) 

３号機 最下階 308 192 384 193 311 (235) 

４号機 最下階 310 193 492 194 337 (235) 

５号機 最下階 277 249 442 254 205 (235) 

６号機 最下階 271 263 322 263 488 (235) 

７号機 最下階 267 263 356 263 355 (235) 

*上下方向については，（ ）内の値を静的設計で使用 
 １～７号機で観測された地震観測記録に基づき，設計時の解放基
盤表面と原子炉建屋基礎版上の関係を参照し，解放基盤表面におけ
る地震動を推定したところ，基準地震動Ｓ2（450gal）に対して１～
４号機で約2.3～3.8倍，５～７号機で1.2～1.7倍の結果であった。 
 設備点検の結果，地震の影響による構造強度や機能維持に影響を
与えると考えられる異常が確認されてはいるが，機器の重大な損傷
をもたらしたものではなく，原子炉の安全性を阻害する可能性のな
い軽微な事象であった。 
安全上重要な設備については，１号機において異常が数例確認さ

れているが，点検，仮置き中だったために転倒，損傷に至ったこと，
地震に伴う消火系配管の建屋接続部の損傷に伴う浸水によって機能
喪失に至ったことが原因であり，地震による直接的な異常は確認さ
れていない。 

②-1 安全上重要な設備への
影響（波及影響も含む） 

【柏崎刈羽１～７号機】 
 無し 

②-2 既存のＡＭ設備への影
響（波及影響も含む） 

【柏崎刈羽１～７号機】 
 無し 

③-1 外部電源への影響 【柏崎刈羽１～７号機】 
 ４回線中，２回線が機能喪失 

③-2 D/G への影響 【柏崎刈羽１～７号機】 
 無し 

③-3 補機冷却系への影響 【柏崎刈羽１～７号機】 
 無し 

③-4 電源融通の可能性 【柏崎刈羽１～７号機】 
 無し 

③-5 復旧操作へのアクセス
性 

・土捨て場北側斜面の一部が崩落。（復旧操作のためのアクセス性へ
の影響無し。） 
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確認項目 確認結果 

④その他（安全機能には影響
しないもの，留意しておく必
要のある事項） 

■３号機 
原子炉建屋地下２階にあるＳＬＣ系注入ライン配管（格納容器外

側貫通部）の近傍に置いてあったISI用RPV模擬ノズルが地震によっ
て移動し，配管の板金保温材に衝突したと思われるへこみを確認。
配管及びサポートには損傷は無かったものの，安全上重要な設備に
影響が及ぶ可能性があったことを踏まえ，室内にて床に固定されて
いない重量物を固定及び固縛する対策を講じた。 
なお，所内変圧器のダクトの基礎が不等沈下したことによって火

災が発生した。 

■１号機 
不等沈下によって消火配管が破断し，漏水及び消火系の機能喪失

に至ったものと推定。 
地震による建屋周辺の地盤沈下等のため，消火系配管が破断（消

火系の機能喪失）。 
さらに，原子炉複合建屋とモニタ建屋（屋外）間のトレンチの沈

下によって生じた接続部の隙間及びトレンチ本体のひび割れ損傷部
を通じ，消火系から漏れた水が原子炉複合建屋内に流入。 
その結果，機能要求は無かったものの主蒸気放射線モニタ検出器

が浸水によって損傷するとともに，復水補給水ポンプ（ＡＭ設備）
についても浸水による被害を受けた。 
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第4表 2009年８月に発生した駿河湾の地震による浜岡原子力発電所に対する影響 

確認項目 確認結果 

①施設に影響した地震規模
（地震観測記録と基準地震動
の関係） 

【浜岡３，４号機】 
地震観測記録と基準地震動Ｓ1による応答を比較した結果，地震観

測記録は基準地震動Ｓ1による応答を十分下回っており，地震時に耐
震設計上重要な設備が弾性状態にあったことから，設備の健全性が
確保されていることを確認した。 
【浜岡５号機】 
耐震設計上重要な設備について，地震観測記録と基準地震動Ｓ１

による応答を比較し，原子炉建屋の一部の階において地震観測記録
における最大加速度が基準地震動Ｓ１による最大応答加速度をわず
かに上回っている以外は，地震観測記録における最大加速度が基準
地震動Ｓ１による最大応答加速度を下回っていることを確認した。  
原子炉建屋の地震観測記録の床応答スペクトルは，一部の周期帯

において基準地震動Ｓ１の床応答スペクトルを上回っているが，主
な耐震設計上重要な機器及び配管系の固有周期では下回っており，
地震時に弾性状態にあったことから，これらの機器及び配管系の健
全性が確保されていることを確認した。  
５号機については，主要な設備は弾性状態にあり，健全性は確保

されていることを確認していたが，一部の観測記録で基準地震動Ｓ1

による応答加速度を超えたことから，地震観測記録を入力とした地
震応答解析を行い，設備の健全性評価の結果は，全ての設備が弾性
状態にあったことから，設備の健全性が確保されていることを確認
した。 

②-1 安全上重要な設備への
影響（波及影響も含む） 

【浜岡３～５号機】無し 

②-2 既存のＡＭ設備への影
響（波及影響も含む） 

【浜岡３～５号機】無し 

③-1 外部電源への影響 【浜岡３～５号機】 
３，４号機：３ルート６回線すべてが健全 
５号機：２ルート４回線すべてが健全 

③-2 Ｄ／Ｇへの影響 【浜岡３～５号機】無し 

③-3 補機冷却系への影響 【浜岡３～５号機】無し 

③-4 電源融通の可能性 【浜岡３～５号機】可能 

③-5 復旧操作へのアクセス
性 

【浜岡５号機】 
タービン建屋の東側屋外エリアの地盤沈下（15m×15m，10cm程度）
を確認した。 

④その他（安全機能には影響
しないもの，留意しておく必
要のある事項） 

■５号機“補助変圧器過電流トリップ”（常用系）：地震の振動でト
リップ接点の接触による保護継電器の誤動作（リレーチャター発生）
⇒より強い耐震性を有する保護継電器への取替を検討した結果，水
平３Ｇ，上下１Ｇ程度の実力のある保護継電器に取替。 

■５号機制御棒駆動機構モータ制御ユニットの故障警報点灯：５号
機“補助変圧器過電流トリップ”（常用系）との従属性。 

■原子炉建屋管理区域区分の変更，原子炉建屋５階（放射線管理区
域内）燃料交換エリア換気放射線モニタ指示の一時的な上昇：地震
の揺れによって，燃料集合体表面の放射性物質を含んだ鉄錆びなど
が，プール水に遊離し，プール表面からの放射線線量率が上昇した
ものと推定。 

■主タービンスラスト軸受摩耗トリップ警報点灯及びタービン開放
点検：各種接触痕，変形，ネジ損傷などが見られた。 
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第 5表 2011年３月に発生した東北地方太平洋沖地震による福島第一原子力 
発電所に対する影響 
調査項目 調査結果 

①施設に影響した地震規模
（地震観測記録と基準地震動
の関係） 

【福島第一１～６号機】 
平成23年３月11日，東北地方太平洋沖地震が発生，福島第一原子

力発電所１～６号機の原子炉建屋基礎版上において観測された最大
加速度と基準地震動Ｓｓから求めた基礎版上の最大応答加速度を比
較した結果，２，３，５号機の東西方向の観測記録が，基準地震動   
Ｓｓによる最大応答加速度を上回っていた。各号機で原子炉建屋基
礎版上での最大加速度（観測値，設計時応答値）は下表の通り。 

観測値 
南北 東西 上下 

観測 設計 観測 設計 観測 設計 

１号機 460※ 487 447 489 258 412 

２号機 348※ 441 550 438 302 420 

３号機 322※ 449 507 441 231 429 

４号機 281※ 447 319 445 200 422 

５号機 311※ 452 548 452 258 427 

６号機 288※ 445 444 448 244 415 

※記録開始から130～150秒程度で記録は中断 
 原子炉建屋及び原子炉建屋に設置される安全上重要な機能及び配
管系（主蒸気系配管，原子炉格納容器，残留熱除去系配管，炉心支
持構造物及び制御棒（挿入性）等）に加え，１号機については非常
用復水器系配管，原子炉再循環系配管等について，地震観測記録を
用いた応答解析と基準地震動を用いた応答解析で得られた地震荷重
を比較した結果，ほとんどの機器及び配管系において基準地震動Ｓ
ｓによる地震荷重の方が大きく，それらについては地震直後に安全
機能は保持可能な状態であったと評価されている。 
一部，地震観測記録を用いた応答解析による地震荷重の方が大き

かった機器及び配管系についても，適切な応答値を評価するため実
物の構造を考慮するなどの解析モデルの見直しを行った結果，基準
地震動を用いた応答解析による地震荷重の方が大きく評価された。
加えて，現場確認が可能な５号機については，目視によって，可能
な範囲で損傷の有無など，現場状況の確認を実施し，主要な弁，ポ
ンプなどの機器及びその周辺の配管などに有意な損傷などは認めら
れなかったことから，地震時及び地震直後においても安全機能を保
持可能な状態にあったものと評価されている。 

②-1 安全上重要な設備への
影響（波及影響も含む） 

【福島第一１～６号機】 
 無し（推定） 

②-2 既存のＡＭ設備への影
響（波及影響も含む） 

【福島第一１～６号機】 
 不明（消火系配管に損傷が確認されているが，津波（漂流物含む）
による影響と考えられる。） 

③-1 外部電源への影響 【福島第一１～６号機】 
 全６回線中，５回線機能喪失 
※１回線は，工事のため受電停止中 

③-2 Ｄ／Ｇへの影響 【福島第一１～６号機】 
 影響無し（津波によって喪失。ただし，一部空冷式Ｄ/Ｇについて
は，津波襲来後も機能維持） 

③-3 補機冷却系への影響 【福島第一１～６号機】 
 影響無し（津波によって喪失） 
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調査項目 調査結果 

③-4 電源融通の可能性 【福島第一１～６号機】 
 影響無し（津波によって喪失） 
５－６号機間については，仮設ケーブル敷設によって電源融通実

施 

③-5 復旧操作へのアクセス
性 

・道路に割れ，段差など有り。 
・防災道路ではないが斜面崩落による道路閉鎖箇所有り。 

④その他（安全機能には影響
しないもの，留意しておく必
要のある事項） 

【福島第一１～６号機】 
詳細確認不可 
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第6表 2011年３月に発生した東北地方太平洋沖地震による福島第二原子力発電所 
に対する影響 

調査項目 調査結果 

①施設に影響した地震規模
（地震観測記録と基準地震動
の関係） 

【福島第二１～４号機】 
平成23年３月11日，東北地方太平洋沖地震が発生，福島第二原子力

発電所１～４号機の原子炉建屋基礎版上において観測された最大加
速度と基準地震動Ｓｓから求めた原子炉建基礎版上の最大応答加速
度は下表の通り。全号機，原子炉基礎版上（最地下階）で得られた最
大加速度は，基準地震動Ｓｓに対する最大応答加速度を下回っている
ことが確認されている。 

観測値 
南北 東西 上下 

観測 設計 観測 設計 観測 設計 

１号機 254 434 230※ 434 305※ 512 

２号機 243 428 196※ 429 232※ 504 

３号機 277※ 428 216※ 430 208※ 504 

４号機 210※ 415 205※ 415 288※ 504 

※記録開始から130～150秒程度で記録は中断 
原子炉建屋及び原子炉建屋に設置される安全上重要な機能及び配

管系（主蒸気系配管，原子炉格納容器，残留熱除去系配管，炉心支持
構造物及び制御棒（挿入性）など）について地震観測記録を用いた応
答解析と基準地震動Ｓｓを用いた応答解析で得られた地震荷重を比
較した結果，一部の機器及び配管系を除き基準地震動Ｓｓによる地震
荷重の方が大きく，それらについては地震後に安全機能は保持可能な
状態であったと評価されている。一部，地震観測記録を用いた応答解
析による地震荷重の方が大きかった機器及び配管系についても，適切
な応答値を評価するため実物の構造を考慮するなどの解析モデルの
見直しを行った結果，基準地震動を用いた応答解析による地震荷重の
方が大きいことが確認されており，地震後に安全機能は保持可能な状
態であったと評価されている。 

②-1 安全上重要な設備への
影響（波及影響も含む） 

【福島第二１～４号機】 
 無し 

②-2 既存のＡＭ設備への影
響（波及影響も含む） 

【福島第二１～４号機】 
 影響なし（消火系配管に損傷が確認されているが，津波（漂流物含
む）による影響と考えられる。） 

③-1 外部電源への影響 【福島第二１～４号機】 
４回線中，１回線機能停止 
※１回線は停止点検中。さらに１回線は，避雷器の損傷が確認され
たため，被害拡大防止を目的として受電停止の上，復旧作業を実
施。 

③-2 Ｄ／Ｇへの影響 【福島第二１～４号機】 
 影響無し（３号機を除き，津波によって機能喪失） 

③-3 補機冷却系への影響 【福島第二１～４号機】 
 影響無し（３号機を除き，津波によって機能喪失） 

③-4 電源融通の可能性 【福島第二１～４号機】 
 影響無し（津波によって喪失）  

③-5 復旧操作へのアクセス
性 

・道路に割れ，段差など生じるも影響無し。 

④その他（安全機能には影響
しないもの，留意しておく必
要のある事項） 

【福島第二１～４号機】 
特に影響無し 
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第 7表 2011年３月に発生した東北地方太平洋沖地震による東通原子力発電所 
に対する影響 
確認項目 確認結果 

①施設に影響した地震規模
（地震観測記録と基準地震動
の関係） 

発電所において観測した地震加速度は17ガルであり，設備への影響
はなかった。 

②-1安全上重要な設備への影
響（波及影響も含む） 

無し 

②-2既存のＡＭ設備への影響
（波及影響も含む） 

無し 

③-1外部電源への影響 むつ幹線（２回線），東北白糠線の停止に伴い，外部電源が喪失した。 
同日 23時 59分に東北白糠線が復旧した。 

③-2 Ｄ／Ｇへの影響 外部電源喪失に伴い，非常用ディーゼル発電機が自動起動した。 

③-3補機冷却系への影響 無し 

③-4電源融通の可能性 可能 

③-5復旧操作へのアクセス性 無し 

④その他（安全機能には影響
しないもの，留意しておく必
要のある事項） 

■８台あるモニタリングポストのうち４台がバッテリ切れによって
停止した。 
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第 8表 2011年３月に発生した東北地方太平洋沖地震による女川原子力発電所 
に対する影響 
確認項目 確認結果 

①施設に影響した地震規模
（地震観測記録と基準地震動
の関係） 

女川原子力発電所は，１号機及び３号機が定格熱出力一定運転中，
また，２号機が原子炉起動中のところ，３月11日14時46分に発生し
た東北地方太平洋沖地震によって全号機において原子炉が自動停止
した。観測された地震加速度は567.5ガル（保安確認用地震計：１号
機原子炉建屋地下２階）であり，全号機とも，原子炉保護系が設計
どおり作動したことによって自動停止した。 
最大応答加速度について基準地震動と観測記録の関係は次の通

り。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②-1 安全上重要な設備への
影響（波及影響も含む） 

【女川１号】 
●タービン建屋地下１階高圧電源盤火災 
タービン建屋地下１階において高圧電源盤６－１Ａからの発煙が発
生した。また，高圧電源盤６－１Ａの火災の影響によって，Ｓ／Ｐ
水冷却のために手動起動したＲＨＲポンプ（Ａ）及び（Ｃ）号機が
自動停止した。 
 

②-2 既存のＡＭ設備への影
響（波及影響も含む） 

無し 
 
 

③-1 外部電源への影響 ５回線中４回線が機能喪失 
女川原子力発電所には，外部電源として５回線（牡鹿幹線１，２

号線（275kV 系），松島幹線１，２号線（275kV 系），塚浜支線（66kV
系））が接続されている。地震直後は，当社管内の送電線事故に伴う
系統保護回路の動作によって，松島幹線２号１回線のみとなったが，
３月 12 日 20 時 12 分に牡鹿幹線１号，同日 20 時 15 分に牡鹿幹線  
２号，3 月 17 日 10 時 47 分に松島幹線１号，３月 26 日 15 時 41 分
に塚浜支線がそれぞれ復旧している。 
【牡鹿１，２号線避雷器の損傷】 
地震の揺れによると思われる影響によって，避雷器内部に部分放電
が発生した。（地震に伴う牡鹿幹線１，２号線停止の原因は，避雷器
の損傷によるものと考えられる。） 
 

原子炉建屋の最大加速度 
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確認項目 確認結果 

③-2 Ｄ／Ｇへの影響 【女川１号】 
●非常用ＤＧ（Ａ）界磁回路の損傷 
ＤＧ（Ａ）の同期検定器が動作せず，しゃ断器を手動で投入するこ
とができなかった。また，ＤＧ（Ａ）が起動していない状態で    
ＤＧ（Ａ）のしゃ断器が自動投入される事象が発生した。 
⇒メタクラ６-１Ａで発生した火災の影響によって制御ケーブルに
溶損などが生じ，地絡が発生した。 
【女川２号】 
●浸水によるＤＧ（Ｂ）及びＤＧ（Ｈ）の停止 
海水ポンプ室の取水路側から流入した海水が地下トレンチを通じて
原子炉建屋内の一部に浸水し，ＲＣＷ(Ｂ)系及びＨＰＣＷの二系統
が機能喪失したことによって，ＤＧ（Ｂ）並びにＤＧ（Ｈ）が自動
停止となった。（ＤＧ（Ａ）は健全） 

③-3 補機冷却系への影響 【女川２号】 
●浸水によるＤＧ（Ｂ）及びＤＧ（Ｈ）の停止 
海水ポンプ室の取水路側から流入した海水が地下トレンチを通じて
原子炉建屋内の一部に浸水し，ＲＣＷ（Ｂ）系及びＨＰＣＷの２系
統が機能喪失した。 

③-4 電源融通の可能性 女川１号にて，地震又は火災の影響によって一部しゃ断器に不具合
が生じた。 

③-5 復旧操作へのアクセス
性 

無し 

④その他（安全機能には影響
しないもの，留意しておく必
要のある事項） 

【女川１号】 
●高圧電源盤しゃ断器の投入不可 
主に定検時に使用する高圧電源盤（１号機所内電源を２号機から受
電する際に使用）において，電源盤内に設置しているしゃ断器が地
震の振動によって傾き，投入スイッチを入切するためのインターロ
ックローラーが正常位置から外れた。 
●母連しゃ断器制御電源喪失 
火災が発生した高圧電源盤の制御電源回路の溶損による地絡や短絡
の影響によって，制御電源回路が接続されているしゃ断器用制御電
源回路の電圧が変動し，“制御電源喪失”警報が発生した。 
●125Ｖ直流主母線盤の地絡（計２件） 
高圧電源盤の火災によって，配線に地絡が発生し，地絡警報が発生
した。 

【女川２号】 
特に無し 

【女川３号】 
●使用済燃料プールゲート押さえ脱落 
使用済燃料プールと原子炉ウェル間の通路部に設置している使用済
燃料プールゲート（No.１及びNo.２）を固定しているゲート押さえ
金具計４個のうち３個のスイングボルトが外れていた。 
●ＨＰＣＳ圧力抑制室吸込弁自動での全開動作不能 
 ４月７日の余震の揺れによる影響と推定される圧力抑制室の水位
変動時に，本来全開するはずのＨＰＣＳ圧力抑制室吸込弁が，地震
による弁の開閉指示を行うスイッチなどの誤動作（推定）によって，
全開にならなかった。（手動での全開は可能） 

【各号機共通】 
●制御棒駆動系ハウジング支持金具サポートバーのずれ 
制御棒駆動機構ハウジングのハウジング支持金具（グリッド）が，
１号機で１カ所，２号機で２カ所，３号機で１カ所ずれていること
を確認した。これによる制御棒駆動機構ハウジングの落下防止機能
への影響はなかった。 
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第 9表 2011年３月に発生した東北地方太平洋沖地震による東海第二発電所 
に対する影響 
調査項目 調査結果 

①施設に影響した地震規模
（地震観測記録と基準地震動
の関係） 

・観測記録に基づく各階の最大応答加速度は，建設時の当初設計時
に用いた最大応答加速度及び新耐震設計審査指針に基づく耐震安
全性評価で設定した基準地震動Ｓｓの最大応答加速度以下である
ことを確認した。 

・原子炉建屋の地震観測記録による床応答スペクトルは，一部の周
期帯（約0.65秒から約0.9秒）で建設時の設計に用いた床応答スペ
クトルを上回っているが，耐震設計上重要な機器及び配管系のう
ち主要な設備の固有周期では，地震観測記録が工認設計波による
床応答スペクトル以下であることを確認した。 

②-1 安全上重要な設備への
影響（波及影響も含む） 

地震による影響は無し 

②-2 既存のＡＭ設備への影
響（波及影響も含む） 

地震による影響は無し 

③-1 外部電源への影響 ３回線中３回線が機能喪失 
（13日 12:32 154kV 系東海原子力線復旧） 

③-2 Ｄ／Ｇへの影響 地震による影響は無し（津波によってＤＧＳＷ－２Ｃが水没したた
め，ＤＧ－２Ｃは手動停止） 

③-3 補機冷却系への影響 地震による影響は無し 

③-4 電源融通の可能性 可能（ＨＰＣＳ－ＤＧから 6.9kV の交流電源融通，予備充電器を介
して直流電源融通） 

③-5 復旧操作へのアクセス
性 

地震による影響は無し 

④その他（安全機能には影響
しないもの，留意しておく必
要のある事項） 

タービン設備などの一部で，耐震クラスＢ，Ｃクラスの設備が損傷
を受けた。 
【蒸気タービン】 
・低圧タービン及び高圧タービンの動翼と隔板の一部に接触による
摺動痕 

・高圧タービンと低圧タービンの中間軸受け基礎グラウト部の割れ，
基礎ボルトの緩み（10本中３本） 

【主発電機関係】 
・主発電機軸受及び励磁機及び副励磁機廻りに接触痕，間隙拡大な
どの損傷 

 

 

 

 

出典：「原子力発電所に対する地震を起因とした確率論的リスク評価に関する実施

基準：2015（AESJ-SC-P006：2015）」附属書Ｄ 
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2. 海外のＰＲＡ関連文献調査 

海外文献についての調査結果をまとめたものを第10表に示す。海外の地震Ｐ

ＲＡ関連文献を調査した結果，他にモデル化すべき起因事象は存在しなかった。 

海外文献では原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ）についてサイズや場所を分類し

た評価を例示している文献があったが，今回の評価ではＬＯＣＡを１つの起因

事象として選定した。これは次の２つの理由による。１つは，同一の地震動に

よる複数の配管損傷の相関性を考慮すると，事故シナリオを詳細に分析するこ

と（緩和系にどの程度期待できるかを判断すること）が困難で，破断の規模に

よる分類が厳密には難しいこと，もう１つは，相関を持つ配管を同定し，損傷

の相関係数をすべての配管に対して適切に算定することは現状の評価技術では

困難が伴うことである。このため，地震ＰＲＡ標準に許容されている取り扱い

として，これらの事象はより厳しい条件となる起因事象に包含させ，この起因

事象は原子炉格納容器内にある一次系配管の大規模な破断によりＥＣＣＳ性能

を上回る大規模な原子炉冷却材喪失（Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ）が発生す

るものと想定し，緩和系によって事象の進展を抑制することができずに炉心損

傷に至る可能性があるため，保守的に直接炉心損傷に至る起因事象で代表させ

た。 

地震随伴溢水については，今回の評価では評価技術の成熟度から随伴事象の

影響評価は困難であると判断し，評価対象外としている。 
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第 10表 海外文献調査結果（１／２） 
 文献名 記載内容 確認結果 

1 ＡＳＭＥ標準(1) 
（239 ページ） 

地震ＰＲＡで考慮される起因事象は例え
ば以下を含める。 
（a） ＲＰＶやその他の大型機器（steam 
generator, recirculation pump, 
pressurizer）の損傷 
（b） 様々なサイズと場所でのＬＯＣＡ 
（c） トランジェント（ＬＯＰＡは特に
重要） 
ＰＣＳやヒートシンクが地震要因で使用
できない場合（例えば，ＬＯＰＡ）と使
用できる場合の両方のトランジェントを
考慮すべきである。 
また，他のトランジェントの例として，
service water のような重要なサポート
系の喪失や直流電源の喪失がある。 

左記の例は，すべて評価
上考慮していることを
確認した※１。 

2 ＩＡＥＡ Safety 
Guide（SSG-3）(2) 
（108 ページ） 

特に，以下のタイプのシナリオに至る起
因事象はモデル化すべきである。 
（a） 大型機器の損傷（例：reactor 
pressure vessel, steam generators, 
pressurizer） 
（b） 様々なサイズと場所のＬＯＣＡ。
極小ＬＯＣＡも考慮すべき。 
（c） ＬＯＰＡ 
（d） 様々なサポートシステムの喪失を
含むトランジェント（ＰＣＳが失敗する
シナリオと失敗しないシナリオ） 

左記の例は，すべて評価 
上考慮していることを 
確認した※１。 

3 ＥＰＲＩ地震ＰＲ
Ａ実施ガイド(3) 
（5～7 ページ） 

“initiator”は例えば以下を含める。 
（a） ＲＰＶやその他の大型機器（steam 
generator, recirculation pump, 
pressurizer 等）の損傷 
（b） 様々なサイズと場所のＬＯＣＡ 
（c） サポートシステム故障（service 
water や直流電源） 
（d） トランジェント（ＬＯＰＡは特に
重要） 
ＰＣＳやヒートシンクが地震要因で使用
できない場合（例えば，ＬＯＰＡ）と使
用できる場合の両方のトランジェントを
考慮すべきである。外電が使用可能だが
他の地震要因損傷があるシーケンスも考
慮しなければならない。（なぜなら，ＬＥ
ＲＦを考えた場合，外電やＩＡが必ず喪
失すると仮定することが，必ず保守的と
は限らないからである。例えば格納容器
隔離弁が外電喪失やＩＡ喪失で安全側に
閉動作となる。） 
Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡやリレー
チャタリングも考慮しなければならな
い。 

左記の例は，すべて評価 
上考慮していることを 
確認した※１。 

※１  様々なサイズと場所のＬＯＣＡ（極小ＬＯＣＡを含む）については，本評

価においては完全相関を仮定しているため，保守的に極大ＬＯＣＡとして

まとめて評価している。 
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第10表 海外文献調査結果（２／２） 
 文献名 記載内容 確認結果 

4 スイス連邦原子力
安全検査局（ＥＮ
ＳＩ）ＰＳＡガイ
ド(4) 
（25 ページ） 

以下のように起因事象を定義しなければ
いけない。 
・最小のＨＣＬＰＦ値とスクリーニング

値の間の地震加速度範囲に，少なくと
も７つの起因事象が含まれないといけ
ない。 

・スクリーニング値を超える地震加速度
で，1 つの起因事象を定義しないとい
けない。 

左記の起因事象数を，評
価において満足してい
ることを確認した。ま
た，スクリーニング値を
超える地震加速度では，
起因事象「原子炉建屋損
傷」「格納容器損傷」が
支配的である。 

5 Surry 発電所 
SeismicＰＲＡ 
Pilot Plant 
Review(ＥＰＲＩ）
(5) 
（7～9 ページ） 

（イベントツリーにおいて以下のヘディ
ングがモデル化されている。） 
・直接炉心損傷（Ｔ／Ｂ 建屋損傷など） 
・溢水（タービン建屋溢水発生時，隔離

失敗で非常用電気品室流入を想定） 
・ＬＬＯＣＡ 
・ＡＴＷＳ（即時ＡＴＷＳ 緩和あり） 
・ＲＣＰシールＬＯＣＡ 
・ＬＯＰＡ 

左記の例は，すべて本評
価において考慮してい
ることを確認した※２。 
（地震随伴溢水につい
てはスコープ対象外） 

※２ 様々なサイズと場所のＬＯＣＡ（極小ＬＯＣＡを含む）については，本評

価においては完全相関を仮定しているため，保守的に極大ＬＯＣＡとして

まとめて評価している。 
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